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研究要旨  

【目的】 

本研究では、がん診療連携拠点病院等（以下、拠点病院）に関するがん診療の実態を継

続的に把握・評価できる適切な評価指標の開発・選定を通じて、以下の観点において「が

ん診療提供体制のあり方に関する検討会」にエビデンスを提出し、次期整備指針の策定や

「がん対策推進基本計画（以下、基本計画）」の推進に寄与することを目的とした。 

1. 継続的な評価を通じて、拠点病院のがん診療の質向上に役立つ客観的な評価指標を策

定する。 

2. 策定した指標が、拠点病院が基本計画の目標に向けて機能しているかを評価できる指

標になっているかの検証を行う。 

 

尚、ロジックモデルによる基本計画の評価方法が採用されたことを受けて、本研究班でも

同様に、ロジックモデルを用いた拠点病院のがん診療の質向上に役立つ客観的な評価指標

の策定を目指した。 

 

【方法】 

本年度（最終年度）は、以下の研究活動を行った。 

1.全拠点病院へのアンケート調査結果の検討 

昨年度に作成したロジックモデル（たたき台）を提示して全国の拠点病院の意見を求め

たアンケート調査（収集自体は昨年度末に終了）の結果の検討を行い、研究班内での議論

を通じてロジックモデルのたたき台に反映させた。本年度全期間を通じて、さらに適切な

評価指標について研究班内で議論を深めるとともに、下記 2.の結果も踏まえて、ロジック

モデル全体の論理の妥当性の検討や適切な指標の設定を行った。 

2.拠点病院の全職種を対象とした医療者調査の計画立案とパイロット調査の実施 

一方、拠点病院の評価を適切に行うためには、拠点病院の全職種の医療従事者への医療

者調査が必須であると考え、それを計画・立案し、拠点病院５施設を対象としたパイロッ

ト調査を実施した。その回答者へのインタビュー調査を行うことで、調査のあり方や問題

点に関する意見を聴取し、それらを踏まえて調査項目の再設定を行うとともにロジックモ

デルの改訂を行った。 

3.ロジックモデルの最終案の策定 

上記 1.と 2.の結果を踏まえて、ロジックモデルに反映させて最終版を策定した。 

 

【結果】 

１．全拠点病院へのアンケート調査結果の検討 

アンケート調査の結果、134の拠点病院から回答を得た（締切は令和6年3月末）。 

本年度に入り、アンケート調査の結果を検討し、研究班の中で議論を重ねて、ロジックモ

デルの更なる改訂を行った。 

２．拠点病院の全職種を対象とした医療者調査の計画立案とパイロット調査の実施 

2-1.医療者調査の計画と質問項目の選定 

全国拠点病院のがん診療に関わる全職種を対象とするような大規模医療者調査は前例が

ほぼないため、実施可能性を考えながら適切な項目を選別した。医療者調査を実施する場

合、ロジックモデルに提示する全項目を調査に組み込むことは、現場の負荷が過大になるた

め項目を厳選した（資料１）。 

2-2.倫理委員会 

2-3に示すパイロット調査を行うために、東京大学大学院医学系研究科・医学部倫理委員

会での承認を得た（審査番号2024211NI）。 

2-3.パイロット調査の実施 

全国の拠点病院の5施設から協力を得てパイロット調査を行った（資料２）。 

2-4.パイロット調査の結果解析と回答者へのインタビュー調査 

令和6年10月～12月にかけてパイロット調査を実施し、結果を集計した。集計と併行して、

回答者の中から19名の同意者に協力を得て、回答時の設問の理解度や判断内容（設問をど

のように解釈し回答したか、回答肢は適切であったか等）や調査のあり方に関する問題点・

改善点等について各40～60分オンラインでのインタビュー調査を行った。集計結果ととも
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にインタビュー調査から考えられた問題点等をまとめた（資料３）。 

2-5.医療者調査の改訂 

2-4での結果をふまえ、全拠点病院への医療者調査の実施に向けて改訂するべき問題点を

明確にした（資料４）。 

３．ロジックモデルの最終案の策定 

以上の活動と併行しながら、研究班内でロジックモデルにおけるロジックの妥当性や指

標の適切性・測定可能性などについて、本年度を通じて議論を継続し、ロジックモデルを改

訂した。具体的には、拠点病院の整備指針を基準としながら、各領域の項目を再編成して、

12領域のロジックモデルを策定した。このロジックモデルにあるように、全国の拠点病院の

活動の効果を評価するためには、今まで未施行の医療者調査や、既に施行されている   

Quality Indicator (QI)研究や患者体験調査の新項目を提案する必要があると考え、中間ア

ウトカムと分野別アウトカムに多くの新たな指標を加えた（資料５）。 

 

【考察】 

本研究の目的は、拠点病院に関するがん診療の実態を継続的に把握・評価できる適切な

評価指標を策定することである。本研究班では、拠点病院に特化した評価指標を策定する

こと、我が国におけるがん医療全体における拠点病院制度自体の有効性や問題点を客観的

に評価できる指標を策定することを目指した。 

本報告書では、令和 6年度（最終年度）の進捗を総括した。本研究を実効性のあるもの

にするには、全国の拠点病院のスタッフから可能な限り多くの意見を収集する必要があ

る。そのため、ロジックモデル（たたき台）を提示して、拠点病院の評価のあり方や求め

られる評価指標についての意見を収集するアンケート調査を行った。 

全研究期間を通じて研究班内で活発な議論を繰り返し、全拠点病院へのアンケート調

査、および医療者調査作成に続くパイロット調査と回答者のインタビューなどで示された

多くの意見を取り込んで、拠点病院評価のためのロジックモデルを策定した。個々の拠点

病院の活動を評価することは、全国や各地域での自施設の位置付けを明確にすることによ

る PDCA サイクル活動を推進し、それに基づく質の向上をもたらすと期待される。 

 

【結論】 

本研究班によって、初めて拠点病院におけるがん診療の実態を継続的に把握・評価できる

適切な評価指標の開発・選定のための研究が進められた。最終的な目標は、策定した評価指

標の調査により、拠点病院全体としての活動実態やあり方を評価すること、また各施設の活

動状況を見える化してPDCAサイクル推進活動を進展させることで、次期整備指針策定や基

本計画の推進に寄与することである。ロジックモデルは一時点の測定でなく、経時的に測定

して変化をみることによって、その評価方法の有効性が初めて分かることの認識をもつこ

とが重要である。また、理想を求めて現場のモチベーションを高めることが可能な評価指標

の策定が望まれるが、指定要件をクリアーすることに過大な負荷を感じている拠点病院の

活動の持続可能性も考慮するべきことは銘記しておく必要がある。 

 

A． 研究目的 

本研究では、がん診療連携拠点病院等（以下、拠

点病院）に関するがん診療の実態を継続的に把握・

評価できる適切な評価指標の開発・選定を通じて、

以下の観点において「がん診療提供体制のあり方に

関する検討会」にエビデンスを提出し、次期整備指

針の策定や「がん対策推進基本計画（以下、基本計

画）」の推進に寄与することを目的とした。 

1) 継続的な評価を通じて、拠点病院のがん診療の

質向上に役立つ客観的な評価指標を策定する。 

2) 策定した指標が、拠点病院が基本計画の目標に

向けて機能しているかを評価できる指標になっ

ているかの検証を行う。 

尚、基本計画の評価方法としてロジックモデルが

採用されたことを受けて、本研究班でも同様に、ロジ

ックモデルを用いた拠点病院のがん診療の質向上に

役立つ客観的な評価指標の策定を目指した。 

 

B． 研究方法 

本研究では、拠点病院の活動に特化して、その機

能・役割に関する活動の進捗等を確認できる客観的

な評価方法と評価指標を開発・選定し、評価体制の

構築を目指した。策定する評価指標については、特

に拠点病院が目指す姿を意識でき改善活動に資する

指標であることを念頭において検討を行った。また
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評価の可能性については、測定や報告に要する拠点

病院等の負担も考慮した。 

昨年度までに、拠点病院の整備指針をベース（が

ん施策）とし、基本計画の最終アウトカムをそのま

ま最終アウトカムとしたロジックモデルの作成を目

指して、以下1)-3)の活動を行った。 

1) 研究班メンバーによるロジックモデル作成に関

するコンセンサスの形成 

2) 現場の声を反映することを目的として、都道府

県がん拠点病院（9施設）、地域がん拠点病院（7

施設）、都道府県がん診療連携協議会（3都県）、

都道府県行政（3県）への対面でのインタビュー

調査、さらに専門的な領域と考えられる緩和ケ

ア、妊孕性温存（生殖医療）、希少がん、ピアサ

ポート、小児・AYA世代・高齢者のがん医療の領

域の研究代表者等へのインタビュー調査 

3) 以上の結果をまとめて、ロジックモデル（たたき

台）を作成し、拠点病院の活動実態の評価のため

に必要な指標や現場が評価を望む活動等につい

て、全国拠点病院を対象としてアンケート調査

を行った。 

 

本年度（最終年度）は、以下の活動を行った。 

１.全拠点病院へのアンケート調査結果の検討 

上記のアンケート調査結果の検討を行い、ロジッ

クモデルのたたき台に反映させた。本年度全期間を

通じて、さらに適切な評価指標について研究班内で

議論を深めるとともに、下記 2.の結果も踏まえて、

ロジックモデル全体の論理の妥当性の検討や適切な

指標の設定を行った。 

２.拠点病院の全職種を対象とした医療者調査の 

計画立案とパイロット調査の実施 

一方、拠点病院の評価を適切に行うためには、拠

点病院の全職種の医療従事者への医療者調査が必須

であると考え、その計画を立案し、拠点病院５施設

（結果に記載）を対象としたパイロット調査を実施

した。さらに回答者へのインタビュー調査を行うこ

とで、調査のあり方や問題点に関する意見を聴取

し、それらを踏まえて調査項目の設定を行うととも

にロジックモデルの改訂を行った。 

３.ロジックモデルの最終案の策定 

上記 1.と 2. の結果を踏まえて、ロジックモデル

に反映させて最終案を策定した。 

４.本研究班による成果に基づく提言作成 

本研究 3年間を通じた成果を総合研究報告書（別

途報告）としてまとめ、拠点病院によるがん診療の

実態を継続的に把握・評価できる適切な評価指標を

提言した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究における情報の分析・調査については、全国

拠点病院へのロジックモデルについてのアンケート

調査、医療者調査のパイロット調査のいずれも無記

名アンケート調査を原則とし、さらに医療者調査後

のインタビュー調査も同意を得た上で行い個人名は

公開しないため、個人情報保護上は特に問題は発生

しないと考える。医療者調査のパイロット調査に関

しては、東京大学大学院医学系研究科・医学部倫理

委員会での承認を得た（審査番号2024211NI）。 

 

C． 研究結果 

１.全拠点病院へのアンケート調査結果の検討 

昨年度、整理された指標を含むロジックモデル（た

たき台）を提示して、拠点病院の活動実態の評価のた

めに必要な指標や現場が評価を望む活動等について、

全国拠点病院を対象としてアンケート調査を行った。

このアンケート調査では、各領域の中間アウトカム・

分野別アウトカムに提示したアウトカムとその内容、

さらに提示した指標への意見や新しい指標の提案な

どを求めた。さらに、各拠点病院の現状を明らかにす

るためのベンチマーキングに適した指標という観点

からも意見を求めた。 

アンケート調査は、施設の各部門の担当者からの

回答を求めた。その結果、134の拠点病院から回答を

得た（締切は令和6年3月末）。 

本年度に入り、アンケート調査結果を検討し、研究

班の中で議論を重ねて、ロジックモデルの更なる改

訂を行った。 

２.拠点病院の全職種を対象とした医療者調査の 

計画立案とパイロット調査の実施 

2-1.医療者調査の計画と質問項目の選定 

全国拠点病院のがん診療に関わる全職種を対象と

するような大規模の医療者調査は前例がほぼないた

め、実施可能性を考えながら適切な項目を選別した。

医療者調査を実施する場合、ロジックモデルに提示

する全項目を組み込むことは現場の負荷が過大にな

るため、項目を厳選した。資料１にWEB上で実施し

た医療者調査を示す。 

2-2.倫理委員会 

2-3に示すパイロット調査を行うために、東京大学

大学院医学系研究科・医学部倫理委員会で承認を得

た（審査番号2024211NI）。 

2-3.パイロット調査の実施 

全国の拠点病院から、がんセンター・大学病院・

総合病院の各2施設に対してパイロット調査の協力

依頼を行い、最終的には、四国がんセンター・九州

がんセンター・高知大学病院・岩手県立中央病院・

名古屋医療センターの5施設から協力をいただいた。

その際の説明会の内容を資料２に示す。 

2-4.パイロット調査の結果解析と回答者へのインタ

ビュー調査 

令和6年10月～12月にかけてパイロット調査を実

施し、結果を集計した。集計と併行して、回答者の

中から19名のインタビュー同意者の協力を得て、回

答時の設問の理解度や判断内容（設問をどのように

解釈し回答したか、回答肢は適切であったか等）や
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調査のあり方に関する問題点・改善点などについて

各40～60分オンラインでのインタビュー調査を行っ

た（医師7名、薬剤師2名、看護師5名、理学療法士1

名、社会福祉士2名、公認心理師1名、その他1名）。集

計結果とインタビュー調査から考えられた問題点等

を資料３にまとめた。  

2-5.医療者調査の改訂 

2-4での結果をふまえ、全拠点病院への医療者調査

の実施に向けて改訂するべき問題点を明確にした

（資料４）。  

３.ロジックモデルの最終案の策定 

以上の活動と併行しながら研究班内でロジックモ

デルのロジックの妥当性や指標の適切性・測定可能

性などについて、本年度を通じて議論を継続し、ロジ

ックモデルを改訂した（資料５）。 

具体的には、拠点病院の整備指針を基準としなが

ら、各領域の項目を再編成して、下記のように12領域

のロジックモデルを策定した。このロジックモデル

にあるように、全国の拠点病院の活動の効果を評価

するためには、今まで未施行の医療者調査や、既に施

行されているQI研究や患者体験調査の新項目を提案

する必要があると考え、中間アウトカムと分野別ア

ウトカムに多くの新たな指標を加えた。 

① 都道府県協議会の役割 

② 集学的治療および標準治療：診療体制、支持療

法、多職種連携/チーム医療、セカンドオピニオ

ン 

③ 手術療法：診療体制、人員関連 

④ 放射線療法：診療体制、人員関連 

⑤ 薬物療法：診療体制、人員関連（免疫チェックポ

イント阻害薬を含む） 

⑥ 緩和ケア：診療体制、院内連携、地域連携、自殺

予防対策 

⑦ 希少がん：診療体制、地域連携 

⑧ 難治がん：診療体制、地域連携 

⑨ ライフステージに応じたがん対策：小児がん長

期フォローアップ、AYA世代がん患者の支援、生

殖医療、就学・就労・アピアランスケア、高齢者・

障がい者がん患者の診療 

⑩ 相談支援：相談支援体制、院内連携、地域連携、

周知活動、人員関連 

⑪ 情報提供：体制整備、地域連携、がん教育 

⑫ その他：医療の質、BCP、安全管理、ネット環境

整備、院内がん登録、臨床研究・調査研究 

４.本研究班による成果に基づく提言作成 

（総合研究報告書を参照） 

 

D． 考察 

本研究の目的は、拠点病院に関するがん診療の実

態を継続的に把握・評価できる適切な評価指標を策

定することである。拠点病院の活動が大きな比重を

占める基本計画の評価のためのロジックモデルにも

拠点病院の現況報告が多く取り入れられている。し

かし、多くの指標が「各指定要件の達成ための体制

整備の有無（はい/いいえ）」の自己申告指標（拠点

病院に指定されるためには当然「はい」が 100％に

なるはず）であり、客観的な判断ができない危険性

がある。そこで本研究班では、より拠点病院に特化

した評価指標を策定すること、拠点病院という制度

そのものの我が国におけるがん医療全体への有効性

や問題点を客観的に評価できる指標を策定すること

を目指した。 

本報告書では、令和 6年度（最終年度）の進捗を

総括した。本研究を実効性のあるものにするには、

全国の拠点病院のスタッフから可能な限り多くの意

見を収集する必要がある。そのため、ロジックモデ

ル（たたき台）を提示して、拠点病院の評価のあり

方や求められる評価指標についての意見を収集する

アンケート調査を行った。その結果、患者体験調査

や計画している医療者調査に対して、「主観的な項

目の集計で正しく拠点病院の活動を評価できるの

か」という意見が多くあった。しかしながら、既に

施行されてきた患者体験調査の意義は（その限界は

理解した上で）明確であるし、前例のない大規模か

つ拠点病院の全職種を対象とした医療者調査を行

い、拠点病院制度の認識度、がん施策を推進するた

めの使命感、自己が行っているがん医療への問題意

識レベルなどを評価することは必須であり、かつ評

価されることでそれらの認識を高めることに繋がる

ものと思われる。 

全研究期間を通じて研究班内で活発な議論を繰り

返し、全拠点病院へのアンケート調査、医療者調査

作成に続くパイロット調査と回答者へのインタビュ

ーなどで示された多くの意見を取り込んで、拠点病

院評価のためのロジックモデルを策定した。個々の

拠点病院の活動を評価することは、全国や各地域で

の自施設の位置付けを明確にすることによる PDCA

サイクル活動を推進し、それに基づく質の向上をも

たらすと期待される。 

尚、拠点病院の現場からは、「整備指針の意味がわ

からない項目がある」「この項目は何を求めているの

か」等の声が多く聞かれる。本研究のスタートライン

として、整備指針が求めるもの（何故その項目が指定

要件とされたのか）を、中間アウトカム・分野別アウ

トカムで提示して、その内容を説明することにより

言語化した。これにより、拠点病院のスタッフの「拠

点病院が求められていること」、さらに「拠点病院と

いう制度が達成するべき目標」の理解が向上する効

果も期待している。 

最後に、今回策定した拠点病院評価のためのロジ

ックモデルの評価は今後の課題であることを明記し

たい。今後、以下の2点を念頭に検討を継続すること

が必須である。 

⚫ ロジックモデルは一時点の測定でなく、経時的

に測定して変化をみることによって、その評価

方法の有効性が初めて分かることの認識をもつ
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ことが重要である。 

⚫ それによってロジックの妥当性が示され（示さ

れず）、次への改善に繋がり、拠点病院側の認識

も高まるのではないかと考えられる。 

以上を総括して、別途、総合研究報告書におい

て、「拠点病院におけるがん診療の実態把握に係る

適切な評価指標」を提言する。 

 

E. 結論 

本研究班によって、初めて拠点病院におけるがん

診療の実態を継続的に把握・評価できる適切な評価

指標の開発・選定のための研究が進められた。最終的

な目標は、策定した評価指標の調査により、拠点病院

全体としての活動実態やあり方を評価すること、ま

た各施設の活動状況を見える化してPDCAサイクル推

進活動を進展させることで、次期整備指針策定や基

本計画の推進に寄与することである。理想を求めて

現場のモチベーションを高めることが可能な評価指

標の策定が望まれるが、指定要件をクリアーするこ

とに過大な負荷を感じている拠点病院の活動の持続

可能性も考慮するべきことは銘記しておく必要があ

る。 

 

F. 健康危険情報 

 

  特になし 

 

G．研究発表 

   

１. 論文発表 

I  著書  なし 

 

II  総説   

1) 若尾文彦. 健康日本 21（第三次）におけるがん
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ジ. 医学のあゆみ. 292(8): 617-3-11,2025 

2) 若尾文彦. がん対策の目標とアクションプラン. 

日本医師会雑誌. 153(1): 29-33,2024 
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III 原著   

1) Booka E, Takeuchi H, Kikuchi H, Miura A, 
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Muramatsu T, Yamagami W, Takehara K, 
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資料１：全国拠点病院への医療者調査（パイロット調査において使用）（医師を例として） 
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資料２：医療者調査のパイロット調査時の説明会スライド 
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資料３：パイロット調査の結果のまとめと問題点   （拡大してご覧ください） 

 

 
 

医療者調査パイロット調査結果【職種グループ別集計/留意点】

グループA 医師、歯科医師
グループB 看護師、准看護師
グループC 歯科衛生士、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士、管理栄養士、社会福祉士、精神保健福祉士、公認心理師、臨床心理士、その他

消化器内科 呼吸器内科 血液内科 腫瘍内科 緩和ケア科
精神科、精神腫瘍

科 小児科
グループA(n=179) 17 4 8 6 6 2 6

グループA(n=191) 9.5% 2.2% 4.5% 3.4% 3.4% 1.1% 3.4%

消化器外科 呼吸器外科 乳腺外科 内分泌外科 整形外科 産婦人科 眼科
33 10 12 0 8 6 0

18.4% 5.6% 6.7% 0.0% 4.5% 3.4% 0.0%

耳鼻咽喉科、頭頸部外科
泌尿器科、腎臓外

科 皮膚科 脳神経外科 形成外科 小児外科
リハビリテーショ

ン科
8 7 3 2 1 0 0

4.5% 3.9% 1.7% 1.1% 0.6% 0.0% 0.0%

放射線治療科 放射線診断科 麻酔科 病理 臨床検査
救急科、集中治療

室
上記に記載のない

診療科
3 6 11 2 1 0 17 179

1.7% 3.4% 6.1% 1.1% 0.6% 0.0% 9.5% 100.0%

はい いいえ
グループA(n=187) 1 186 187

グループA(n=187) 0.5% 99.5% 100.0%

グループB(n=521) 16 505 521

グループB(n=521) 3.1% 96.9% 100.0%

グループC(n=245) 16 229 245

グループC(n=245) 6.5% 93.5% 100.0%

33 920 953

3.5% 96.5% 100.0%

専従 専任 兼任 その他
グループA(n=1) 1 0 0 0 1

グループA(n=1) 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

グループB(n=16) 3 4 5 4 16

グループB(n=16) 18.8% 25.0% 31.3% 25.0% 100.0%

グループC(n=16) 4 5 6 1 16

グループC(n=16) 25.0% 31.3% 37.5% 6.3% 100.0%

8 9 11 5 33

24.2% 27.3% 33.3% 15.2% 100.0%

問2「あなたは、ここ１年間で業務上がん患者の対応をしたことはありますか（医療・福祉関連の資格を持たない事務職等の方は「いいえ」を選択ください） 」で「はい」と回答した回答者の結果
問1「あなたの職種をお答えください。主たる業務をひとつ選択してください」の回答結果によって3グループに分けて集計

問3　がん専門相談員か

合計
問1　職種

合計

【はいのみ】問3-2
がん相談支援センターでの従事形態をお答えください

【はいのみ】問3-2　がん相談支援センターでの従事形態

合計

合計

【医師のみ】問1-2
あなたの主たる診療科をお答えください

問3
がん相談支援センターで相談対応業務に携わっていますか

【医師のみ】問1-2　診療科

合計

問1　職種

問1　職種

0.5%

3.1%

6.5%

99.5%

96.9%

93.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

はい

いいえ

100.0%

18.8%

25.0%

0.0%

25.0%

31.3%

0.0%

31.3%

37.5%

0.0%

25.0%

6.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=1)

グループB(n=16)

グループC(n=16)

専従

専任

兼任

その他
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男性 女性 答えたくない
グループA(n=187) 140 42 5 187

グループA(n=187) 74.9% 22.5% 2.7% 100.0%

グループB(n=521) 32 481 8 521

グループB(n=521) 6.1% 92.3% 1.5% 100.0%

グループC(n=245) 109 135 1 245

グループC(n=245) 44.5% 55.1% 0.4% 100.0%

281 658 14 953

29.5% 69.0% 1.5% 100.0%

合計

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上
グループA(n=187) 0 5 33 54 59 36 0 187

グループA(n=187) 0.0% 2.7% 17.6% 28.9% 31.6% 19.3% 0.0% 100.0%

グループB(n=521) 0 155 124 142 85 15 0 521

グループB(n=521) 0.0% 29.8% 23.8% 27.3% 16.3% 2.9% 0.0% 100.0%

グループC(n=245) 0 58 78 70 32 7 0 245

グループC(n=245) 0.0% 23.7% 31.8% 28.6% 13.1% 2.9% 0.0% 100.0%

0 218 235 266 176 58 0 953

0.0% 22.9% 24.7% 27.9% 18.5% 6.1% 0.0% 100.0%

1年未満 1年以上2年未満 2年以上3年未満 3年以上5年未満 5年以上10年未満 10年以上20年未満 20年以上
グループA(n=187) 2 4 1 8 20 39 113 187

グループA(n=187) 1.1% 2.1% 0.5% 4.3% 10.7% 20.9% 60.4% 100.0%

グループB(n=521) 37 25 16 56 88 150 149 521

グループB(n=521) 7.1% 4.8% 3.1% 10.7% 16.9% 28.8% 28.6% 100.0%

グループC(n=245) 8 12 10 29 50 83 53 245

グループC(n=245) 3.3% 4.9% 4.1% 11.8% 20.4% 33.9% 21.6% 100.0%

47 41 27 93 158 272 315 953

4.9% 4.3% 2.8% 9.8% 16.6% 28.5% 33.1% 100.0%

1年未満 1年以上2年未満 2年以上3年未満 3年以上5年未満 5年以上10年未満 10年以上20年未満 20年以上
グループA(n=187) 23 11 16 23 34 46 34 187

グループA(n=187) 12.3% 5.9% 8.6% 12.3% 18.2% 24.6% 18.2% 100.0%

グループB(n=521) 56 59 23 63 107 137 76 521

グループB(n=521) 10.7% 11.3% 4.4% 12.1% 20.5% 26.3% 14.6% 100.0%

グループC(n=245) 33 26 25 51 54 43 13 245

グループC(n=245) 13.5% 10.6% 10.2% 20.8% 22.0% 17.6% 5.3% 100.0%

112 96 64 137 195 226 123 953

11.8% 10.1% 6.7% 14.4% 20.5% 23.7% 12.9% 100.0%

合計

合計

問6-1
あなたの現職種における通算経験年数をお答えください。なお、休職した場合はその期間は含めないで、回答してください

問6-1 現在業務をしている職種の勤務歴

合計
問1　職種

合計

問6-2
現在所属する施設における、あなたの勤務年数をお答えください。なお、休職した場合はその期間は含めないで、回答してください

問6-2　現在所属する施設の勤務歴

問4
あなたの性別をお答えください

問1　職種

合計

問5
あなたの年齢をお答えください

問4　性別

合計

問5　年齢

問1　職種

問1　職種

合計

74.9%

6.1%

44.5%

22.5%

92.3%

55.1%

2.7%

1.5%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

男性

女性

答えたくな

い

0.0%

0.0%

0.0%

2.7%

29.8%

23.7%

17.6%

23.8%

31.8%

28.9%

27.3%

28.6%

31.6%

16.3%

13.1%

19.3%

2.9%

2.9%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

18～19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70歳以上

1.1%

7.1%

3.3%

2.1%

4.8%

4.9%

0.5%

3.1%

4.1%

4.3%

10.7%

11.8%

10.7%

16.9%

20.4%

20.9%

28.8%

33.9%

60.4%

28.6%

21.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

1年未満

1年以上2年未満

2年以上3年未満

3年以上5年未満

5年以上10年未満

10年以上20年未満

20年以上

12.3%

10.7%

13.5%

5.9%

11.3%

10.6%

8.6%

4.4%

10.2%

12.3%

12.1%

20.8%

18.2%

20.5%

22.0%

24.6%

26.3%

17.6%

18.2%

14.6%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

1年未満

1年以上2年未満

2年以上3年未満

3年以上5年未満

5年以上10年未満

10年以上20年未満

20年以上
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常勤
非常勤(週20時間以

上)
非常勤(週20時間未

満)
グループA(n=187) 161 21 5 187

グループA(n=187) 86.1% 11.2% 2.7% 100.0%

グループB(n=521) 494 26 1 521

グループB(n=521) 94.8% 5.0% 0.2% 100.0%

グループC(n=245) 206 38 1 245

グループC(n=245) 84.1% 15.5% 0.4% 100.0%

861 85 7 953

90.3% 8.9% 0.7% 100.0%

いつも困る 困ることが多い 困ることもある あまり困らない まったく困らない
グループA(n=187) 0 9 80 92 6 187

グループA(n=187) 0.0% 4.8% 42.8% 49.2% 3.2% 100.0%

グループB(n=521) 3 33 288 182 15 521

グループB(n=521) 0.6% 6.3% 55.3% 34.9% 2.9% 100.0%

グループC(n=245) 1 14 120 98 12 245

グループC(n=245) 0.4% 5.7% 49.0% 40.0% 4.9% 100.0%

4 56 488 372 33 953

0.4% 5.9% 51.2% 39.0% 3.5% 100.0%

完全に共有できている
ほとんど共有でき

ている
たいてい共有でき

ている
ほとんど共有でき

ていない
まったく共有でき

ていない
グループA(n=187) 0 29 130 26 2 187

グループA(n=187) 0.0% 15.5% 69.5% 13.9% 1.1% 100.0%

グループB(n=521) 4 111 342 62 2 521

グループB(n=521) 0.8% 21.3% 65.6% 11.9% 0.4% 100.0%

グループC(n=245) 1 30 142 66 6 245

グループC(n=245) 0.4% 12.2% 58.0% 26.9% 2.4% 100.0%

5 170 614 154 10 953

0.5% 17.8% 64.4% 16.2% 1.0% 100.0%

問7
がん患者の治療方針についての情報が医療スタッフ間で共有されずに困ることがありますか

・18.4%が共有できていると回答。6~7割が「たい
てい共有できている」を選択
・「生活上の問題」として想定する内容が回答
者によって異なる
・インタビューより、相手によって、また場面に
よって (入院中は様々な職種がカルテに記載
するが、外来になると減少するなど)、共有度
合いが変化する、という理由で中間の選択肢
「たいてい共有できている」を選びやすい傾向
があることが示唆された
・全国調査に向けて：スタッフ間の情報共有で
はなく、自身が患者の生活上の問題を把握し
ているか、という問にするなどの改変を検討中

問1　職種

合計

問1　職種

合計

問8
がん患者が、生活上で何を問題と感じているかを医療スタッフ内で共有できていますか

問8　生活上の問題の共有

合計

・42.5%が「困らない」「あまり困らない」と回答し
た一方、半数近くが「困ることもある」と回答
・情報共有されずに困るタイミングについて、
治療方針を決める時、決まった後など、回答者
によって想定が異なっていた可能性がある
・インタビューでは、困る内容として、基本的に
はカルテで情報共有はできているが、リアルタ
イムな共有がなされない、カンファレンスの内
容が共有されない、医師が患者にどのように
説明したかの詳細が不明、自分で情報を取り
にいかないと得られないなどの課題が聞かれ
た
・全国調査に向けて：連携(施設内連携：職種・
部門間/診療科間、地域連携)は様々な要素が
あるため、改めて評価方法を検討中

問6-3　現在所属する施設での雇用形態

合計
問1　職種

問7　治療方針の情報共有

合計

合計

問6-3
現在所属する施設での雇用形態をお答えください

86.1%

94.8%

84.1%

11.2%

5.0%

15.5%

2.7%

0.2%

0.4%

60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

常勤

非常勤(週20時間以

上)

非常勤(週20時間未

満)

0.0%

0.6%

0.4%

4.8%

6.3%

5.7%

42.8%

55.3%

49.0%

49.2%

34.9%

40.0%

3.2%

2.9%

4.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

いつも困る

困ることが多い

困ることもある

あまり困らない

まったく困らない

0.0%

0.8%

0.4%

15.5%

21.3%

12.2%

69.5%

65.6%

58.0%

13.9%

11.9%

26.9%

1.1%

0.4%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

完全に共有できている

ほとんど共有できている

たいてい共有できている

ほとんど共有できていな

い

まったく共有できていな

い
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ある ない わからない
グループA(n=187) 74 22 91 187

グループA(n=187) 39.6% 11.8% 48.7% 100.0%

グループB(n=521) 234 41 246 521

グループB(n=521) 44.9% 7.9% 47.2% 100.0%

グループC(n=245) 83 12 150 245

グループC(n=245) 33.9% 4.9% 61.2% 100.0%

391 75 487 953

41.0% 7.9% 51.1% 100.0%

はい いいえ
グループA(n=74) 18 56 74

グループA(n=74) 24.3% 75.7% 100.0%

グループB(n=234) 66 168 234

グループB(n=234) 28.2% 71.8% 100.0%

グループC(n=83) 24 59 83

グループC(n=83) 28.9% 71.1% 100.0%

108 283 391

27.6% 72.4% 100.0%

いつも伝えている
たいてい伝えてい

る
ときどき伝えてい

る
ほとんど伝えてい

ない
まったく伝えてい

ない

セカンドオピニオ
ンの説明に関与し

ない
グループA(n=187) 33 64 47 13 1 29 187

グループA(n=187) 17.6% 34.2% 25.1% 7.0% 0.5% 15.5% 100.0%

グループB(n=521) 56 151 89 36 5 184 521

グループB(n=521) 10.7% 29.0% 17.1% 6.9% 1.0% 35.3% 100.0%

グループC(n=245) 18 33 19 11 2 162 245

グループC(n=245) 7.3% 13.5% 7.8% 4.5% 0.8% 66.1% 100.0%

107 248 155 60 8 375 953

11.2% 26.0% 16.3% 6.3% 0.8% 39.3% 100.0%

いつも伝えている
ほとんどいつも伝

えている
ときどき伝えてい

る
ほとんど伝えてい

ない
まったく伝えてい

ない
グループA(n=179) 34 34 59 30 22 179

グループA(n=179) 19.0% 19.0% 33.0% 16.8% 12.3% 100.0%

34 34 59 30 22 179

19.0% 19.0% 33.0% 16.8% 12.3% 100.0%

問1　職種

合計

・61.4%が「いつも伝えている」「たいてい伝えて
いる」と回答(「セカンドオピニオンの説明に関
与しない」を除外)
・「あなたの施設」について問う設問だが、自身
の診療科のことを想定して回答した可能性が
ある
・インタビューでは、口頭説明したか、文書を渡
したか、など、「伝えている」とする状況が回答
者によって異なっていた
・「セカンドオピニオンの説明に関与しない」を
除外すると、医師・看護師の回答分布は類似し
ており、職種によって想定する場面の相違は
ないようである
・全国調査に向けて：問10-2に記載

・回答者は医師に限定している
・38.0%が「いつも伝えている」「たいてい伝えてい
る」と回答
・前問と異なり、「セカンドオピニオンに関与しない」
の選択肢を設けなかったため、セカンドオピニオン
に関与しない医師が「まったく伝えていない」を選択
している可能性が高い
・前問の"施設全体の評価"と、本問の"自身が説
明しているか"では分布が異なる。但し、上述の通
り2問で選択肢が異なっていたため完全な比較はで
きない点に注意が必要
・全国調査に向けて：セカンドオピニオンを受ける権
利があることを患者に周知する方法(誰が、どのよ
うに)として適切なものを改めて検討し、設問内容に
反映する予定。調査対象を医師に限定した設問に
することを検討中

問1　職種

合計

【医師のみ】問10-2
 あなた自身は、治療開始前にセカンドオピニオンを受ける選択肢があることをがん患者に伝えていますか

【医師のみ】問10-2　セカンドオピニオンの伝達

合計

問1　職種

合計

問10
あなたの施設で、医師は治療開始前にセカンドオピニオンを受ける選択肢があることをがん患者に伝えていますか

問10　セカンドオピニオンの伝達

合計

・回答者は問9で「ある」と回答した人
・実態調査として設定した問。27.6%が「ある」と
回答
・全国調査に向けて：問9と併せて削除の方針

問1　職種

合計

問9-2
実際に、がん患者が主治医に直接依頼をせずにセカンドオピニオンを利用した事例を知っていますか

・83.9%が「ある」と回答(「わからない」を除外)
・セカンドオピニオンを利用する場合、主治医
には必ず書類作成のために連絡がいくため、
主治医を通さない窓口は「ない」と回答する方
がおり、質問の意図が伝わりづらい設問となっ
ていた
・全国調査に向けて：施設の体制に関しては、
医療者向けの調査ではなく、施設向けの調査
(現況報告など)で聴取する方が良いと判断し、
この設問は削除の方針

問9-2　セカンドオピニオン事例の認知

合計

問9
あなたの施設には、がん患者が主治医に直接依頼しなくても、セカンドオピニオンを利用する方法や窓口がありますか

問9　セカンドオピニオンの方法

合計

39.6%

44.9%

33.9%

11.8%

7.9%

4.9%

48.7%

47.2%

61.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

ある

ない

わからない

24.3%

28.2%

28.9%

75.7%

71.8%

71.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=74)

グループB(n=234)

グループC(n=83)

はい

いいえ

17.6%

10.7%

7.3%

34.2%

29.0%

13.5%

25.1%

17.1%

7.8%

7.0%

6.9%

4.5%

0.5%

1.0%

0.8%

15.5%

35.3%

66.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

いつも伝えている

たいてい伝えている

ときどき伝えている

ほとんど伝えていない

まったく伝えていない

セカンドオピニオンの説

明に関与しない

19.0% 19.0% 33.0% 16.8% 12.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=179)

いつも伝えている

ほとんどいつも伝えてい

る

ときどき伝えている

ほとんど伝えていない

まったく伝えていない



32 

 

 
 

いつも協働して対応している
たいてい協働して
対応している

ときどき協働して
対応している

ほとんど協働して
対応していない

まったく協働して
対応していない

グループA(n=187) 64 107 13 1 2 187

グループA(n=187) 34.2% 57.2% 7.0% 0.5% 1.1% 100.0%

グループB(n=521) 189 272 51 6 3 521

グループB(n=521) 36.3% 52.2% 9.8% 1.2% 0.6% 100.0%

グループC(n=245) 70 137 29 4 5 245

グループC(n=245) 28.6% 55.9% 11.8% 1.6% 2.0% 100.0%

323 516 93 11 10 953

33.9% 54.1% 9.8% 1.2% 1.0% 100.0%

グループA(n=187) 51 111 21 2 2 187

グループA(n=187) 27.3% 59.4% 11.2% 1.1% 1.1% 100.0%

グループB(n=521) 168 274 67 8 4 521

グループB(n=521) 32.2% 52.6% 12.9% 1.5% 0.8% 100.0%

グループC(n=245) 65 132 35 8 5 245

グループC(n=245) 26.5% 53.9% 14.3% 3.3% 2.0% 100.0%

284 517 123 18 11 953

29.8% 54.2% 12.9% 1.9% 1.2% 100.0%

グループA(n=187) 57 105 20 3 2 187

グループA(n=187) 30.5% 56.1% 10.7% 1.6% 1.1% 100.0%

グループB(n=521) 173 265 69 10 4 521

グループB(n=521) 33.2% 50.9% 13.2% 1.9% 0.8% 100.0%

グループC(n=245) 59 129 42 8 7 245

グループC(n=245) 24.1% 52.7% 17.1% 3.3% 2.9% 100.0%

289 499 131 21 13 953

30.3% 52.4% 13.7% 2.2% 1.4% 100.0%

はい いいえ
グループA(n=187) 140 47 187

グループA(n=187) 74.9% 25.1% 100.0%

グループB(n=521) 421 100 521

グループB(n=521) 80.8% 19.2% 100.0%

グループC(n=245) 184 61 245

グループC(n=245) 75.1% 24.9% 100.0%

745 208 953

78.2% 21.8% 100.0%

合計

身体的苦痛

合計

問12
あなたは業務上、放射線治療を行っているがん患者に関与していますか

問12　放射線治療関与の有無

合計

・「いつも協働して対応している」「たいてい協
働して対応している」と回答した割合は下記
身体的苦痛: 88.0%
精神心理的苦痛: 84.1%
社会的な問題: 82.7%
・全項目で「いつも協働して対応している」「た
いてい協働して対応している」の回答者が8割
を超えており、"専門とするスタッフ"に連絡をと
ることが通常となっていることを示唆している
・インタビューでは、自身や病棟/診療科で対
応できる場合にはコンサルしないため「たいて
い協働している」を選択したという意見が聞か
れた。「いつも協働している」ことが求められて
いるわけではないことに留意する
・一方で連携に課題がある場合にこうしたアン
ケート調査から吸い上げることは困難と分かっ
た
・全国調査に向けて：この設問は別の手段で測
定することとし、医療者調査からは削除の方針

精神心理的苦痛

合計

問1　職種

問11
あなたの施設では、身体的・精神心理的苦痛や社会的な問題を抱えるがん患者について、それらを専門とするスタッフと患者を担当するスタッフが協働して対応していますか

問11　各苦痛のコンサルト状況

合計

問1　職種

合計

・問12-2の回答者を選定する問である

34.2%

36.3%

28.6%

57.2%

52.2%

55.9%

7.0%

9.8%

11.8%

0.5%

1.2%

1.6%

1.1%

0.6%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

身体的苦痛
いつも協働して対応している

たいてい協働して対応してい

る

ときどき協働して対応してい

る

ほとんど協働して対応してい

ない

まったく協働して対応してい

ない

74.9%

80.8%

75.1%

25.1%

19.2%

24.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

はい

いいえ

27.3%

32.2%

26.5%

59.4%

52.6%

53.9%

11.2%

12.9%

14.3%

1.1%

1.5%

3.3%

1.1%

0.8%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

精神心理的苦痛
いつも協働して対応している

たいてい協働して対応してい

る

ときどき協働して対応してい

る

ほとんど協働して対応してい

ない

まったく協働して対応してい

ない

30.5%

33.2%

24.1%

56.1%

50.9%

52.7%

10.7%

13.2%

17.1%

1.6%

1.9%

3.3%

1.1%

0.8%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

精神心理的苦痛
いつも協働して対応している

たいてい協働して対応してい

る

ときどき協働して対応してい

る

ほとんど協働して対応してい

ない

まったく協働して対応してい

ない



33 

 

 
 

ほぼ全員受けている
だいたい受けてい

る
半数程度受けてい

る
あまり受けていな

い
ほぼ全員受けてい

ない わからない
グループA(n=140) 97 31 2 0 1 9 140

グループA(n=140) 69.3% 22.1% 1.4% 0.0% 0.7% 6.4% 100.0%

グループB(n=421) 296 77 15 6 0 27 421

グループB(n=421) 70.3% 18.3% 3.6% 1.4% 0.0% 6.4% 100.0%

グループC(n=184) 105 19 1 3 0 56 184

グループC(n=184) 57.1% 10.3% 0.5% 1.6% 0.0% 30.4% 100.0%

498 127 18 9 1 92 745

66.8% 17.0% 2.4% 1.2% 0.1% 12.3% 100.0%

はい いいえ
グループA(n=187) 156 31 187

グループA(n=187) 83.4% 16.6% 100.0%

グループB(n=521) 456 65 521

グループB(n=521) 87.5% 12.5% 100.0%

グループC(n=245) 191 54 245

グループC(n=245) 78.0% 22.0% 100.0%

803 150 953

84.3% 15.7% 100.0%

ほぼ全員受けている
だいたい受けてい

る
半数程度受けてい

る
あまり受けていな

い
ほぼ全員受けてい

ない わからない
グループA(n=156) 125 21 0 0 1 9 156

グループA(n=156) 80.1% 13.5% 0.0% 0.0% 0.6% 5.8% 100.0%

グループB(n=456) 357 72 7 3 0 17 456

グループB(n=456) 78.3% 15.8% 1.5% 0.7% 0.0% 3.7% 100.0%

グループC(n=191) 110 25 1 1 0 54 191

グループC(n=191) 57.6% 13.1% 0.5% 0.5% 0.0% 28.3% 100.0%

592 118 8 4 1 80 803

73.7% 14.7% 1.0% 0.5% 0.1% 10.0% 100.0%

問12-2　放射線治療の副作用等説明

合計
問1　職種

問12-2
あなたの施設の放射線治療を行っているがん患者について伺います。どの程度の患者が、副作用とその対応（セルフケアや受診のタイミング等）について説明を受けていますか

問13-2　抗がん剤治療の副作用等説明

合計
問1　職種

合計

合計

問13
あなたは業務上、抗がん剤治療を行っている患者に関与していますか

問13　抗がん剤治療関与の有無

合計
問1　職種

合計

問13-2
あなたの施設の抗がん剤治療を行っているがん患者（経口・注射含む）について伺います。どの程度の患者が、副作用とその対応（セルフケアや受診のタイミング等）について説明を受けていますか

・回答者は問12で「はい」と回答した人
・"業務上、放射線治療を行っているがん患者
に関与している人"の95.7%が、「ほぼ全員」「だ
いたい」のがん患者が説明を受けていると回
答(「わからない」除外)
・問13化学療法と比べて「説明を受けている」
の割合がやや少なかったが、インタビューよ
り、放射線治療は、"放射線科から説明をする
"という状況で、他科の医師や看護師からは"
見えない"ところで説明が行われているためで
あることが示唆された。「患者に説明をしたか」
は判定しやすくても、「患者が説明を受けたか」
は判定が困難であることが分かった
・全国調査に向けて：この設問は別の手段で測
定することとし、医療者調査からは削除の方針

・問13-2の回答者を選定する問である

・回答者は問13で「はい」と回答した人
・"業務上、抗がん剤治療を行っているがん患
者に関与している人"の98.2%が、「ほぼ全員」
「だいたい」のがん患者が説明を受けていると
回答(「わからない」除外)
・「患者に説明をしたか」は判定しやすくても、
「患者が説明を受けたか」は判定が困難である
ことが分かった
・全国調査に向けて：この設問は別の手段で測
定することとし、医療者調査からは削除の方針

69.3%

70.3%

57.1%

22.1%

18.3%

10.3%

1.4%

3.6%

0.5%

0.0%

1.4%

1.6%

0.7%

0.0%

0.0%

6.4%

6.4%

30.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=140)

グループB(n=421)

グループC(n=184)

ほぼ全員受けている

だいたい受けている

半数程度受けている

あまり受けていない

ほぼ全員受けていない

わからない

83.4%

87.5%

78.0%

16.6%

12.5%

22.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

はい

いいえ

80.1%

78.3%

57.6%

13.5%

15.8%

13.1%

0.0%

1.5%

0.5%

0.0%

0.7%

0.5%

0.6%

0.0%

0.0%

5.8%

3.7%

28.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=156)

グループB(n=456)

グループC(n=191)

ほぼ全員受けている

だいたい受けている

半数程度受けている

あまり受けていない

ほぼ全員受けていない

わからない
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明文化されている

明文化されていな
いが、依頼すべき
症例のコンセンサ
スはとれている

依頼すべき症例の
コンセンサスはと
れておらず、個々
の医師が決めてい

る わからない
グループA(n=187) 17 73 41 56 187

グループA(n=187) 9.1% 39.0% 21.9% 29.9% 100.0%

グループB(n=521) 71 135 69 246 521

グループB(n=521) 13.6% 25.9% 13.2% 47.2% 100.0%

グループC(n=245) 22 32 20 171 245

グループC(n=245) 9.0% 13.1% 8.2% 69.8% 100.0%

110 240 130 473 953

11.5% 25.2% 13.6% 49.6% 100.0%

合計

ほぼ全員依頼されている
だいたい依頼され

ている
半数程度依頼され

ている
あまり依頼されて

いない
ほぼ全員依頼され

ていない わからない
グループA(n=187) 44 69 19 12 2 41 187

グループA(n=187) 23.5% 36.9% 10.2% 6.4% 1.1% 21.9% 100.0%

グループB(n=521) 72 230 58 10 0 151 521

グループB(n=521) 13.8% 44.1% 11.1% 1.9% 0.0% 29.0% 100.0%

グループC(n=245) 6 57 14 4 0 164 245

グループC(n=245) 2.4% 23.3% 5.7% 1.6% 0.0% 66.9% 100.0%

122 356 91 26 2 356 953

12.8% 37.4% 9.5% 2.7% 0.2% 37.4% 100.0%

学ぶ機会があり、参加した

学ぶ機会がある
が、参加していな

い 学ぶ機会がない
グループA(n=187) 104 54 29 187

グループA(n=187) 55.6% 28.9% 15.5% 100.0%

グループB(n=521) 358 125 38 521

グループB(n=521) 68.7% 24.0% 7.3% 100.0%

グループC(n=245) 98 75 72 245

グループC(n=245) 40.0% 30.6% 29.4% 100.0%

560 254 139 953

58.8% 26.7% 14.6% 100.0%

問1　職種

合計

・施設が学ぶ機会を提供しているかと、それに
参加したかを合わせて聞いた設問であった
・85.4%が「学ぶ機会がある」と回答。58.8%が
「学ぶ機会があり、参加した」と回答
・インタビューでは、「治療による副作用等を訴
えた際の対応」といっても広くて回答しづらいと
いう意見が聞かれた
・全国調査に向けて：回答しやすいように対象
期間を定めるなどの改変を検討中

問15　リハビリテーションの依頼

問1　職種

合計

問16
あなたの施設では、がん患者が治療による副作用等を訴えた際の対応について、あなたに学ぶ機会を提供していますか

問16　副作用等の対応について学ぶ機会

合計

問14　リハビリテーションを依頼すべき症例の選定基準

合計
問1　職種

合計

問15
あなたの施設では、リハビリテーションは、適応のあるがん患者のどの程度に依頼されていますか
(あなたの関わった患者についてお答えください)

・80.1%が「ほぼ全員」「だいたい」依頼されてい
ると回答
・「あなたの施設」について問う設問だが、自身
の診療科のことを想定して回答した可能性が
ある
・術後のリハビリテーションはルーティンでオー
ダーが出る一方、非周術期や手術のない患者
に対しては、リハビリが要/不要を判定した上
でリハビリ依頼が出るため、依頼頻度が異なる
内容が統合された結果となっている
・全国調査に向けて：調査対象とする職種を医
師・看護師・リハビリ職種に限定することと、質
問内容の改変を検討中

問14
あなたの施設では、施設内または診療科内でリハビリテーションを依頼すべきがん患者の選定基準は決まっていますか

・回答者によって想定する診療科や病期が異
なり、指標として扱うことが困難であることが分
かった
・全国調査に向けて：この設問は指標として適
しておらず、削除の方針 9.1%

13.6%

9.0%

39.0%

25.9%

13.1%

21.9%

13.2%

8.2%

29.9%

47.2%

69.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

明文化されている

明文化されていないが、

依頼すべき症例のコンセ

ンサスはとれている

依頼すべき症例のコンセ

ンサスはとれておらず、

個々の医師が決めている

わからない

23.5%

13.8%

2.4%

36.9%

44.1%

23.3%

10.2%

11.1%

5.7%

6.4%

1.9%

1.6%

1.1%

0.0%

0.0%

21.9%

29.0%

66.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

ほぼ全員依頼されている

だいたい依頼されている

半数程度依頼されている

あまり依頼されていない

ほぼ全員依頼されていな

い

わからない

55.6%

68.7%

40.0%

28.9%

24.0%

30.6%

15.5%

7.3%

29.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

学ぶ機会があり、参加した

学ぶ機会があるが、参加して

いない

学ぶ機会がない
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ACPについて十分に説明できる
ACPについてある程

度説明できる

ACPという名称を聞
いたことがあるが
説明できない 知らない

グループA(n=187) 46 92 30 19 187

グループA(n=187) 24.6% 49.2% 16.0% 10.2% 100.0%

グループB(n=521) 118 318 73 12 521

グループB(n=521) 22.6% 61.0% 14.0% 2.3% 100.0%

グループC(n=245) 16 68 80 81 245

グループC(n=245) 6.5% 27.8% 32.7% 33.1% 100.0%

180 478 183 112 953

18.9% 50.2% 19.2% 11.8% 100.0%

ほぼ全員受けている
だいたい受けてい

る
半数程度受けてい

る
あまり受けていな

い
ほぼ全員受けてい

ない わからない
グループA(n=187) 91 55 4 0 0 37 187

グループA(n=187) 48.7% 29.4% 2.1% 0.0% 0.0% 19.8% 100.0%

グループB(n=521) 242 148 18 5 0 108 521

グループB(n=521) 46.4% 28.4% 3.5% 1.0% 0.0% 20.7% 100.0%

グループC(n=245) 72 30 3 6 1 133 245

グループC(n=245) 29.4% 12.2% 1.2% 2.4% 0.4% 54.3% 100.0%

405 233 25 11 1 278 953

42.5% 24.4% 2.6% 1.2% 0.1% 29.2% 100.0%

グループA(n=187) 49 78 18 4 0 38 187

グループA(n=187) 26.2% 41.7% 9.6% 2.1% 0.0% 20.3% 100.0%

グループB(n=521) 135 194 46 18 1 127 521

グループB(n=521) 25.9% 37.2% 8.8% 3.5% 0.2% 24.4% 100.0%

グループC(n=245) 40 48 9 6 1 141 245

グループC(n=245) 16.3% 19.6% 3.7% 2.4% 0.4% 57.6% 100.0%

224 320 73 28 2 306 953

23.5% 33.6% 7.7% 2.9% 0.2% 32.1% 100.0%

グループA(n=187) 80 65 8 0 0 34 187

グループA(n=187) 42.8% 34.8% 4.3% 0.0% 0.0% 18.2% 100.0%

グループB(n=521) 178 193 25 3 1 121 521

グループB(n=521) 34.2% 37.0% 4.8% 0.6% 0.2% 23.2% 100.0%

グループC(n=245) 49 44 7 5 1 139 245

グループC(n=245) 20.0% 18.0% 2.9% 2.0% 0.4% 56.7% 100.0%

307 302 40 8 2 294 953

32.2% 31.7% 4.2% 0.8% 0.2% 30.8% 100.0%

治療の選択肢（治療しないことを含む）

合計

具体的な予後

合計

問1　職種

合計

・「ほぼ全員」「だいたい」の患者が説明を受け
ていると回答（「わからない」除外）は下記
治療の選択肢（治療しないことを含む）: 94.5%
具体的な予後: 84.1%
完治が難しいこと: 92.4%
・インタビューより、"治療の選択肢"は「ほぼ全
員」説明を受けているという回答が多かった一
方で、"具体的な予後"や"完治が難しいこと"
は、「説明を受けている」という回答割合が減
少した。これはインタビューより、後者の2項目
は患者の背景を考慮しながら説明をするかど
うか判断するためであることが示唆された
・全国調査に向けて：難治がんの患者にとって
必要な情報を考慮し、改変を検討中

問1　職種

合計

問18
あなたの施設では、難治がんの患者のどの程度が、下記内容の説明を受けていますか

問18 難治がんの情報提供

合計

問17
あなたは、ACP(アドバンス・ケア・プランニング)を知っていますか

問17　ACPの認知

合計

・69.0%が「ACPについて説明できる」と回答。
11.8%が「知らない」と回答している
・「説明できる」とする閾値が人によって異なる
可能性がある
・インタビューでは、ACPという名称は知らない
が、その内容については知っている、患者に説
明しているという意見も聞かれた
・全国調査に向けて：医療者の認知度を調査
するため、この形式で質問する予定

24.6%

22.6%

6.5%

49.2%
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27.8%

16.0%

14.0%
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いつも困る 困ることが多い 困ることもある あまり困らない まったく困らない
患者紹介に関与し

ない
グループA(n=187) 0 12 66 53 4 52 187

グループA(n=187) 0.0% 6.4% 35.3% 28.3% 2.1% 27.8% 100.0%

グループB(n=521) 4 33 133 85 12 254 521

グループB(n=521) 0.8% 6.3% 25.5% 16.3% 2.3% 48.8% 100.0%

グループC(n=245) 1 9 23 12 1 199 245

グループC(n=245) 0.4% 3.7% 9.4% 4.9% 0.4% 81.2% 100.0%

5 54 222 150 17 505 953

0.5% 5.7% 23.3% 15.7% 1.8% 53.0% 100.0%

ほぼ全員受けている
だいたい受けてい

る
半数程度受けてい

る
あまり受けていな

い
ほぼ全員受けてい

ない わからない
生殖医療の説明に

関与しない
グループA(n=187) 24 48 11 11 0 41 52 187

グループA(n=187) 12.8% 25.7% 5.9% 5.9% 0.0% 21.9% 27.8% 100.0%

グループB(n=521) 78 133 33 22 6 98 151 521

グループB(n=521) 15.0% 25.5% 6.3% 4.2% 1.2% 18.8% 29.0% 100.0%

グループC(n=245) 17 22 6 3 1 44 152 245

グループC(n=245) 6.9% 9.0% 2.4% 1.2% 0.4% 18.0% 62.0% 100.0%

119 203 50 36 7 183 355 953

12.5% 21.3% 5.2% 3.8% 0.7% 19.2% 37.3% 100.0%

自施設内の紹介先を知っている
他施設の紹介先を

知っている 紹介先を知らない
グループA(n=94) 54 53 9 94

グループA(n=94) 57.4% 56.4% 9.6%

グループB(n=272) 101 78 126 272

グループB(n=272) 37.1% 28.7% 46.3%

グループC(n=49) 17 12 23 49

グループC(n=49) 34.7% 24.5% 46.9%

172 143 158 415

41.4% 34.5% 38.1%

・回答者は問20で「わからない」「生殖医療の
説明に関与しない」以外を回答した人
・83.4%が「自施設内」もしくは「他施設の紹介先
を知っている」と回答（複数回答）
・全国調査に向けて：改変の方向で、生殖医療
に関する患者や家族への情報提供のあり方な
どを改めて検討中

問20-2　生殖医療に関する紹介先

合計

・77.6%が「ほぼ全員」「だいたい」の患者が説明
を受けていると回答（「わからない」「生殖医療
の説明に関与しない」除外）
・インタビューでは高齢者の患者が多くて説明
の機会が少ない、妊孕性に影響を及ぼす可能
性が低い治療を行うことが多く、あまり説明し
ていないという意見が聞かれた
・問12と同様、”どの程度の患者が説明を受け
ているか”は医療者からは評価が困難
・「妊孕性に影響を及ぼすがん治療を行う予定
のがん患者」と分母を定義したが、回答者に
よって想定が異なる可能性がある
・全国調査に向けて：改変の方向で、生殖医療
に関する患者や家族への情報提供のあり方な
どを改めて検討中

問1　職種

合計

問20　生殖医療についての説明

合計
問1　職種

合計

問20-2
あなたは、がん患者が生殖医療について専門的な情報を求めた際の紹介先を知っていますか。当てはまるものをすべて選択してください

問19 難治がん患者紹介時に困るか

合計
問1　職種

合計

問20
あなたの施設では、妊孕性に影響を及ぼすがん治療を行う予定のがん患者のうち、どの程度が、治療開始前に生殖医療について説明を受けていますか

・33.7%が「まったく困らない」「あまり困らない」と
回答(「患者紹介に関与しない」は除外)。半数
程度が「困ることもある」と回答
・拠点病院では難治がんを自施設で治療する
ことがほとんどで、他施設に紹介するケースが
多くない
・上述のためか、インタビューでは緩和目的の
紹介を想定して回答したという意見が多く聞か
れた
・全国調査に向けて：この設問は指標として適
しておらず、削除の方針

問19
あなたは難治がんの患者を他の施設に紹介する際に、受け入れ可能な施設が分からずに困ることがありますか
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ある ない わからない
グループA(n=187) 105 7 75 187

グループA(n=187) 56.1% 3.7% 40.1% 100.0%

グループB(n=521) 319 12 190 521

グループB(n=521) 61.2% 2.3% 36.5% 100.0%

グループC(n=245) 120 9 116 245

グループC(n=245) 49.0% 3.7% 47.3% 100.0%

544 28 381 953

57.1% 2.9% 40.0% 100.0%

相談先があり、患者に紹介した
ことがある

相談先があるが、
患者に紹介したこ

とはない
相談先があるかど
うかわからない 相談先がない

グループA(n=187) 47 83 56 1 187

グループA(n=187) 25.1% 44.4% 29.9% 0.5% 100.0%

グループB(n=521) 224 193 93 11 521

グループB(n=521) 43.0% 37.0% 17.9% 2.1% 100.0%

グループC(n=245) 36 116 87 6 245

グループC(n=245) 14.7% 47.3% 35.5% 2.4% 100.0%

307 392 236 18 953

32.2% 41.1% 24.8% 1.9% 100.0%

ある ない
グループA(n=187) 144 43 187

グループA(n=187) 77.0% 23.0% 100.0%

グループB(n=521) 418 103 521

グループB(n=521) 80.2% 19.8% 100.0%

グループC(n=245) 167 78 245

グループC(n=245) 68.2% 31.8% 100.0%

729 224 953

76.5% 23.5% 100.0%

・76.5%が「ある」と回答
・インタビューでは、各科のカンファレンスや
キャンサーボードでは必ず年齢は話題に挙が
るものの、高齢者を年齢で区切って協議する
場はないので「ない」を選択したという意見が
聞かれた
・全国調査に向けて：「高齢者機能評価」にお
いて特定された問題を治療方針に反映させる
あり方などを改めて検討中

問1　職種

合計

問1　職種

合計

問23
あなたの施設には、高齢がん患者の治療方針に関する検討の場がありますか

問23　治療方針に関する検討の場の有無

合計

・97.5%が「相談先がある」と回答。(「相談先が
あるかどうかわからない」は除外)
・「相談先がない」という回答は全体の2.0%
・相談先として相談支援センターを想定した回
答者が多い
・施設にアピアランスに特化した部門がある場
合に、それを知らない場合でも、相談支援セン
ター等を想定し、「相談先がある」という回答に
なりうるため、正確な評価とならない可能性に
留意する
・全国調査に向けて：施設の体制に関しては、
医療者向けの調査ではなく、施設向けの調査
(現況報告など)で聴取する方が良いと判断し、
この設問は削除の方針

問22
あなたの施設にアピアランスケアに関する相談先はありますか

・57.1%が「ある」と回答。「わからない」を除外す
ると95.1%が「ある」と回答
・回答施設によって回答分布が異なる問であ
り、AYA世代に対する施設の取り組みや、それ
が医療者に周知されているかを表すことが示
唆された
・全国調査に向けて：施設の体制に関しては、
医療者向けの調査ではなく、施設向けの調査
(現況報告など)で聴取する方が良いと判断し、
この設問は削除の方針

問22　自施設のアピアランスケアに関する相談先

合計

問21
あなたの施設では、施設としてAYA世代(15歳～30歳代の世代)のがん患者を把握する仕組みはありますか

問21　AYA世代のがん患者を把握する仕組み

合計
問1　職種

合計

56.1%

61.2%

49.0%
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単一診療科のカンファレンス
（医師のみ）)

複数診療科の合同
カンファレンス
（医師のみ）

多職種での合同カ
ンファレンス その他

グループA(n=144) 66 87 104 9 144

グループA(n=144) 45.8% 60.4% 72.2% 6.3%

グループB(n=418) 177 155 320 21 418

グループB(n=418) 42.3% 37.1% 76.6% 5.0%

グループC(n=167) 63 73 115 23 167

グループC(n=167) 37.7% 43.7% 68.9% 13.8%

306 315 539 53 729

42.0% 43.2% 73.9% 7.3%

いつも評価している
たいてい評価して

いる
半分程度評価して

いる
あまり評価してい

ない
まったく評価して

いない わからない
グループA(n=187) 64 35 7 23 9 49 187

グループA(n=187) 34.2% 18.7% 3.7% 12.3% 4.8% 26.2% 100.0%

グループB(n=521) 123 120 34 29 13 202 521

グループB(n=521) 23.6% 23.0% 6.5% 5.6% 2.5% 38.8% 100.0%

グループC(n=245) 21 30 6 8 2 178 245

グループC(n=245) 8.6% 12.2% 2.4% 3.3% 0.8% 72.7% 100.0%

208 185 47 60 24 429 953

21.8% 19.4% 4.9% 6.3% 2.5% 45.0% 100.0%

ほとんどできている
どちらかというと

できている
どちらともいえな

い
あまりできていな

い
ほとんどできてい

ない わからない
グループA(n=187) 33 65 21 8 3 57 187

グループA(n=187) 17.6% 34.8% 11.2% 4.3% 1.6% 30.5% 100.0%

グループB(n=521) 83 168 67 14 6 183 521

グループB(n=521) 15.9% 32.2% 12.9% 2.7% 1.2% 35.1% 100.0%

グループC(n=245) 24 42 17 6 1 155 245

グループC(n=245) 9.8% 17.1% 6.9% 2.4% 0.4% 63.3% 100.0%

140 275 105 28 10 395 953

14.7% 28.9% 11.0% 2.9% 1.0% 41.4% 100.0%

・74.4%が「ほとんどできている」「どちらかという
とできている」と回答（「わからない」除外）
・本問は、がんを発症する前からある障がいを
想定していたが、インタビューでは、“障がい"
として、がんに伴う身体的な変化(ストマなど)を
想定するケースが多く聞かれた
・「情報提供や療養生活支援」の示す幅が広
く、回答しづらい設問であった
・全国調査に向けて：がんを発症する前から障
がいがあるがん患者に対する適切な医療・支
援が何かを明らかにする他研究班から情報収
集の上、改変を検討中

問1　職種

合計

問1　職種

合計

問25
あなたの施設では、障がいを持つがん患者に対して、情報提供や療養生活支援を行っていますか

問25　情報提供や療養生活支援について

合計

・75.0%が「評価している」と回答（「わからない」
除外）
・インタビューでは、高齢でなくても測定する指
標もあり、どういったものが「高齢者機能評価」
に該当するのか分からず、「わからない」を選
択したという意見が聞かれた
・また、測定はしていてもそれを評価として治療
方針に反映するところまでは出来ていないとい
う意見もあり、「評価している」とする基準が回
答者によって異なる可能性がある
・全国調査に向けて：年齢が該当すれば必ず
「高齢者機能評価」を実施しているか、といった
内容への改変を検討中

問1　職種

合計

問24
あなたの施設では、高齢がん患者に対して「高齢者機能評価」(CGA, G8等のツールを用いた評価)をしていますか

・回答者は問23で「ある」と回答した人
・実態調査として設定した問である
・全国調査に向けて：「高齢者機能評価」にお
いて特定された問題を治療方針に反映させる
あり方などを改めて検討中

問24　高齢者機能評価について

合計

問23-2
あなたの施設にある高齢がん患者の治療方針に関する検討の場として、当てはまるものをすべて選択してください

問23-2　高齢がん患者の治療方針検討の場

合計

45.8%

42.3%

37.7%

60.4%

37.1%

43.7%

72.2%

76.6%

68.9%

6.3%

5.0%
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完全にできる ほとんどできる たいていできる ほとんどできない まったくできない
グループA(n=187) 14 57 57 39 20 187

グループA(n=187) 7.5% 30.5% 30.5% 20.9% 10.7% 100.0%

グループB(n=521) 43 146 179 109 44 521

グループB(n=521) 8.3% 28.0% 34.4% 20.9% 8.4% 100.0%

グループC(n=245) 14 28 57 78 68 245

グループC(n=245) 5.7% 11.4% 23.3% 31.8% 27.8% 100.0%

71 231 293 226 132 953

7.5% 24.2% 30.7% 23.7% 13.9% 100.0%

十分にできる ほとんどできる どちらでもない ほとんどできない まったくできない
グループA(n=187) 33 63 37 29 25 187

グループA(n=187) 17.6% 33.7% 19.8% 15.5% 13.4% 100.0%

グループB(n=521) 85 170 112 99 55 521

グループB(n=521) 16.3% 32.6% 21.5% 19.0% 10.6% 100.0%

グループC(n=245) 19 31 51 69 75 245

グループC(n=245) 7.8% 12.7% 20.8% 28.2% 30.6% 100.0%

137 264 200 197 155 953

14.4% 27.7% 21.0% 20.7% 16.3% 100.0%

自施設のがん相談支援センター
自施設の地域連携

室
他施設とのカン

ファレンス 他施設のWebサイト その他 わからない
グループA(n=187) 112 122 24 38 6 25 187

グループA(n=187) 59.9% 65.2% 12.8% 20.3% 3.2% 13.4%

グループB(n=521) 316 264 69 76 6 100 521

グループB(n=521) 60.7% 50.7% 13.2% 14.6% 1.2% 19.2%

グループC(n=245) 91 99 13 31 6 106 245

グループC(n=245) 37.1% 40.4% 5.3% 12.7% 2.4% 43.3%

519 485 106 145 18 231 953

54.5% 50.9% 11.1% 15.2% 1.9% 24.2%

問1　職種

合計

・75.8%が「わからない」以外の選択肢を回答
・全国調査に向けて：この設問は削除の方針。
都道府県協議会が情報集約・公開をどのよう
に行うかについて別途確認していく

・31.7%が「完全にできる」「ほどんどできる」と回
答。3割が「たいていできる」と回答
・がん相談支援センターで相談対応業務に携
わっている人(問3で「はい」と回答)に限定する
と、60.6％が「完全にできる」「ほどんどできる」
と回答
・「あなたの施設」と「地域」の両方を問う範囲
の広い設問となっていたのが課題である
・がん相談支援センターの職員以外はほとんど
が自施設についてのみ想定して回答している
ことがインタビューで示唆された
・全国調査に向けて：対象者をがん相談支援
センターの職員に限定すること、地域の社会資
源を活用・連携しているかをどのように問うか
などを検討中

合計

問28　地域の情報入手手段

合計

・42.1%が「十分にできる」「ほとんどできる」と回
答
・インタビューでは、どの程度詳しい利用方法
を説明できるか、という想定が回答者によって
異なった
・全国調査に向けて：がん相談支援センターの
特性や利用方法について具体例を挙げて認
知度を問う方向での改変を検討中

問26
あなたは、治療以外の生活の困りごとに関して、あなたの施設や地域のどこで相談できるかについてがん患者に説明ができますか

問26　生活の困りごとの相談をできる場所の説明

合計

問27　がん相談支援センターの利用方法の説明

問1　職種

合計

問28
あなたは、地域にある連携可能な施設や患者団体の情報をどこから入手しますか。当てはまるものをすべて選択してください

問1　職種

合計

問27
あなたは、がん相談支援センターの利用方法をがん患者に説明できますか
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0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
手術(n=187) 0 0 2 1 1 15 9 23 49 38 49 187

手術 0.0% 0.0% 1.1% 0.5% 0.5% 8.0% 4.8% 12.3% 26.2% 20.3% 26.2% 100.0%

放射線療法(n=187) 1 1 0 2 1 15 7 16 46 41 57 187

放射線療法 0.5% 0.5% 0.0% 1.1% 0.5% 8.0% 3.7% 8.6% 24.6% 21.9% 30.5% 100.0%

薬物療法(n=187) 0 1 0 1 4 13 15 25 45 42 41 187

薬物療法 0.0% 0.5% 0.0% 0.5% 2.1% 7.0% 8.0% 13.4% 24.1% 22.5% 21.9% 100.0%

緩和ケア(n=187) 0 1 0 1 2 14 9 23 40 48 49 187

緩和ケア 0.0% 0.5% 0.0% 0.5% 1.1% 7.5% 4.8% 12.3% 21.4% 25.7% 26.2% 100.0%

支持療法(n=187) 0 1 2 2 1 15 16 25 34 45 46 187

支持療法 0.0% 0.5% 1.1% 1.1% 0.5% 8.0% 8.6% 13.4% 18.2% 24.1% 24.6% 100.0%

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
グループA(n=187) 1 1 1 9 5 28 20 31 50 26 15 187

グループA(n=187) 0.5% 0.5% 0.5% 4.8% 2.7% 15.0% 10.7% 16.6% 26.7% 13.9% 8.0% 100.0%

グループB(n=521) 5 3 13 27 21 108 77 114 104 28 21 521

グループB(n=521) 1.0% 0.6% 2.5% 5.2% 4.0% 20.7% 14.8% 21.9% 20.0% 5.4% 4.0% 100.0%

グループC(n=245) 1 1 16 23 14 63 40 34 41 9 3 245

グループC(n=245) 0.4% 0.4% 6.5% 9.4% 5.7% 25.7% 16.3% 13.9% 16.7% 3.7% 1.2% 100.0%

7 5 30 59 40 199 137 179 195 63 39 953

0.7% 0.5% 3.1% 6.2% 4.2% 20.9% 14.4% 18.8% 20.5% 6.6% 4.1% 100.0%

【医師、歯科医師のみ】問29
あなたの施設では、下記の内容に関して他の診療科と連携（紹介・相談・併診）がとれていますか

【医師、歯科医師のみ】問29　他の診療科との連携

問1　職種

合計
手術（麻酔科や関係診療科の術前評価、合
同手術等）

放射線療法（放射線科や関係診療科の照射
合併症評価等）

薬物療法（有害事象に対する関係診療科コ
ンサルト等）

緩和ケア（緩和ケアチーム等)

支持療法（皮膚障害に対する皮膚科コンサ
ルト等）

・回答者は医師、歯科医師に限定している
・平均点は下記の通り
手術: 8.2
放射線療法: 8.3
薬物療法: 8.0
緩和ケア: 8.2
支持療法: 8.0
・全国調査に向けて：連携(施設内連携：職種・
部門間/診療科間、地域連携)は様々な要素が
あるため、改めて評価方法を検討中

問30
あなたの施設において、あなた自身の職種の業務内容を他の職種にどの程度理解してもらえていると感じますか
0(業務内容を全く理解してもらえていない)～10(業務内容を完璧に理解してもらえている)で評価してください

問30　他職種との連携1(業務理解度)

合計

合計

・平均点 6.3
グループA(医師、歯科医師): 7.0
グループB(看護師): 6.3
グループC(上記以外の職種): 5.7
・インタビューでは、医師や看護師の"業務内
容"は想像しやすいが、認定などの資格をふま
えた業務、委員会などの活動までは理解され
ていないという点が指摘された
・日常的によく関わる部門には理解されても、
関わらない部門には理解されないということも
あり、業務上どの程度関りがあるかを反映した
結果となった可能性がある
・全国調査に向けて：この設問は削除の方針

0.0%

0.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.5%

0.5%

0.5%

0.5%

1.1%

0.0%

0.0%

0.0%

1.1%

0…

1.1%

0.5%

0.5%

1.1%

0.5%

0.5%

2.1%

1.1%

0.5%

8.0%

8.0%

7.0%

7.5%

8.0%

4.8%

3.7%

8.0%

4.8%

8.6%

12.3%

8.6%

13.4%

12.3%

13.4%

26.2%

24.6%

24.1%

21.4%

18.2%

20.3%

21.9%

22.5%

25.7%

24.1%

26.2%

30.5%

21.9%

26.2%

24.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

手術

放射線療法

薬物療法

緩和ケア

支持療法

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0.5%

1.0%

0.4%

0.5%

0.6%

0.4%

0.5%

2.5%

6.5%

4.8%

5.2%

9.4%

2.7%

4.0%

5.7%

15.0%

20.7%

25.7%

10.7%

14.8%

16.3%

16.6%

21.9%

13.9%

26.7%

20.0%

16.7%

13.9%

5.4%

3.7%

8.0%

4.0%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10



41 

 

 
 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
グループA(n=187) 0 0 1 2 2 15 11 32 54 45 25 187

グループA(n=187) 0.0% 0.0% 0.5% 1.1% 1.1% 8.0% 5.9% 17.1% 28.9% 24.1% 13.4% 100.0%

グループB(n=521) 2 1 3 13 17 81 82 118 146 42 16 521

グループB(n=521) 0.4% 0.2% 0.6% 2.5% 3.3% 15.5% 15.7% 22.6% 28.0% 8.1% 3.1% 100.0%

グループC(n=245) 6 2 4 13 14 41 26 53 63 19 4 245

グループC(n=245) 2.4% 0.8% 1.6% 5.3% 5.7% 16.7% 10.6% 21.6% 25.7% 7.8% 1.6% 100.0%

8 3 8 28 33 137 119 203 263 106 45 953

0.8% 0.3% 0.8% 2.9% 3.5% 14.4% 12.5% 21.3% 27.6% 11.1% 4.7% 100.0%

グループA(n=187) 0 0 2 2 3 17 12 34 53 41 23 187

グループA(n=187) 0.0% 0.0% 1.1% 1.1% 1.6% 9.1% 6.4% 18.2% 28.3% 21.9% 12.3% 100.0%

グループB(n=521) 2 2 0 1 8 31 39 73 178 136 51 521

グループB(n=521) 0.4% 0.4% 0.0% 0.2% 1.5% 6.0% 7.5% 14.0% 34.2% 26.1% 9.8% 100.0%

グループC(n=245) 0 1 4 5 7 44 32 53 69 23 7 245

グループC(n=245) 0.0% 0.4% 1.6% 2.0% 2.9% 18.0% 13.1% 21.6% 28.2% 9.4% 2.9% 100.0%

2 3 6 8 18 92 83 160 300 200 81 953

0.2% 0.3% 0.6% 0.8% 1.9% 9.7% 8.7% 16.8% 31.5% 21.0% 8.5% 100.0%

グループA(n=187) 3 0 4 2 2 22 19 35 42 37 21 187

グループA(n=187) 1.6% 0.0% 2.1% 1.1% 1.1% 11.8% 10.2% 18.7% 22.5% 19.8% 11.2% 100.0%

グループB(n=521) 2 9 13 12 23 90 87 103 123 40 19 521

グループB(n=521) 0.4% 1.7% 2.5% 2.3% 4.4% 17.3% 16.7% 19.8% 23.6% 7.7% 3.6% 100.0%

グループC(n=245) 23 18 15 13 17 54 24 27 27 18 9 245

グループC(n=245) 9.4% 7.3% 6.1% 5.3% 6.9% 22.0% 9.8% 11.0% 11.0% 7.3% 3.7% 100.0%

28 27 32 27 42 166 130 165 192 95 49 953

2.9% 2.8% 3.4% 2.8% 4.4% 17.4% 13.6% 17.3% 20.1% 10.0% 5.1% 100.0%

グループA(n=187) 4 0 1 1 7 22 15 28 49 37 23 187

グループA(n=187) 2.1% 0.0% 0.5% 0.5% 3.7% 11.8% 8.0% 15.0% 26.2% 19.8% 12.3% 100.0%

グループB(n=521) 10 8 6 9 17 70 51 88 139 93 30 521

グループB(n=521) 1.9% 1.5% 1.2% 1.7% 3.3% 13.4% 9.8% 16.9% 26.7% 17.9% 5.8% 100.0%

グループC(n=245) 28 8 20 22 16 59 15 28 26 12 11 245

グループC(n=245) 11.4% 3.3% 8.2% 9.0% 6.5% 24.1% 6.1% 11.4% 10.6% 4.9% 4.5% 100.0%

42 16 27 32 40 151 81 144 214 142 64 953

4.4% 1.7% 2.8% 3.4% 4.2% 15.8% 8.5% 15.1% 22.5% 14.9% 6.7% 100.0%

グループA(n=187) 4 0 2 3 5 27 19 30 50 24 23 187

グループA(n=187) 2.1% 0.0% 1.1% 1.6% 2.7% 14.4% 10.2% 16.0% 26.7% 12.8% 12.3% 100.0%

グループB(n=521) 22 5 13 11 34 81 74 101 112 49 19 521

グループB(n=521) 4.2% 1.0% 2.5% 2.1% 6.5% 15.5% 14.2% 19.4% 21.5% 9.4% 3.6% 100.0%

グループC(n=245) 31 15 16 16 17 50 17 26 27 21 9 245

グループC(n=245) 12.7% 6.1% 6.5% 6.5% 6.9% 20.4% 6.9% 10.6% 11.0% 8.6% 3.7% 100.0%

57 20 31 30 56 158 110 157 189 94 51 953

6.0% 2.1% 3.3% 3.1% 5.9% 16.6% 11.5% 16.5% 19.8% 9.9% 5.4% 100.0%

合計

問31
あなたの施設において、あなた自身の職種と他の職種は連携がとれていますか
0(全く連携がとれていない)～10(完璧に連携がとれている)で評価してください
あなた自身の職種についてはその職種内の連携について評価してください

問31　他職種との連携2

合計
医師

合計

看護師

合計

薬剤師

医療ソーシャルワーカー(MSW)、がん相談支
援センター相談員

合計

リハビリテーション職種

合計
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0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
グループA(n=187) 0 1 0 2 11 25 24 39 51 23 11 187

グループA(n=187) 0.0% 0.5% 0.0% 1.1% 5.9% 13.4% 12.8% 20.9% 27.3% 12.3% 5.9% 100.0%

グループB(n=521) 6 2 5 18 18 151 57 103 118 36 7 521

グループB(n=521) 1.2% 0.4% 1.0% 3.5% 3.5% 29.0% 10.9% 19.8% 22.6% 6.9% 1.3% 100.0%

グループC(n=245) 2 2 3 14 12 70 22 47 46 19 8 245

グループC(n=245) 0.8% 0.8% 1.2% 5.7% 4.9% 28.6% 9.0% 19.2% 18.8% 7.8% 3.3% 100.0%

8 5 8 34 41 246 103 189 215 78 26 953

0.8% 0.5% 0.8% 3.6% 4.3% 25.8% 10.8% 19.8% 22.6% 8.2% 2.7% 100.0%

・平均点 6.4
グループA(医師、歯科医師): 7.0
グループB(看護師): 6.3
グループC(上記以外の職種): 6.2
・インタビューでは、下記のような意見が聞か
れた
　・都道府県内と考えると、距離が遠い医療機
関も含まれ、低い数値になる。二次医療圏とす
れば回答が変わる
　・拠点病院同士の連携か、その他の医療機
関も含むのかがわかりづらい
　・医療ソーシャルワーカー同士など職種限定
で考えるとより高い数値を付けられる
　・治療実績の情報共有と、患者の紹介のしや
すさだと判定が異なる
・全国調査に向けて：連携(施設内連携：職種・
部門間/診療科間、地域連携)は様々な要素が
あるため、改めて評価方法を検討中

・平均点は下記の通り
医師: 6.9
看護師: 7.6
薬剤師: 6.3
医療ソーシャルワーカー(MSW)、がん相談支援
センター相談員: 6.5
リハビリテーション職種: 6.1
・問30同様、業務上関わりの少ない職種を低
い数値にする傾向あり
・インタビューでは、必要な時に連携が取れる
か、という聞き方なら回答より高い数値になる
という意見が聞かれた
・また、職種の中でも人によって連携の取りや
すい人取りにくい人がいるので、点数をつけづ
らいという意見もあった
・全国調査に向けて：連携(施設内連携：職種・
部門間/診療科間、地域連携)は様々な要素が
あるため、改めて評価方法を検討中

問32
あなたの施設は、都道府県内の他の施設と連携がとれていますか
0(全く連携がとれていない)～10(完璧に連携がとれている)で、各施設の治療実績に関する情報共有や患者紹介のしやすさなどを総合して評価してください

問32　都道府県内の他施設との連携

合計
問1　職種

合計

0.0%

0.4%

2.4%

0.0%

0.2%

0.8%

0.5%

0.6%

1.6%

1.1%

2.5%

5.3%

1.1%

3.3%

5.7%

8.0%

15.5%

16.7%

5.9%

15.7%

10.6%

17.1%

22.6%

21.6%

28.9%

28.0%

25.7%

24.1%

8.1%

7.8%

13.4%

3.1%
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自施設で治療
他施設に紹介(紹介
先が決まっている)

他施設に紹介(都度
紹介先を検討)

治療方針決定に関
与しない

成人した、小児がん患者の定期
通院(n=179)

71 4 15 89 179

成人した、小児がん患者の定期
通院

39.7% 2.2% 8.4% 49.7% 100.0%

AYA支援体制(n=179) 89 4 10 76 179

AYA支援体制 49.7% 2.2% 5.6% 42.5% 100.0%

がん・生殖医療（女性）(n=179) 37 33 29 80 179

がん・生殖医療（女性） 20.7% 18.4% 16.2% 44.7% 100.0%

がん・生殖医療（男性）(n=179) 36 34 25 84 179

がん・生殖医療（男性） 20.1% 19.0% 14.0% 46.9% 100.0%

CAR-T療法(n=179) 21 18 27 113 179

CAR-T療法 11.7% 10.1% 15.1% 63.1% 100.0%

IMRT(n=179) 97 10 6 66 179

IMRT 54.2% 5.6% 3.4% 36.9% 100.0%

密封小線源療法(n=179) 58 14 17 90 179

密封小線源療法 32.4% 7.8% 9.5% 50.3% 100.0%

IVR(n=179) 95 5 15 64 179

IVR 53.1% 2.8% 8.4% 35.8% 100.0%

神経ブロック(n=179) 57 17 29 76 179

神経ブロック 31.8% 9.5% 16.2% 42.5% 100.0%

緊急照射(n=179) 107 6 4 62 179

緊急照射 59.8% 3.4% 2.2% 34.6% 100.0%

密封小線源療法

がん・生殖医療（女性）

がん・生殖医療（男性）

キメラ抗原受容体遺伝子改変T細胞(CAR-T)
療法

強度変調放射線療法(IMRT)

【医師のみ】問33
あなたの施設では、以下の専門的治療を実施しますか。他の施設に紹介しますか。最も頻度の高いものを選択してください

【医師のみ】問33　専門的治療の実施状況

合計
成人した、小児がん患者の定期通院

AYA支援体制

画像下治療(IVR)

神経ブロック

緊急照射

・回答者は医師に限定している
・「治療方針決定に関与しない」の選択肢は、
施設の状況が分からない場合に選択できるよ
うに準備したが、見落とされやすかったことがイ
ンタビューで分かった
・そのため、施設の状況を推測しながら回答す
る方もいらした
・全国調査に向けて：地域で各治療について連
携できているかをどのように評価するか検討
中
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34.6%
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自施設で治療

他施設に紹介(紹介先が

決まっている)

他施設に紹介(都度紹介

先を検討)

治療方針決定に関与し

ない
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複数施設の情報が一覧化された
Webサイト

都道府県内の配布
資料（協議会資料

を含む） 個人的な伝手
自施設の地域連携

室等の部署 その他
治療方針決定に関

与しない
希少がん(n=179) 47 14 39 65 7 66 179

希少がん 26.3% 7.8% 21.8% 36.3% 3.9% 36.9%

難治がん(n=179) 48 15 39 71 5 62 179

難治がん 26.8% 8.4% 21.8% 39.7% 2.8% 34.6%

成人した、小児がん患者の定期
通院(n=179)

30 6 19 43 3 104 179

成人した、小児がん患者の定期
通院

16.8% 3.4% 10.6% 24.0% 1.7% 58.1%

AYA支援体制(n=179) 35 13 28 65 4 82 179

AYA支援体制 19.6% 7.3% 15.6% 36.3% 2.2% 45.8%

がん・生殖医療（女性）(n=179) 31 11 22 62 4 82 179

がん・生殖医療（女性） 17.3% 6.1% 12.3% 34.6% 2.2% 45.8%

がん・生殖医療（男性）(n=179) 30 11 20 56 4 88 179

がん・生殖医療（男性） 16.8% 6.1% 11.2% 31.3% 2.2% 49.2%

がんゲノム医療(n=179) 46 14 32 68 8 63 179

がんゲノム医療 25.7% 7.8% 17.9% 38.0% 4.5% 35.2%

CAR-T療法(n=179) 27 4 18 40 3 107 179

CAR-T療法 15.1% 2.2% 10.1% 22.3% 1.7% 59.8%

IMRT(n=179) 30 8 33 67 8 67 179

IMRT 16.8% 4.5% 18.4% 37.4% 4.5% 37.4%

密封小線源療法(n=179) 28 6 25 52 8 87 179

密封小線源療法 15.6% 3.4% 14.0% 29.1% 4.5% 48.6%

専門核医学治療(n=179) 29 7 33 59 10 79 179

専門核医学治療 16.2% 3.9% 18.4% 33.0% 5.6% 44.1%

IVR(n=179) 30 7 35 64 11 68 179

IVR 16.8% 3.9% 19.6% 35.8% 6.1% 38.0%

神経ブロック(n=179) 31 6 29 63 9 78 179

神経ブロック 17.3% 3.4% 16.2% 35.2% 5.0% 43.6%

緊急照射(n=179) 28 6 29 64 11 70 179

緊急照射 15.6% 3.4% 16.2% 35.8% 6.1% 39.1%

緩和ケアセンター、病棟、ホス
ピス(n=179)

36 15 37 98 9 48 179

緩和ケアセンター、病棟、ホス
ピス

20.1% 8.4% 20.7% 54.7% 5.0% 26.8%

がん・生殖医療（女性）

がん・生殖医療（男性）

がんゲノム医療

キメラ抗原受容体遺伝子改変T細胞(CAR-T)
療法

強度変調放射線療法(IMRT)

密封小線源療法

専門核医学治療

画像下治療(IVR)

神経ブロック

緊急照射

緩和ケアセンター、病棟、ホスピス

【医師のみ】問34
都道府県内の各施設で以下の専門的治療を実施しているかどうかについて、どこから情報を入手しますか。利用するものをすべて選択してください

【医師のみ】問34　専門的治療の情報入手

合計

成人した、小児がん患者の定期通院

AYA支援体制

難治がん

希少がん

・回答者は医師に限定している
・単一回答の方が多く、複数選択であることが
分かりにくかった、もしくは項目が多く、選択肢
を一つ選ぶのがやっとであった可能性がある
・前問同様、「治療方針決定に関与しない」の
選択肢が見落とされやすかった
・インタビューでは、一か所で複数施設の情報
があるWebサイトを見ているというよりは、それ
ぞれ検索するという意見も聞かれ、選択肢の
検討が必要である
・全国調査に向けて：項目を減らすこと、選択
肢の改善などを検討中
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16.8%

17.3%

15.6%
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6.1%
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3.4%

3.9%

3.9%

3.4%

3.4%

8.4%

21.8%

21.8%

10.6%

15.6%

12.3%

11.2%

17.9%

10.1%

18.4%

14.0%

18.4%

19.6%

16.2%

16.2%

20.7%

36.3%

39.7%

24.0%

36.3%

34.6%

31.3%

38.0%

22.3%

37.4%

29.1%

33.0%

35.8%

35.2%

35.8%

54.7%

3.9%

2.8%

1.7%

2.2%

2.2%

2.2%

4.5%

1.7%

4.5%

4.5%

5.6%

6.1%

5.0%

6.1%

5.0%

36.9%

34.6%

58.1%

45.8%

45.8%

49.2%

35.2%

59.8%

37.4%

48.6%

44.1%

38.0%

43.6%

39.1%

26.8%
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複数施設の情報が一覧化

されたWebサイト

都道府県内の配布資料

（協議会資料を含む）

個人的な伝手

自施設の地域連携室等の

部署

その他

治療方針決定に関与しな

い
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非常にそう思う そう思う
どちらともいえな

い あまり思わない まったく思わない
グループA(n=187) 37 104 33 11 2 187

グループA(n=187) 19.8% 55.6% 17.6% 5.9% 1.1% 100.0%

グループB(n=521) 52 303 113 40 13 521

グループB(n=521) 10.0% 58.2% 21.7% 7.7% 2.5% 100.0%

グループC(n=245) 20 143 59 17 6 245

グループC(n=245) 8.2% 58.4% 24.1% 6.9% 2.4% 100.0%

109 550 205 68 21 953

11.4% 57.7% 21.5% 7.1% 2.2% 100.0%

グループA(n=187) 19 93 54 16 5 187

グループA(n=187) 10.2% 49.7% 28.9% 8.6% 2.7% 100.0%

グループB(n=521) 78 313 98 22 10 521

グループB(n=521) 15.0% 60.1% 18.8% 4.2% 1.9% 100.0%

グループC(n=245) 21 137 60 17 10 245

グループC(n=245) 8.6% 55.9% 24.5% 6.9% 4.1% 100.0%

118 543 212 55 25 953

12.4% 57.0% 22.2% 5.8% 2.6% 100.0%

グループA(n=187) 25 83 46 24 9 187

グループA(n=187) 13.4% 44.4% 24.6% 12.8% 4.8% 100.0%

グループB(n=521) 45 203 131 106 36 521

グループB(n=521) 8.6% 39.0% 25.1% 20.3% 6.9% 100.0%

グループC(n=245) 17 113 65 34 16 245

グループC(n=245) 6.9% 46.1% 26.5% 13.9% 6.5% 100.0%

87 399 242 164 61 953

9.1% 41.9% 25.4% 17.2% 6.4% 100.0%

上司や同僚と職場の課題を言い合える風土
がある

合計

合計

キャリアアップの支援をしている

他の施設の同職種の医療従事者と定期的に
情報交換をする場(カンファレンス等)があ
る

合計

合計

問35
あなたの施設について、以下の項目にお答えください

問35　あなたの施設について

・「非常にそう思う」「そう思う」と回答した割合は
下記
上司や同僚と職場の課題を言い合える風土が
ある: 69.2%
キャリアアップの支援をしている: 69.4%
他の施設の同職種の医療従事者と定期的に
情報交換をする場(カンファレンス等)がある:
51.0%
・施設全体について問う形式であったが、所属
部署や立場によって状況が変わることを念頭
に置く必要がある
・全国調査に向けて：改変を検討中
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6.9%

1.1%
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まったく思わない
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非常にそう思う そう思う
どちらともいえな

い あまり思わない まったく思わない
グループA(n=187) 12 49 70 46 10 187

グループA(n=187) 6.4% 26.2% 37.4% 24.6% 5.3% 100.0%

グループB(n=521) 98 200 131 83 9 521

グループB(n=521) 18.8% 38.4% 25.1% 15.9% 1.7% 100.0%

グループC(n=245) 22 83 71 62 7 245

グループC(n=245) 9.0% 33.9% 29.0% 25.3% 2.9% 100.0%

132 332 272 191 26 953

13.9% 34.8% 28.5% 20.0% 2.7% 100.0%

グループA(n=187) 19 50 74 34 10 187

グループA(n=187) 10.2% 26.7% 39.6% 18.2% 5.3% 100.0%

グループB(n=521) 111 185 164 51 10 521

グループB(n=521) 21.3% 35.5% 31.5% 9.8% 1.9% 100.0%

グループC(n=245) 27 72 83 53 10 245

グループC(n=245) 11.0% 29.4% 33.9% 21.6% 4.1% 100.0%

157 307 321 138 30 953

16.5% 32.2% 33.7% 14.5% 3.1% 100.0%

グループA(n=187) 27 115 37 7 1 187

グループA(n=187) 14.4% 61.5% 19.8% 3.7% 0.5% 100.0%

グループB(n=521) 44 246 159 59 13 521

グループB(n=521) 8.4% 47.2% 30.5% 11.3% 2.5% 100.0%

グループC(n=245) 34 132 59 17 3 245

グループC(n=245) 13.9% 53.9% 24.1% 6.9% 1.2% 100.0%

105 493 255 83 17 953

11.0% 51.7% 26.8% 8.7% 1.8% 100.0%

合計

仕事にやりがいを感じる

合計

業務量は過剰だと感じる

仕事に対して、疲れ果ててしまったと感じ
る

合計

問36
あなた自身について、以下の項目にお答えください

問36　あなた自身について

合計

・仕事に対して、疲れ果ててしまったと感じる:
51.3%が「あまり思わない」「まったく思わない」と
回答
・業務量は過剰だと感じる: 51.3%が「あまり思
わない」「まったく思わない」と回答
・仕事にやりがいを感じる: 62.7%が「非常にそう
思う」「そう思う」と回答
・インタビューで問題の形式についての課題は
聞かれなかった
・全国調査に向けて：質問の信頼性を高めるた
め、既に開発されている尺度を利用することを
検討中

6.4%

18.8%

9.0%

26.2%

38.4%

33.9%

37.4%

25.1%

29.0%

24.6%

15.9%

25.3%

5.3%

1.7%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

仕事に対して、疲れ果ててしまったと感じる
非常にそう思う

そう思う

どちらともいえない

あまり思わない

まったく思わない

10.2%

21.3%

11.0%

26.7%

35.5%

29.4%

39.6%

31.5%

33.9%

18.2%

9.8%

21.6%

5.3%

1.9%

4.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

業務量は過剰だと感じる
非常にそう思う

そう思う

どちらともいえない

あまり思わない

まったく思わない

14.4%

8.4%

13.9%

61.5%

47.2%

53.9%

19.8%

30.5%

24.1%

3.7%

11.3%

6.9%

0.5%

2.5%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

仕事にやりがいを感じる
非常にそう思う

そう思う

どちらともいえない

あまり思わない

まったく思わない
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○ ☓
グループA(n=187) 181 6 187

グループA(n=187) 96.8% 3.2% 100.0%

グループB(n=521) 477 44 521

グループB(n=521) 91.6% 8.4% 100.0%

グループC(n=245) 229 16 245

グループC(n=245) 93.5% 6.5% 100.0%

887 66 953

93.1% 6.9% 100.0%

グループA(n=187) 151 36 187

グループA(n=187) 80.7% 19.3% 100.0%

グループB(n=521) 437 84 521

グループB(n=521) 83.9% 16.1% 100.0%

グループC(n=245) 216 29 245

グループC(n=245) 88.2% 11.8% 100.0%

804 149 953

84.4% 15.6% 100.0%

グループA(n=187) 184 3 187

グループA(n=187) 98.4% 1.6% 100.0%

グループB(n=521) 503 18 521

グループB(n=521) 96.5% 3.5% 100.0%

グループC(n=245) 239 6 245

グループC(n=245) 97.6% 2.4% 100.0%

926 27 953

97.2% 2.8% 100.0%

グループA(n=187) 185 2 187

グループA(n=187) 98.9% 1.1% 100.0%

グループB(n=521) 510 11 521

グループB(n=521) 97.9% 2.1% 100.0%

グループC(n=245) 243 2 245

グループC(n=245) 99.2% 0.8% 100.0%

938 15 953

98.4% 1.6% 100.0%

グループA(n=187) 186 1 187

グループA(n=187) 99.5% 0.5% 100.0%

グループB(n=521) 517 4 521

グループB(n=521) 99.2% 0.8% 100.0%

グループC(n=245) 242 3 245

グループC(n=245) 98.8% 1.2% 100.0%

945 8 953

99.2% 0.8% 100.0%

グループA(n=187) 182 5 187

グループA(n=187) 97.3% 2.7% 100.0%

グループB(n=521) 487 34 521

グループB(n=521) 93.5% 6.5% 100.0%

グループC(n=245) 234 11 245

グループC(n=245) 95.5% 4.5% 100.0%

903 50 953

94.8% 5.2% 100.0%

グループA(n=187) 180 7 187

グループA(n=187) 96.3% 3.7% 100.0%

グループB(n=521) 482 39 521

グループB(n=521) 92.5% 7.5% 100.0%

グループC(n=245) 230 15 245

グループC(n=245) 93.9% 6.1% 100.0%

892 61 953

93.6% 6.4% 100.0%

グループA(n=187) 186 1 187

グループA(n=187) 99.5% 0.5% 100.0%

グループB(n=521) 499 22 521

グループB(n=521) 95.8% 4.2% 100.0%

グループC(n=245) 237 8 245

グループC(n=245) 96.7% 3.3% 100.0%

922 31 953

96.7% 3.3% 100.0%

合計

問37
国が指定するがん診療連携拠点病院とはどんな施設だと思いますか。正しいものは〇、正しくないものは×の欄を選択してください

問37　国が指定するがん診療連携拠点病院

合計

先進医療を提供する施設である

合計

合計

他のがん診療連携拠点病院や地域の施設・
団体と、がん診療について連携・協力をす
る施設である

合計

標準治療を行う施設である

合計

がん相談支援センターが必ず設置されてい
る

都道府県がん診療連携協議会の活動に積極
的に参加する

合計

国及び都道府県のがん対策において地域の
中心的役割を担う施設である

自施設はがん診療連携拠点病院である

合計

緩和ケアチームが必ず設置されている

合計
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・11.3%が全問正解。各問の正答率は下記
標準治療を行う施設である: 93.1%
先進医療を提供する施設である: 15.6%
都道府県がん診療連携協議会の活動に積極
的に参加する: 97.2%
国及び都道府県のがん対策において地域の
中心的役割を担う施設である: 98.4%
他のがん診療連携拠点病院や地域の施設・団
体と、がん診療について連携・協力をする施設
である: 99.2%
がん相談支援センターが必ず設置されている:
94.8%
緩和ケアチームが必ず設置されている: 93.6%
自施設はがん診療連携拠点病院である: 96.7%
・「先進医療を提供する施設である」は×、それ
以外は〇を正答とした。但し、今回の質問文で
ある"どんな施設か"、と要件とは違う。先進医
療を提供してはいけないわけではないため、こ
の項目は要改訂である
・全国調査に向けて：質問文、項目ともに改変
を検討中

96.8%

91.6%

93.5%

3.2%

8.4%

6.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

標準治療を行う施設である

○

☓

80.7%

83.9%

88.2%

19.3%

16.1%

11.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

先進医療を提供する施設である

○

☓

98.4%

96.5%

97.6%

1.6%

3.5%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

都道府県がん診療連携協議会の活動に積極的に参加する

○

☓

98.9%

97.9%

99.2%

1.1%

2.1%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

国及び都道府県のがん対策において地域の中心的役割を担う施設である

○

☓

99.5%

99.2%

98.8%

0.5%

0.8%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

他のがん診療連携拠点病院や地域の施設・団体と、がん診療について連携・協力をする施設である

○

☓

97.3%

93.5%

95.5%

2.7%

6.5%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

がん相談支援センターが必ず設置されている

○

☓

96.3%

92.5%

93.9%

3.7%

7.5%

6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

緩和ケアチームが必ず設置されている

○

☓

99.5%

95.8%

96.7%

0.5%

4.2%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループA(n=187)

グループB(n=521)

グループC(n=245)

自施設はがん診療連携拠点病院である

○

☓
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資料４：医療者調査の改訂点について 
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資料５：ロジックモデル改訂版   （拡大してご覧ください） 
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１． 都道府県協議会の役割 

 

 
 

 

  

がん施策 内容 アウトプット指標 データソース 中間アウトカム 内容 指標 データソース 分野別アウトカム 内容 指標 データソース

患者本位のがん医療を実現する等

の観点から、当該都道府県における

対策を強力に推進するための議論を

行う

別紙28
①-1-1-1

現況報告

都道府県内で顔が見えるような施設

間の関係性が構築され、連携が取

れていると感じる

都道府県内の施設連携の主観的

評価 (パイロット調査時点。改変予

定)

①-2-1-1

医療者調査

がん患者がどこに居住していても医療

アクセスに関する不利を過剰に感じな

くなる

第3回項目なし

（新規提案：医療へのアクセスが

原因で受けたい治療を諦めたことが

ある患者の割合）

①-3-1-1

患者体験調査

都道府県内のがん医療や療養にお

ける課題を検討／共有できる

・当該都道府県内の人材を把握す

る

・当該都道府県内の施設・器材を

把握する

・都道府県として、離島やへき地での

医療も含めた体制を検討する

項目なし

(協議会議事録[公開されるように

なったら]より左記キーワード収集し集

計)

①-1-1-2

都道府県協議

会Webサイト

都道府県内の医療者が集約された

情報を利用している

都道府県内の施設での専門的治療

実施状況に関する情報の入手方法

を知っている医療者の割合 (パイロッ

ト調査時点。改変予定)

①-2-1-2

医療者調査

がん治療を受ける病院や療養先の

選択時に、確かな情報に基づき、適

切な医療機関を選択できる

今回のがんの診断・治療全般につい

て総合的に評価した点数

（新規提案: 医療を受けた施設が

適切であったと感じる患者の割合）

①-3-1-2

患者体験調査

都道府県全体のがん医療等の質の

向上のために、都道府県内のどこに

住んでいても適切な診断や治療にス

ムーズにアクセスできる体制を確保す

べく、議論を行う

別紙28
①-1-2-1

現況報告

医療者が他の病院の特徴に関して

知識が増える

他施設の特徴を把握する医療者の

割合(パイロット調査時点。改変予

定)

①-2-1-3

医療者調査

患者がよりよい治療、療養生活を選

択できる

第3回項目なし

（新規提案:よい治療・療養生活を

選択できたと感じる患者の割合）

①-3-1-3

患者体験調査

都道府県協議会の議事録を公開す

る

議事録を公開している都道府県数・

割合

①-1-2-2

都道府県協議

会Webサイト

自施設だけではなく、地域全体で質

の高いがん医療を永続する

QI研究未実施理由入力への参加

率

(症例報告書より)

①-3-1-4

QI研究

①-1-3

都道府県協議会の事務局として、

主体的に協議会運営を行う（都道

府県拠点）

都道府県拠点は都道府県協議会

を運営する
別紙28

①-1-3-1

現況報告

別紙28：都道府県協議会の参加

者(下記の参加有無：同一都道府

県内全拠点病院等、行政、地域の

がん診療を行う者、小児がん拠点病

院等、がん患者・家族・患者団体

等)

①-1-4-1

現況報告

項目なし

(協議会議事録[公開されるように

なったら]より集計：部会や研修会へ

の医師の参加率、医師以外の診療

従事者の参加率)

①-1-4-2

都道府県協議

会Webサイト

項目なし

(協議会議事録[公開されるように

なったら]より集計：歯科医師会

（口腔ケア外来設置対応）の参

加）

①-1-4-3

都道府県協議

会Webサイト

①-1-5

地域における医療情報の共有の取

組について、がんの分野からも検討

し、

体制整備に取り組む

地域で医療情報を共有する体制整

備をする
別紙28

①-1-5-1

現況報告

①-2-2

地域連携が必要な医療に関して連

携が増える

地域連携が必要な医療に関して連

携が増える

がん患者紹介件数(診療情報提供

書の発行数)

①-2-2-1

NDB

①-2-3

がん患者が地域で受けられる医療に

関する情報収集が可能になる

がん患者の実感として病院選びに困

らない

症状や検診結果に対し初めて病院・

診療所を受診したときから、最初の

治療を受けるまでの間の受診した施

設の数

(新規提案：地域の病院の情報を

知ることができ、病院選びにに選びに

困らなかったと感じた患者の割合)

①-2-3-1

患者体験調査

①-1-7

都道府県内の拠点病院等の院内

がん登録のデータやがん診療、緩

和ケア、相談支援等の実績等を共

有、分析、評価、公表等を行う。そ

の上で、各都道府県とも連携し、

Quality Indicatorを積極的に

利用するなど、都道府県全体のが

ん医療の質を向上させるための具

体的な計画を立案・実行する。併せ

て、院内がん登録実務者の支援を

含めて都道府県内のがん関連情報

収集や利活用等の推進に取り組む

都道府県全体でPDCAサイクルを回

している
別紙28

①-1-7-1

現況報告

①-1-8

地域における相談支援や緩和ケア

の提供体制・連携体制について協

議を行い、拠点病院等の間で情報

共有や役割分担を含む連携体制を

整備する

関係者（ピアサポーター・がん患者

団体・拠点病院・行政等）の間で、

県内のピアサポート提供体制のあり

方を協議している

（例：ピアサポーター養成・活動支

援、オンラインサロンの開催等）

別紙28
①-1-8-1

現況報告

①-1-9

当該都道府県内の医療機関におけ

る診療、緩和ケア外来、がん相談

支援センター、セカンドオピニオン、

患者サロン、患者支援団体、在宅

医療等へのアクセスについて情報を

集約し医療機関間で共有するとと

もに、冊子やホームページ等でわか

りやすく広報する

都道府県内のがん診療及びがん医

療に関わる活動に関する広報
別紙28

①-1-9-1

現況報告

①-1-10

感染症のまん延や災害等の状況に

おいても必要ながん医療を提供す

る体制を確保するため、当該都道

府県や各がん医療圏におけるＢＣ

Ｐについて議論を行う（重複項

目：その他）

各がん医療圏のBCPについて議論す

る
別紙28

①-1-10-1

現況報告

①-1-11

地域がん診療病院とがん診療連携

拠点病院とのグループ指定の組み

合わせを調整・決定する

グループ指定 別紙28
①-1-11-1

現況報告

①-1-12

当該都道府県における特定機能病

院である拠点病院等と連携し、地

域におけるがん診療に従事する診

療従事者の育成及び適正配置に

向けた調整を行う

都道府県内の診療従事者の育成・

適正配置
別紙28

①-1-12-1

現況報告

①-1-13

Ⅱの４の（３）に基づき当該都道

府県における拠点病院等が実施す

るがん医療に携わる医師等を対象

とした緩和ケアに関する研修やその

他各種研修に関する計画を作成す

る

がん医療に携わる医師等の研修計

画の作成
別紙28

①-1-13-1

現況報告

①-1-14

国協議会との体系的な連携体制を

構築する

別紙28
①-1-14-1

現況報告

①-1-15

国立がん研究センターによる研修に

関する情報や国協議会での協議事

項が確実に都道府県内で共有・実

践される体制を整備する

別紙28
①-1-15-1

現況報告

別紙28

(追加提案：都道府県内のがん診

療連携のために集約された診療従

事者向け情報公開の有無)

①-1-6-1

現況報告

国との連携

運営体制

国協議会や国立がん研究センターと

の連携

人材育成

地域との連携

①-1-6

地域の実状に応じて、以下のアから

ケを参考に医療機関間の連携が必

要な医療等について、都道府県内

の各拠点病院等及び他のがん診

療を担う医療機関における役割分

担を整理・明確化し、その内容を関

係者間で共有するとともに広く周知

する

ア　一部の限定的な医療機関での

み実施される薬物療法

イ　集約化することにより予後の改

善が見込まれる手術療法

ウ　強度変調放射線療法や密封小

線源療法、専用治療病室を要する

核医学治療等の放射線治療、高

度で特殊な画像下治療（ＩＶ

Ｒ）

エ　緩和ケアセンター、緩和ケア病

棟、ホスピス、神経ブロック、緊急

緩和放射線治療等の緩和医療

オ　分野別に希少がん・難治がんの

対応を行う体制

カ　小児がんの長期フォローアップを

行う体制

キ　ＡＹＡ世代（注１）のがんの

支援体制

ク　がん・生殖医療（別途実施され

ている｢小児・ＡＹＡ世代のがん患

者等の妊孕性温存療法研究促進

事業」におけるがん・生殖医療ネット

ワークと協働して実施。）

ケ　がんゲノム医療

（重複項目：希少がん、難治が

ん、ライフステージ）

医療機関間の連携が必要な医療等

について、県内の役割分担や連携

方法を協議し、公開している

①-3-1

各都道府県において、適切な医療

機関・医療にがん患者がたどり着く。

また、必要に応じて都道府県外への

受診が可能になる

①-1-1

国のがん対策基本法及びがん対策

推進基本計画、都道府県のがん対

策推進計画等における患者本位の

がん医療を実現する等の観点から、

当該都道府県における対策を強力

に推進する役割を担う

①-2-1

都道府県内の施設間での連携がで

きる（拠点間、拠点以外も含めて）

①-1-2

都道府県の全ての拠点病院等は、

協働して都道府県協議会を設置

し、都道府県拠点病院は中心的な

役割を担うとともに、他の拠点病院

等は都道府県協議会の運営に主

体的に参画する

①-1-4

拠点病院等の他、地域におけるが

ん医療を担う者、行政、患者団体

等の関係団体にも積極的な関与を

求める

都道府県協議会参加メンバーの実

態を把握する（病院長やがんセン

ター長のみなのか。部会や作業チー

ムに、各機関の現場管理者や実務

者がオブザーバーとしてでも参加して

いるか）
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２． 集学的治療および標準治療の提供体制 

 

  

がん施策 内容 アウトプット指標 データソース 中間アウトカム 内容 指標 データソース 分野別アウトカム 内容 指標 データソース

多職種を含む各専門的人員が

配置されていること
様式４

②-1-1-1

 現況報告

標準治療として複数の診療科

が関与する選択肢がある場合

に、その知見のある診療科の受

診ができる体制を確保できてい

る

標準治療を行う上で複数の診

療科が関わらなくてはならない場

合に、それを議論する自施設内

の体制が整っているか(パイロット

調査時点。改変予定)

②-2-1-1

医療者調査
標準治療が行われる

集学的治療のQI（既存QI）

b35(70歳以下の乳房温存術

後の放射線療法)

b38(乳房切除後・再発ハイリ

スク(T3以上N0を除く、または4

個以上リンパ節転移)への放射

線療法)

c32(pStageIIIの大腸癌への

術後化学療法(8週以内))

st19(術後補助化学療法での

レジメン選択)

lg13(Ⅲ期非小細胞肺癌に対

する同時化学放射線療法)

lg14(ⅡB・ⅢＡ期非小細胞

肺癌に対する術後薬物療法)

lg24(限局型小細胞肺癌に対

する同時化学放射線療法)

lg28(I-II期非小細胞肺癌に

対する外科切除あるいは放射

線療法)

②-3-1-1

QI研究

集学的治療を提供するのための

設備が整っていること
様式4

②-1-1-2

現況報告

医療者が自施設内で他科コン

サルや他科への紹介がしやすい

か

他の診療科へ相談しやすいか

(パイロット調査時点。改変予

定)

②-2-1-2

医療者調査

がん患者が適切な治療法を選

択できる

がんの診断・治療全般について

総合的評価（０−１０）

	

②-3-1-2

患者体験調査

自施設内での他科受診の体制

確保

様式４（有害事象での連携の

み）

②-1-1-3

現況報告

別紙18：QI研究への参加の

有無

②-2-2-1

現況報告

集学的治療／標準治療が円

滑に開始できる
診断から治療開始までの日数

②-3-1-3

QI研究

全てのがん患者に治療を受ける

前に標準治療が検討される

様式４：カンファレンス実施回

数

②-1-1-4

現況報告

未実施理由の入力有無（継

続QIのみ）

②-2-2-1

QI研究

②-1-2

標準治療として複数の診療科

が関与する選択肢がある場合

に、その知見のある診療科の受

診ができる体制を確保する

自施設内で他科コンサルトがス

ムーズにできる体制整備カンファ

レンス等で協議する体制がある

様式4：多診療科、多職種カ

ンファレンスの実施

別紙4：開催頻度や出席者

(科・職種)

②-1-2-1

現況報告

がん患者が必要時にいろいろな

職種の人へ相談できる

「がん治療を担当した医師以外

で相談しやすい医療スタッフがい

た」と回答した患者の割合

「病気のことや療養生活に関し

て誰かに相談することができた」と

回答した患者の割合

②-3-2-1

患者体験調査

他施設紹介を行いやすい体制

整備

様式4：がん患者の紹介、逆

紹介に積極的に取り組む

②-1-3-1

現況報告

がん患者とともに考えながら、治

療方針が検討できる

「医療スタッフは、あなた（患者

さん）の⾔葉に⽿を傾け、理解

しようとしてくれた」と回答した患

者の割合

②-3-2-2

患者体験調査

自施設での集学的治療が提供

できない場合には、他施設へス

ムーズに紹介できる

様式４

別紙３：我が国に多いがんで

対応できない場合について、連

携先の記載

②-1-3-2

現況報告

②-3-3

チーム医療による活動が医療に反

映されたことをがん患者が認識する

がん患者が安心して、治療や関

連するサポートを受けられる

「あなた（患者さん）のことに関

して治療に関係する医療スタッフ

間で情報が共有されていた」と

回答した患者の割合

②-3-3-1

患者体験調査

②-1-4

保険適用外の免疫療法等につ

いて、治験、先進医療、臨床

研究法（平成29年法律第

16号）で定める特定臨床研

究または再生医療等の安全性

の確保等に関する法律（平成

25年法律第85号）に基づき

提供される再生医療等の枠組

み以外の形では、実施・推奨し

ない

保険適用外の免疫療法等につ

いて、法律に基づき提供される

枠組み以外の形では、実施・推

奨しない

様式4
②-1-4-1

現況報告

適切なタイミングで、適切な療

養場所（自宅・介護施設等）

を選択できる

第3回調査では項目なし

追加提案：「自分が望むタイミ

ングで自分の望む療養場所が

選べた」と回答した患者の割合

②-3-4-1

患者体験調査

②-1-5

がん専門病院以外の病院（総

合病院等）において、院内部

門ががん拠点病院としての活動

に参画している

自施設の地域連携や入退院支

援、患者サポート体制等の担

当者が、がん相談支援センター

や緩和ケアセンター等とがん患

者・家族の支援について協働で

きるように、組織上の位置づけや

協議する場を設けるといった取り

組みを行っている

項目なし

（新規提案：一体的な運用を

行なっていることが分かる組織図

や配置図、合同で実施する会

議の議事録）

②-1-5-1

現況報告

がん患者が受診先（フォロー、

緩和ケア）を「希望通り選択で

きた」と思える

第3回調査では項目なし

追加提案：「希望通りの転院

先の受診が出来た」と回答した

割合（第2回にはあり）

②-3-4-2

患者体験調査

②-1-6

医師からの診断結果、病状の

説明時や治療方針の決定時に

は、以下の体制を整備する

ⅰ 患者とその家族の希望を踏

まえ、看護師や公認心理師等

が同席する

医師以外の職種が病状説明の

際に同席する

様式４

追加提案：診断結果や病状

説明時における、医師以外の

診療従事者の同席割合

②-1-6-1

現況報告

医療者間で、がん患者が必要

な治療、療養、支援が共有され

る

がん患者の治療方針に関する

情報共有について困らない医療

者の割合(パイロット調査時点。

改変予定)

②-2-3-1

医療者調査

②-1-7

がん患者の病態に応じたより適

切ながん医療を提供できるよう

以下のカンファレンスをそれぞれ

必要に応じて定期的に開催す

る（i, ii, iii, iv）

カンファレンスを定期的に開催

し、検討内容の記録、関係者

間での共有を行う

様式4
②-1-7-1

現況報告

がん患者に対して多職種からの

サポートができている

項目なし

（新規提案：各種チーム（緩

和ケアチーム、AYAチーム、

NST等）の介入件数）

②-2-3-2

現況報告

②-1-8

院内の緩和ケアチーム、口腔ケ

アチーム、栄養サポートチーム、

感染防止対策チーム等の専門

チームへ、医師だけではなく、

看護師や薬剤師等他の診療

従事者からも介入依頼ができ

る体制を整備する

化学療法や緩和医療において

多職種によるチームが組織され

ている

別紙19，29：連携の有無

追加提案：医師以外からの介

入依頼件数

②-1-8-1

現況報告

治療に関連する医師・薬剤師・

看護師等の医療チームの中で

必要な介入について認識を共

有する

項目なし

（新規提案：我が国に多いが

んにおける入院クリティカルパス

の作成の有無と適用率）

②-2-3-3

現況報告

②-3-5

リハ介入後にADL維持ができる

治療後も治療前のADLが維持

できる

入院前後のBarthel Indexの

変化

②-3-5-1

QI研究

②-1-9

当該がん医療圏において顔の

見える関係性を構築し、がん

医療の質の向上につながるよ

う、地域の診療従事者を対象

とした研修やカンファレンスを定

期的に開催する

担当する医療圏において、拠点

病院を中心とした病院の連携

体制が整っている

様式4

追加提案：研修会数・カンファ

レンス数（緩和ケア研修以

外）

②-1-9-1

現況報告

リハビリを必要とされているがん患

者へリハビリが介入されている

リハビリテーション料（がん患者リ

ハビリテーション料以外も含む）

②-2-4-1

NDB

②-3-6

集学的治療が提供される際に、口

腔環境の健康が保たれることで、二

次感染等がない

歯科関連合併症がおきない
歯科関連合併症率（誤嚥性

肺炎発生等率）

②-3-6-1

NDB

②-1-10

リハビリテーションに携わる専門

的な知識および技能を有する

医師を配置することが望ましい

リハビリテーション専門の医師が

配置されていること

様式4：リハビリテーション科専

門医の数

②-1-10-1

現況報告

医療者がリハビリが必要ながん

患者に依頼されていると感じて

いる

リハビリテーションが必要ながん

患者にリハビリテーションが依頼さ

れていると回答する医療者の割

合(パイロット調査時点。改変予

定)

②-2-4-2

医療者調査

②-1-11

がんのリハビリテーションに係る

業務に携わる専門的な知識お

よび技能を有する理学療法

士、作業療法士、言語聴覚士

等を配置することが望ましい

がんのリハビリテーション研修を受

けているPT,OT,STが配置され

ていること

様式4：PT、OT、STの数

追加提案：そのうちがんリハ研

修を受けている人数

②-1-11-1

現況報告

②-2-5

口腔の評価にもとづき必要な対

策がなされる

がん患者の口腔内評価をし、必

要あれば口腔ケアや歯科治療

（う歯、歯周病、義歯の調整な

ど）がなされる

別紙29:口腔リハ、歯科との連

携体制の構築、活用

②-2-5-1

現況報告

②-1-12

がん患者に対して、周術期の

口腔健康管理や、治療中の副

作用・合併症対策、口腔リハビ

リテーションなど、必要に応じて

院内又は地域の歯科医師と連

携して対応する

必要なタイミングで(周術期、治

療中、治療後）、口腔ケアスク

リーニングが実施される

別紙29：自施設/地域との歯

科との連携体制

追加提案：口腔ケアチェックの

有無

②-1-12-1

現況報告

②-2-6

拠点の医療者が、在宅・介護と

の連携が図られていると感じる

医療者も拠点と在宅・介護との

連携が図られていると感じる

パイロット調査項目なし

新規提案：要開発

②-2-6-1

医療者調査

②-1-13

地域連携時には、がん疼痛等

の症状が十分に緩和された状

態での退院に努め、退院後も

在宅診療の主治医等の相談に

対応するなど、院内での緩和ケ

アに関する治療が在宅診療で

も継続して実施できる体制を

整備する

退院時に疼痛緩和がされた状

態である

在宅医が病院医に質問できる

在宅医が緩和ケアを継続できる

様式4
②-1-13-1

現況報告

②-2-7

開業医や在宅医が困り事を相

談する相手がいる

地域の医療機関が敷居の高さ

を感じず、相談を受け付けてもら

えると感じる

困ったときに誰に相談すればよい

か分かる顔見知りの関係性がで

きる

これまで調査実施なし。今後検

討

②-2-7-1

地域（開業

医）の医療者

への調査

②-1-14

退院支援に当たっては、主治

医、緩和ケアチーム等の連携に

より療養場所等に関する意思

決定支援を行うとともに、必要

に応じて地域の在宅診療に携

わる医師や訪問看護師等と退

院前カンファレンスを実施する

がん患者への療養場所に関す

る意思決定支援

がん患者の意思の共有

様式4
②-1-14-1

現況報告

②-2-8

在宅医・訪問看護師が得られる

情報が増える

在宅、地域の医者・訪問看護

師が困らない（自分の診療に

必要なこと、必要時の相談先、

送り先

拠点病院として、地域の医療者

の顔が見えて、安心して送り出

せる

これまで調査実施なし。今後検

討

②-2-8-1

地域（開業

医）の医療者

への調査

②-1-15

地域の医療機関の医師と診断

及び治療に関する相互的な連

携協力体制・教育体制を整備

する

地域での診療従事者、福祉や

介護に従事する専門職に向け

た研修会の実施、情報資材の

提供 (緩和ケアのみならず)

様式4
②-1-15-1

現況報告

②-1-16

当該都道府県においてがん医

療に携わる専門的な知識及び

技能を有する医師・薬剤師・看

護師等を対象とした研修を実

施する（都道府県拠点）

都道府県においてがん医療に

携わる専門的な知識及び技能

を有する医師・薬剤師・看護師

等を対象とした研修を実施して

いる

様式4
②-1-16-1

現況報告

②-1-17

当該都道府県の拠点病院等

及び地域におけるがん医療を

担う者に対し、情報提供、症

例相談及び診療支援を行う

（都道府県拠点）

都道府県の拠点病院等及び地

域におけるがん医療を担う者に

対し、情報提供、症例相談及

び診療支援を行う

様式4
②-1-17-1

現況報告

②-1-18

支持療法が提供できる診療体

制を整備すること（自施設で外

来を開設するか、他施設紹介す

る）

専門的なケアを実施する外来や

専門チームを設置（リンパ浮

腫、ストーマ外来等）するか、

専門紹介先が決まっている

別紙15：専門外来の開設状

況（ストマ外来、リンパ浮腫外

来）

追加提案：決まった紹介先が

ある

②-1-18-1

現況報告

②-1-19

副作用について患者に周知する

体制を整備すること

がん患者に起こりうる副作用に

ついて説明する体制整備

項目なし

（新規提案：副作用が起きた

ときの連絡方法が明記された紙

を患者に渡し説明されている）

②-1-19-1

現況報告

治療の説明時に起こりうる副作

用について分かりやすく説明して

いる

「治療による副作用などに関して

見通しを持てた」と回答した患

者の割合

②-2-9-1

患者体験調査

専門外来の開設状況や、新患

の受け入れ状況等の公開

別紙15：他施設治療患者の

受け入れ有無

②-1-20-1

現況報告

支持療法に対して医療者が速

やかに対応する

「医療スタッフはつらい症状に速

やかに対応してくれた」と回答し

た患者の割合

②-2-9-2

患者体験調査

ガイドラインが推奨する支持療

法が提供されているかどうか

既存QI

o1(嘔吐高リスクの抗がん剤へ

の３剤による予防的制吐剤)

o2(外来麻薬開始時の緩下剤

処方)

②-3-7-1

QI研究

支持療法を自施設でできないと

きに連携先医療機関で受けるこ

とができる

項目なし

（新規提案：支持療法の専

門外来連携先が明示されてい

る）

②-1-20-2

現況報告

医療者が支持療法で対応可能

な副作用について知っている

がん患者が治療による副作用

等を訴えた際の対応について、

施設が学ぶ機会を提供している

と回答した医療者の割合(パイ

ロット調査時点。改変予定)

②-2-9-3

医療者調査

チームで対応し、その時のベスト

をつくしているとがん患者が感じ

られる

「治療に関係する医療スタッフ間

で患者に関する情報共有がなさ

れていた」と回答した患者の割

合

②-3-7-2

患者体験調査

②-2-10

複数の診療科が支持療法に関

して、必要に応じ自施設内／

外で連携している

医療者が、支持療法についての

連携先診療科を理解している

自施設で連携が難しい場合の

紹介先を知っている

他の診療科と連携（紹介・相

談・併診）がとれていると回答し

た医師の割合(パイロット調査時

点。改変予定)

②-2-10-1

医療者調査

②-1-21

医師からの診断結果や病状の

説明時及び治療方針の決定

時等において、すべてのがん患

者とその家族に対して、他施設

でセカンドオピニオンを受けられ

ることについて説明する。その

際、心理的な障壁を取り除くこ

とができるよう留意する

担当医から診断時や治療開始

前にセカンドオピニオンについての

説明を受ける体制の構築

様式4：診療情報提供書

（Ⅱ）算定件数

②-1-21-1

現況報告

②-2-11

がん患者が、支持療法に関して

どこに相談すればいいかわかる

担当医や医療者に相談できる

「がん治療を担当した医師は相

談しやすかった」と回答した患者

の割合

②-2-11-1

患者体験調査

②-1-22

当該施設で対応可能ながんに

ついて、手術療法、放射線療

法、薬物療法又は緩和ケアに

携わる専門的な知識及び技能

を有する医師によりセカンドオピ

ニオンを提示する体制を整備

し、患者にわかりやすく公表する

対応可能なセカンドオピニオンに

関しての情報が、わかりやすい

形で公開されていること

様式4

追加提案：セカンドオピニオン

受け入れ人数

②-1-22-1

現況報告

②-1-23

セカンドオピニオンを提示する場

合は、必要に応じてオンライン

での相談を受け付けることがで

きる体制を確保することが望ま

しい

オンラインによるセカンドオピニオ

ンの体制を整えていること
様式4

②-1-23-1

現況報告

全ての医療者がセカンドオピニオ

ンの利用について正しく理解して

いること

セカンドオピニオンに関する説明

をした医師の割合(パイロット調

査時点。改変予定)

②-2-12-1

医療者調査

第3回調査では項目なし

追加提案：「セカンドオピニオン

について、担当医と話ができるこ

とをあらかじめ知っていた」と回答

した患者の割合

②-2-12-2

患者体験調査

②-3-8

がん患者が必要時にセカンドオピニ

オンを利用できている

希望するがん患者が、適切なセ

カンドオピニオンを利用できること

実際にセカンドオピニオンを受け

た患者の割合

追加提案：セカンドオピニオンを

希望した患者の割合

②-3-8-1

患者体験調査

「セカンドオピニオンについて担当

医から説明があった」と回答した

患者の割合

②-2-12-3

患者体験調査

がん患者からセカンドオピニオン

の希望を伝えるのに心理的障

壁がない

②-2-9

医療者が、がん患者が副作用

等を訴えたときに、対応すること

ができる

支持療法

②-2-4

必要ながん患者へリハビリテー

ションへのコンサルトや介入が増

える

②-3-7

がん患者が適切な支持療法を受け

られる

②-1-20

支持療法を実施する医療機関

や提携先の情報公開

セカンド

オピニオン

②-2-12

全てのがん患者が、セカンドオピ

ニオンを利用できることを理解し

ている

集学的治療等

と

標準治療

の提供

チーム医療

（多職種連携

および

地域連携）

②-3-4

がん患者が望む場所での療養が継

続できる

②-3-1

がん患者が状態に応じた適切な治

療を受けられる（標準治療等）

②-3-2

がん患者が、治療のプロセス全体

に関して、医療者と共に考えながら

治療方針等について決定すること

ができる

②-1-3

当該施設において集学的治療

等を提供しない場合には、適

切な医療に確実につなげること

ができる体制を構築する（重

複分野：手術療法、薬物療

法、放射線療法）

Quality　Indicatorの利用

②-2-2

標準医療を検証して、医療を改

善していくコンセンサスができる

②-2-1

複数の診療科が必要に応じて

連携して治療を行っている

②-1-1

手術、放射線治療及び薬物

療法を効果的に組み合わせた

集学的治療、リハビリテーション

及び緩和ケア（以下「集学的

治療等」という）を提供する体

制を有する（重複分野：手術

療法、薬物療法、放射線療

法）

②-2-3

医療機関内で医師以外も含め

た多職種で連携できている
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３．手術療法 
 

 
 

  

がん施策 内容 アウトプット指標 データソース 中間アウトカム 内容 指標 データソース 分野別アウトカム 内容 指標 データソース

適切な手術適応を検討する体制
③-1-1-1

現況報告

③-2-1

適切な手術適応や術式が選択でき

ている

標準治療の実施率

手術に関するQI（既存QI）

st9x(cStageⅡ・Ⅲ　幽門側胃切

除での腹腔鏡手術)

st10x(cStageⅠ　胃全摘での腹

腔鏡手術)

lg29(II期非小細胞肺癌に対する

肺葉以上の切除)

③-2-1-1

QI研究

診断から手術までの期間が適切であ

る

初回治療が手術である患者の、診

断～手術までの日数

③-3-1-1

QI研究

適切な術式の選択ができる体制
③-1-1-2

現況報告
がん患者の術後疼痛が少ない

「医療スタッフはつらい症状にすみや

かに対応してくれた」と回答した患者

の割合（手術を受けた患者に限

定）

③-2-2-1

患者体験調査

がん患者が手術を理解して納得して

受ける

今回のがんの診断・治療全般につい

て総合的に評価した点数（手術を

受けた患者に限定）

③-3-1-2

患者体験調査

術後合併症の管理ができる体制

様式4（全般事項）：ICU設

置の有無

追加提案：高度治療室の設置

③-1-1-3

現況報告
がん患者が短期で退院できている

入院期間

st6x:内視鏡治療在院日数（既存

QI）

③-2-2-2

QI研究

③-3-2

がん患者が安全な手術を受けられる

術後合併症が最小限に抑えられる、

術後合併症による死亡をなくす

術後死亡率、手術関連死亡率、

1ヶ月以内の再手術率、再入院率

③-3-2-1

QI研究

術前後の疼痛管理ができる体制 様式4 ③-1-1-4

現況報告

術後感染予防が徹底されている

（予防的抗生物質の適切な投与

等）

手術部位感染発生率
③-2-2-3

JANIS

手術の安全性確保について評価す

る体制

様式4（全般事項）：医療安

全委員会等医療安全に関する

体制の有無

追加提案：重大合併症例/周

術期死亡例に対して検証をする

場の有無

③-1-1-5

現況報告
予防的抗生剤の適正使用

予防的抗生物質継続日数（術翌

日までに中止）

③-2-2-4

QI研究

③-1-2

術後管理体制の一環として、手術

部位感染に関するサーベイランスを

実施する

手術部位感染に関するサーベイラン

スの実施
様式4

③-1-2-1

現況報告

必要なタイミングで(周術期、治療

中、治療後）、口腔ケアスクリーニン

グが実施される
周術期等口腔機能管理料

③-2-2-5

DPC

③-1-3

厚生労働省院内感染対策サーベイ

ランス事業（ＪＡＮＩＳ）へ登録

していることが望ましい

JANISへの登録 JANIS登録の有無
③-1-3-1

JANIS

③-2-3

がん患者は、手術の必要性、周術

期のリスクについて適切な説明を受

け、不必要な不安を抱かない

「治療スケジュールの見通しに関する

情報を得られた」と回答した患者の

割合（手術を受けた患者に限定）

③-2-3-1

患者体験調査

組織的な術前及び術後のカンファレ

ンスの実施体制

術後の疼痛緩和、離床の状況把握

（がん患者の安全・早期社会復帰

において重要ながん患者支援）

様式4

別紙4

③-1-4-1

現況報告

多領域の診療科で検討して治療方

針を決定している

様式4（回数）

追加提案：カンファレンスの参加

診療科

③-1-4-2

現況報告

自施設内の診療科間の連携ができ

ている（診療科と麻酔科との連携

等）

他の診療科と連携（紹介・相談・併

診）がとれていると回答した医師の

割合(パイロット調査時点。改変予

定)

③-2-4-1

医療者調査

③-1-5

術中迅速病理診断が可能な体制

を確保する

術中迅速病理診断が可能な体制が

ある
様式4

③-1-5-1

現況報告

自施設内で職種間で連携ができて

いる（術前・術後のリハビリ等）

自身の職種と他の職種は連携がとれ

ていると回答した医療者の割合(パイ

ロット調査時点。改変予定)

③-2-4-2

医療者調査

③-1-6

当該体制は遠隔病理診断でも可と

する

遠隔病理診断で術中迅速病理診

断ができる
様式4

③-1-6-1

現況報告

地域の施設間の協力体制があると

感じる（話し合いができている）

他施設の特徴を把握する医療者の

割合(パイロット調査時点。改変予

定)

③-2-4-3

医療者調査

他施設紹介を行いやすい体制整備 別紙3
③-1-7-1

現況報告

自施設で手術が提供できない場合

には、他施設へスムーズに紹介でき

る

様式４

別紙３：我が国に多いがんで対

応できない場合について、連携先

の記載

③-1-7-2

現況報告

③-2-5

術中病理に基づく適正な術式の確

保

適切な迅速病理診断が行われる

ov17x(70歳未満の境界悪性腫瘍

に対する術中迅速病理診断)（既

存QI）

③-2-5-1

QI研究

③-1-8

専門的な知識及び技能を有する手

術療法に携わる常勤の医師を１人

以上配置する

様式4：人数
③-1-8-1

現況報告

③-1-9

専任の病理診断に携わる専門的な

知識及び技能を有する医師を１人

以上配置することが望ましい

様式4：人数
③-1-9-1

現況報告

身体的・精神的な疲労を感じるがん

専門相談員の割合(パイロット調査

時点。改変予定)

③-2-6-1

医療者調査

③-1-10

細胞診断に係る業務に携わる専門

的な知識及び技能を有する者を１

人以上配置すること。なお、当該診

療従事者は細胞診断に関する専門

資格を有する者であることが望まし

い

様式4：人数
③-1-10-1

現況報告

業務にやりがいを感じるがん専門相

談員の割合(パイロット調査時点。改

変予定)

③-2-6-2

医療者調査

③-1-11

自施設において、手術療法に関連

する取組のために必要な人材の確

保や育成に積極的に取り組む（重

複分野：薬物療法、放射線療法、

緩和ケア、相談支援、その他）

人材確保・育成に積極的に取り組

む
様式4

③-1-11-1

現況報告

職場はキャリア支援をしていると実感

できる

職場はキャリア支援をしていると思う

医療者の割合(パイロット調査時点。

改変予定)

③-2-6-3

医療者調査

③-1-12

診療の質を高めるために必要な、各

種学会が認定する資格等の取得に

ついても積極的に支援する（重複

分野：薬物療法、放射線療法、緩

和ケア、その他）

職員の専門資格の取得を支援する
様式4（全般事項）：専門資

格取得人数

③-1-12-1

現況報告

③-1-13

広告可能な資格を有する者のがん

診療への配置状況について積極的

に公表する（重複分野：薬物療

法、放射線療法、その他）

自施設のHP等で専門職について公

表しているか
様式4

③-1-13-1

現況報告

③-1-14

病院長は、自施設においてがん医

療に携わる専門的な知識及び技能

を有する医師等の専門性及び活動

実績等を定期的に評価し、当該医

師等がその専門性を十分に発揮で

きる体制を整備する（重複分野：

薬物療法、放射線療法、緩和ケ

ア、相談支援、その他）

医師が専門性を十分に発揮できる 様式４
③-1-14-1

現況報告

③-3-1

がん患者が適切な手術療法を受け

られる

人員関連

診療体制

③-1-1

我が国に多いがんを中心にその他

各医療機関が専門とするがんにつ

いて、手術、放射線治療及び薬物

療法を効果的に組み合わせた集学

的治療、リハビリテーション及び緩

和ケア（以下「集学的治療等」とい

う）を提供する体制を有する（適

切な手術が提供できる体制の構

築）（重複分野：集学的治療、

薬物療法、放射線療法）

③-1-4

手術、放射線診断、放射線治療、

薬物療法、病理診断及び緩和ケア

等に携わる専門的な知識及び技能

を有する医師とその他の専門を異に

する医師等による、骨転移・原発不

明がん・希少がんなどに関して臓器

横断的にがん患者の診断及び治療

方針等を意見交換・共有・検討・確

認等するためのカンファレンス（重

複分野：薬物療法、放射線療法、

希少がん、難治がん）

③-2-2

適切な周術期管理ができている

手術に関わる人材の充足、適材配

置

③-2-4

医療者が自施設や地域で、安全か

つ適切に、提供できる手術について

理解できる

③-1-7

当該施設において集学的治療等を

提供しない場合には、適切な医療

に確実につなげることができる体制

を構築する（重複分野：集学的治

療、薬物療法、放射線療法）

様式4

別紙4

③-2-6

仕事にやりがい・満足感を感じている

医療者の割合が高い

現場が疲弊しておらず、医療者がモ

チベーションをもって業務にあたること

ができる（医療者のやりがい）
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4 放射線療法 

 

 
  

がん施策 内容 アウトプット指標 データソース 中間アウトカム 内容 指標 データソース 分野別アウトカム 内容 指標 データソース

放射線治療が適応となる症例に対

して放射線治療が実施される体制

様式4（全般事項）：放射線治

療ののべ患者数

④-1-1-1

現況報告

④-2-1

適切な放射線適応について検討で

きている

標準治療の実施率

放射線のQI（既存QI）

b35(70歳以下の乳房温存術後の

放射線療法)

b38(乳房切除後・再発ハイリスク

(T3以上N0を除く、または4個以上

リンパ節転移)への放射線療法)

lg13(Ⅲ期非小細胞肺癌に対する

同時化学放射線療法)

lg16(Ⅱ-Ⅲ期非小細胞肺癌に対

する放射線療法)

lg17(Ⅰ期非小細胞癌に対する定

位放射線治療)

lg24(限局型小細胞肺癌に対する

同時化学放射線療法)

lg27(限局型小細胞肺癌に対する

加速過分割照射法)

lg28(I-II期非小細胞肺癌に対す

る外科切除あるいは放射線療法)

④-2-1-1

QI研究

がん患者が放射線治療を理解して

納得して受ける

今回のがんの診断・治療全般につい

て総合的に評価した点数（放射線

療法を受けた患者に限定）

④-3-1-1

患者体験調査

放射線治療機器の充足
様式4（全般事項）：放射線治

療のべ患者数

④-1-1-2

現況報告

がん患者が放射線治療に伴う合併

症を把握している

「治療による副作用などに関して見

通しを持てた」と回答した患者の割

合

(放射線療法を受けた患者に限

定）

④-2-2-1

患者体験調査

必要時、放射線治療が円滑に開始

できる

初回治療として放射線療法を実施

した患者の診断から照射開始までの

日数

④-3-1-2

QI研究

医療者への適正運用体制（ガラス

バッチの装着等）

新規提案：放射線治療に関わる診

療従事者のガラスバッチの装着率

④-1-1-3

現況報告で収

集なし

がん患者が気軽に相談できる窓口を

把握している（がん患者が放射線

治療をについて相談できる医療機関

や部署を知っており、適切な情報を

入手できること）

第3回調査では項目なし

追加提案：「治療による副作用など

に関する説明を受けた」と回答した患

者の割合

④-2-2-2

患者体験調査

放射線治療の安全性確保について

評価する体制

様式4（全般事項）：医療安全

委員会等医療安全に関する体制の

有無

追加提案：重大合併症例/治療関

連死亡例に対して検証をする場の有

無

④-1-1-4

現況報告

放射線治療前中後のカンファレンス

の実施体制

様式4

別紙4
④-1-2-1

現況報告

④-3-2

がん患者が安全に放射線治療を受

けられる

重篤な早期合併症が発生しない

（皮膚障害、骨髄抑制等）

CTCAEのグレード３以上の放射線

による合併症が発生した割合

④-3-2-1

要開発

（JASTRO認定

施設の報告書）

多領域の診療科で検討して治療方

針を決定している

様式4（回数）

追加提案：カンファレンスの参加診

療科

④-1-2-2

現況報告

放射線治療の品質管理（第三者

機関による出力線量測定）
様式4

④-1-3-1

現況報告

治療計画装置の定期的な更新やメ

ンテナンス（数年に1回程度）を評

価

項目なし

（新規提案:治療計画装置のメンテ

ナンス状況）

④-1-3-2

現況報告

円滑に、必要なタイミングで、緩和的

放射線治療を提供できる施設に紹

介する（緊急照射等が必要な場合

も、対応できる）

様式4

追加提案：緩和照射の件数、緊急

照射の件数

④-1-4-1

現況報告

自施設内の診療科間の連携ができ

ている（診療科と放射線科との連携

等）

他の診療科と連携（紹介・相談・併

診）がとれていると回答した医師の

割合(パイロット調査時点。改変予

定)

④-2-3-1

医療者調査

自施設内の診療従事者が緩和的

放射線治療について把握できている

体制の有無

様式4
④-1-4-2

現況報告

自施設内の職種間で連携ができて

いる

自身の職種と他の職種は連携がとれ

ていると回答した医療者の割合(パイ

ロット調査時点。改変予定)

④-2-3-2

医療者調査

④-3-3

高度な放射線治療が適切に集約化

されている

過不足のない資源配分

放射線治療施設構造基準による人

員配置（放射線腫瘍医、品質管

理士、医学物理士、診療放射線技

師、治療専任看護士など）が適切

である放射線施設の割合

④-3-3-1

現況報告

④-1-5

強度変調放射線治療と外来での

核医学治療を提供する

密封小線源治療について、地域の

医療機関と連携し、役割分担する

密封小線源治療、IMRT、核医

学、IVR等の実施が適切な場合は、

地域の医療機関と連携し、提供する

様式4（全般事項）：のべ患者数
④-1-5-1

現況報告

地域での放射線治療に対する協力

体制ができる

（医療者の中で、自施設での治療

体制もしくは地域で治療可能かどう

かを認識ができる）

地域での放射線治療を行う施設を

知っている医療者の割合(パイロット

調査時点。改変予定)

④-2-3-3

医療者調査

④-1-6

専用治療病室を要する核医学治療

や粒子線治療等の高度な放射線

治療について、患者に情報提供を

行うとともに、必要に応じて適切な

医療機

関へ紹介する体制を整備する

専用治療病室を要する高度な放射

線治療について、がん患者へ十分に

情報提供をし、必要あれば紹介を行

う体制がある

様式4
④-1-6-1

現況報告

④-1-7

当該施設において集学的治療等を

提供しない場合には、適切な医療

に確実につなげることができる体制

を構築する（重複分野：集学的治

療、手術療法、薬物療法）

放射線治療の集約化

様式４

別紙３：我が国に多いがんで対応

できない場合について、連携先の記

載

④-1-7-1

現況報告

身体的・精神的な疲労を感じるがん

専門相談員の割合(パイロット調査

時点。改変予定)

④-2-4-1

医療者調査

④-1-8

専任の放射線診断に携わる専門的

な知識及び技能を有する常勤の医

師を１人以上配置する

様式４
④-1-8-1

現況報告

業務にやりがいを感じるがん専門相

談員の割合(パイロット調査時点。改

変予定)

④-2-4-2

医療者調査

④-1-9

専従の放射線治療に携わる専門的

な知識及び技能を有する常勤の医

師を１人以上配置する

様式４
④-1-9-1

現況報告

職場はキャリア支援をしていると実感

できる

職場はキャリア支援をしていると思う

医療者の割合(パイロット調査時点。

改変予定)

④-2-4-3

医療者調査

④-1-10

放射線治療に携わる専門的な知識

及び技能を有する常勤の診療放射

線技師を２人以上配置することが

望ましい

様式４
④-1-10-1

現況報告

④-1-11

専従の放射線治療における機器の

精度管理、照射計画の検証、照射

計画補助作業等に携わる専門的な

知識及び技能を有する常勤の技術

者等を１人以上配置する

様式４
④-1-11-1

現況報告

④-1-12

当該技術者は医学物理学に関する

専門資格を有する者であることが望

ましい

様式４
④-1-12-1

現況報告

④-1-13

放射線治療部門に、専従の放射線

治療に携わる専門的な知識及び技

能を有する常勤の看護師を１人以

上配置する

様式４
④-1-13-1

現況報告

④-1-14

当該看護師は放射線治療に関する

専門資格を有する者であることが望

ましい

様式４
④-1-14-1

現況報告

④-1-15

自施設において、放射線療法に関

連する取組のために必要な人材の

確保や育成に積極的に取り組む

（重複分野：手術療法、薬物療

法、緩和ケア、相談支援、その他）

様式４
④-1-15-1

現況報告

④-1-16

診療の質を高めるために必要な、各

種学会が認定する資格等の取得に

ついても積極的に支援する（重複

分野：手術療法、薬物療法、その

他）

職員の専門資格の取得を支援する
様式4（全般事項）：専門資格

取得数

④-1-16-1

現況報告

④-1-17

広告可能な資格を有する者のがん

診療への配置状況について積極的

に公表する（重複分野：手術療

法、薬物療法、その他）

自施設のHP等で専門職について公

表しているか
様式4

④-1-17-1

現況報告

④-1-18

病院長は、自施設においてがん医

療に携わる専門的な知識及び技能

を有する医師等の専門性及び活動

実績等を定期的に評価し、当該医

師等がその専門性を十分に発揮で

きる体制を整備する（重複分野：

手術療法、薬物療法、緩和ケア、

相談支援、その他）

医師が専門性を十分に発揮できる 様式4
④-1-18-1

現況報告

診療体制

人員関連

④-3-1

がん患者が適切な放射線療法が受

けられる

放射線治療に関わる人材の充足、

適材配置

④-1-3

関連する学会のガイドライン等も参

考に、第三者機関による出力線量

測定を行い、放射線治療の品質管

理を行う

④-2-3

医療者が自施設や地域で提供でき

る放射線治療やその適応等について

理解し、適切な連携を行う

④-2-2

適切な放射線治療中の管理ができ

ている

④-1-2

手術、放射線診断、放射線治療、

薬物療法、病理診断及び緩和ケア

等に携わる専門的な知識及び技能

を有する医師とその他の専門を異に

する医師等による、骨転移・原発不

明がん・希少がんなどに関して臓器

横断的にがん患者の診断及び治療

方針等を意見交換・共有・検討・確

認等するためのカンファレンス（重

複分野：手術療法、薬物療法、希

少がん、難治がん）

③-1-1

手術、放射線治療及び薬物療法を

効果的に組み合わせた集学的治

療、リハビリテーション及び緩和ケア

（以下「集学的治療等」という）を

提供する体制を有する（適切な手

術が提供できる体制の構築）（重

複分野：集学的治療、手術療法、

薬物療法）

④-1-4

緩和的放射線治療を患者に提供

できる体制を整備する。また自施設

の診療従事者に対し、緩和的放射

線治療の院内での連携体制につい

て周知していることに加え、連携する

医療機関に対し、患者の受入れ等

について周知している。さらに、ホー

ムページ等で、自施設におけるこれ

らの実施体制等について分かりやす

く公表して

いる

④-2-4

仕事にやりがい・満足感を感じている

医療者の割合が高い

現場が疲弊しておらず、医療者がモ

チベーションをもって業務にあたること

ができる（医療者のやりがい）
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5 薬物療法 

 

 
 

  

がん施策 内容 アウトプット指標 データソース 中間アウトカム 内容 指標 データソース 分野別アウトカム 内容 指標 データソース

抗がん剤のミキシング作業を薬剤師

が行う

項目なし

（新規提案：抗がん剤ミキシングを

薬剤師が行っている割合）

⑤-1-1-1

現況報告

⑤-2-1

適切な薬物療法の適応について検

討できている

治療適応について検討し、それがな

されているか

st19(術後補助化学療法でのレジメ

ン選択)

lg14(ⅡB・ⅢＡ期非小細胞肺癌

に対する術後薬物療法)

lg22(小細胞肺癌に対する多剤併

用薬物療法)

lg23(小細胞肺癌に対するシスプラ

チン併用薬物療法のコース数)

lg25(限局型小細胞肺癌に対する

薬物療法の標準レジメン)

lg30(悪性胸膜中皮腫に対する薬

物療法の標準レジメン)（既存QI）

⑤-2-1-1

QI研究

適応のあるがん患者には漏れなく最

適な薬物療法が行われている

lg15(肺癌死亡1ヶ月以内の全身

治療)（既存QI）

⑤-3-1-1

QI研究

薬物療法の調剤時・実施時等おけ

るチェック体制など適切な医療安全

対策体制が構築されている

様式4：レジメン審査・管理委員会

の設置の有無

追加提案：オーダー時に適切なレジ

メンであることや、累積投与量や腎機

能などのチェックがなされる体制の有

無、投与前に血液検査等の結果を

確認する体制の有無

⑤-1-1-2

現況報告

がん患者が薬物療法の副作用や合

併症等について相談できる場が明示

されている

「治療による副作用などに関して見

通しを持てた」と回答した患者の割

合（薬物療法を受けた患者に限

定）

⑤-2-2-1

患者体験調査

必要時、薬物療法が円滑に開始で

きる

初回治療として薬物療法を実施した

患者の診断～薬物療法開始までの

日数

⑤-3-1-2

QI研究

登録レジメンの審査と、管理する委

員会の設置

様式4：レジメン審査・管理委員会

の設置の有無

⑤-1-1-3

現況報告

自施設内でのレジメンのばらつきを縮

小し集約化する

項目なし

（新規提案：自施設内の登録レジ

メンの実施率、運用割合）

⑤-2-2-2

現況報告

外来化学療法室の運用体制の整

備

様式4：外来化学療法室ののべ利

用人数

⑤-1-1-4

現況報告

外来で対応可能な薬物療法は外来

で行う

様式４：薬物療法患者数と外来

化学療法の実施数

⑤-2-2-3

現況報告

⑤-3-2

がん患者が安全な薬物療法を受け

られる

重篤な有害事象の発生率を抑えら

れている

有害事象Grade5（死亡）の発生

率

⑤-3-2-1

QI研究

薬物療法の安全性確保について評

価する体制

様式4（全般事項）：医療安全

委員会等医療安全に関する体制の

有無

追加提案：重大合併症例/治療関

連死亡例に対して検証をする場の有

無

③-1-1-5

現況報告

⑤-1-2

外来化学療法を実施しているがん

患者が急変時等の緊急時に入院

できる体制を確保する

緊急時の対応（アレルギーのマルチ

セット・血管外漏出・スピルセットの準

備など）が誰でもわかるように示され

ている

項目なし

（新規提案：緊急時の対応方法

が明示されている）

⑤-1-2-1

現況報告

薬物治療に関するカンファレンスの実

施体制

様式4

別紙4

⑤-1-3-1

現況報告

⑤-3-3

治療によるがん患者の負担が軽減さ

れる

がん患者が感じる治療への負担が軽

減される

「がんやがんに伴う痛みがない」と回

答した患者の割合

「がんやがん治療に伴う痛み、吐き

気、息苦しさ、だすさ、しびれ、かゆみ

など、何らかのからだの苦痛がない」と

回答した患者の割合

（薬物療法を受けた患者に限定）

⑤-3-3-1

患者体験調査

多領域の診療科で検討して治療方

針を決定している

様式4（回数）

追加提案：カンファレンスの参加診

療科

⑤-1-3-2

現況報告

他施設紹介を行いやすい体制整備 別紙3
⑤-1-4-1

現況報告

自施設で治療が提供できない場合

には、他施設へスムーズに紹介でき

る

様式４

別紙３：我が国に多いがんで対応

できない場合について、連携先の記

載

⑤-1-4-2

現況報告

免疫関連有害事象対策チームやそ

れに準じる組織の構成、有害事象の

チェックリスト等の有無等

様式４

追加提案：緊急時の対応方法が

明示されている

⑤-1-5-1

現況報告

関連する診療科がない場合（循環

器内科、糖尿病科など）には具体

的な他院との連携方法の整備

様式４ ⑤-1-5-2

現況報告

自施設内の診療科間の連携ができ

ている（診療科と腫瘍内科との連携

等）

他の診療科と連携（紹介・相談・併

診）がとれていると回答した医師の

割合(パイロット調査時点。改変予

定)

⑤-2-3-1

医療者調査

様式４：専従の化学療法に携わる

医師の数
⑤-1-6-1

現況報告

自施設内の職種間で連携ができて

いる

自身の職種と他の職種は連携がとれ

ていると回答した医療者の割合(パイ

ロット調査時点。改変予定)

⑤-2-3-2

医療者調査

様式４：腫瘍内科専門医、がん治

療認定医数

⑤-1-6-2

現況報告

地域内の施設間における連携ができ

る（薬物療法に対する協力体制に

よる話し合いや計画、治療可能施

設の情報共有、レジメンや治療に関

してのオンライン相談の体制等）

地域の薬物療法を行う施設を知って

いる医療者の割合(パイロット調査時

点。改変予定)

⑤-2-3-3

医療者調査

⑤-1-7

外来化学療法室に、専従の薬物療

法に携わる専門的な知識及び技能

を有する常勤の看護師を１人以上

配置する

様式４：外来化学療法室に専従

の看護師数

⑤-1-7-1

現況報告

薬物療法に関連した勉強会への参

加数や開催数

様式４

追加提案：学ぶ機会の詳細記載

⑤-2-3-4

現況報告

⑤-1-8

当該看護師はがん看護又はがん薬

物療法に関する専門資格を有する

者であることが望ましい

様式４：がん看護専門看護師、が

ん薬物療法看護認定看護師または

がん化学療法看護認定看護師の数

⑤-1-8-1

現況報告

⑤-1-9

専任の薬物療法に携わる専門的な

知識及び技能を有する常勤の薬剤

師を１人以上配置する

様式４：外来化学療法室専任の

薬剤師数

⑤-1-9-1

現況報告

⑤-1-10

当該薬剤師はがん薬物療法に関す

る専門資格を有する者であることが

望ましい

様式４：外来がん治療認定薬剤

師、がん専門薬剤師、がん薬物療

法認定薬剤師数

⑤-1-10-1

現況報告

⑤-1-11

自施設において、薬物療法に関連

する取組のために必要な人材の確

保や育成に積極的に取り組む（重

複分野：手術療法、放射線療法、

緩和ケア、相談支援、その他）

人材育成 様式４
⑤-1-11-1

現況報告

⑤-1-12

診療の質を高めるために必要な、各

種学会が認定する資格等の取得に

ついても積極的に支援する（重複

分野：手術療法、放射線療法、そ

の他）

職員の専門資格の取得を支援する 様式4：専門資格取得人数
⑤-1-12-1

現況報告

身体的・精神的な疲労を感じるがん

専門相談員の割合(パイロット調査

時点。改変予定)

⑤-2-4-1

医療者調査

⑤-1-13

広告可能な資格を有する者のがん

診療への配置状況について積極的

に公表する（重複分野：手術療

法、放射線療法、その他）

自施設のHP等で専門職について公

表しているか
様式4

⑤-1-13-1

現況報告

業務にやりがいを感じるがん専門相

談員の割合(パイロット調査時点。改

変予定)

⑤-2-4-2

医療者調査

⑤-1-14

病院長は、自施設においてがん医

療に携わる専門的な知識及び技能

を有する医師等の専門性及び活動

実績等を定期的に評価し、当該医

師等がその専門性を十分に発揮で

きる体制を整備する（重複分野：

手術療法、放射線療法、緩和ケ

ア、相談支援、その他）

医師が専門性を十分に発揮できる 様式4
⑤-1-14-1

現況報告

職場はキャリア支援をしていると実感

できる

職場はキャリア支援をしていると思う

医療者の割合(パイロット調査時点。

改変予定)

⑤-2-4-3

医療者調査

⑤-3-1

がん患者が適切な薬物療法を受け

られる

看護師の適正配置

⑤-1-5

免疫関連有害事象を含む有害事

象に対して、他診療科や他病院と

連携

する等して対応する

⑤-1-4

当該施設において集学的治療等を

提供しない場合には、適切な医療

に確実につなげることができる体制

を構築する（重複分野：集学的治

療、手術療法、放射線療法）

医師の適正配置

⑤-1-6

専任の薬物療法に携わる専門的な

知識及び技能を有する常勤の医師

を１人以上配置する

⑤-2-3

医療者が自施設や地域で、安全か

つ適切に提供できる薬物療法につい

て理解できる

⑤-1-3

手術、放射線診断、放射線治療、

薬物療法、病理診断及び緩和ケア

等に携わる専門的な知識及び技能

を有する医師とその他の専門を異に

する医師等による、骨転移・原発不

明がん・希少がんなどに関して臓器

横断的にがん患者の診断及び治療

方針等を意見交換・共有・検討・確

認等するためのカンファレンス（重

複分野：手術療法、放射線療法、

希少がん、難治がん）

診療体制

人員関連

⑤-2-2

適切な薬物療法中の管理ができる

⑤-1-1

手術、放射線治療及び薬物療法を

効果的に組み合わせた集学的治

療、リハビリテーション及び緩和ケア

（以下「集学的治療等」という）を

提供する体制を有する（適切な手

術が提供できる体制の構築）（重

複分野：集学的治療、手術療法、

放射線療法）

現場が疲弊しておらず、医療者がモ

チベーションをもって業務にあたること

ができる（医療者のやりがい）

⑤-2-4

仕事にやりがい・満足感を感じている

医療者の割合が高い

薬剤師の適正配置
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６ 緩和ケア 

 

 
  

がん施策 内容 アウトプット指標 データソース 中間アウトカム 内容 指標 データソース 分野別アウトカム 内容 指標 データソース

⑥-1-1

がん患者の身体的苦痛や精神心

理的苦痛、社会的な問題等の把

握及びそれらに対する適切な対応

を、診断時から一貫して経時的に

行っている

共通のツールを用いた苦痛の把握を

診断時から一貫して経時的に行い、

その結果を（外来）主治医または

（入院）担当医グループに確実に

伝えて、（外来）主治医または

（入院）担当医チームはその結果

に基づき、適切な緩和ケアの提供を

行う

様式4

追加提案: 疼痛に関して、観察項

目や対応方法を記したマニュアルを

整備している

⑥-1-1-1

現況報告

がん患者が必要な時に診療科や緩

和ケア外来、連携している医療機関

を受診できる

第3回調査では項目なし （追加提

案:「つらい症状がある時に、医療機

関で対応してもらえた」と回答した患

者の割合)

⑥-2-1-1

患者体験調査

がん患者の身体的な苦痛が緩和さ

れている

「がんやがんに伴う痛みがない」と回

答した患者の割合

「がんやがん治療に伴う痛み、吐き

気、息苦しさ、だるさ、しびれ、かゆみ

など、何らかのからだの苦痛がない」と

回答した患者の割合

（変更提案:「医療者と目標共有し

た程度にがんやがん治療に伴う痛

み、吐き気、息苦しさ、だすさ、しび

れ、かゆみなど、何らかのからだの苦

痛がおさまっている」）

⑥-3-1-1

患者体験調査

⑥-1-2

がん診療に携わる全ての診療従事

者により、全てのがん患者に対し入

院、外来を問わず日常診療の定期

的な確認項目に組み込むなど頻回

に苦

痛の把握に努め、必要な緩和ケア

の提供を行う

入院時には担当医グループや病棟

看護師が、外来では外来主治医や

看護師が、共通のツールを用い、

ルーチン業務に組み込んで、苦痛の

把握を行っている。その結果を（外

来）主治医または（入院）担当医

グループに確実に伝えて、（外来）

主治医または（入院）担当医チー

ムはその結果に基づき、適切な緩和

ケアの提供を行う

様式4
⑥-1-2-1

現況報告

がん患者が症状にすみやかに対応し

てもらえたと感じることができる

「医療スタッフはつらい症状にすみや

かに対応してくれた」と回答した患者

の割合

⑥-2-1-2

患者体験調査

がん患者の精神心理的な苦痛が緩

和されている

「がんやがん治療に伴い、気持ちがつ

らくない」と回答した患者の割合

⑥-3-1-2

患者体験調査

⑥-1-3

医療用麻薬等の鎮痛薬の初回使

用時や用量の増減時には、医師か

らの

説明とともに薬剤師や看護師等に

より、外来・病棟を問わず医療用麻

薬

等を自己管理できるよう指導する。

その際には、自記式の服薬記録を

整備活用する

医療用麻薬の開始時や容量の増減

時には、十分な説明を行う
様式4

⑥-1-3-1

現況報告

がん患者の社会的問題への適切な

対応が出来ている

第3回調査では項目なし (追加提

案:「社会的な困りごと（経済面、仕

事、家族関係など）を医療者や、連

携している専門職に相談したい時に

相談できた」と回答した患者の割合)

⑥-3-1-3

患者体験調査

⑥-1-4

患者が必要な緩和ケアを受けられ

るよう、緩和ケア外来の設置など外

来において専門的な緩和ケアを提

供できる体制を整備する

外来での緩和ケア提供体制を整備

する
様式4

⑥-1-4-1

現況報告

がん患者の日常生活への支障が少

ない

「がんやがん治療に伴う、からだの苦

痛や気持ちの辛さにより、日常生活

を送る上で困っていることがない」と回

答した患者の割合

⑥-3-1-4

患者体験調査

⑥-1-5

がん診療に携わる全ての診療従事

者の対応能力を向上させることが

必要であり、これを支援するために

組織上明確に位置付けられた緩和

ケアチームにより、緩和ケア提供体

制を整備する

様式4

別紙8：チーム構成

追加提案：自施設内での研修会

開催実績

⑥-1-5-1

現況報告

⑥-2-2

緩和ケアチームとの連携ができている

自施設内の緩和ケアチームと十分に

連携ができる

緩和ケアに関して他診療科と連携が

取れていると感じる医師の割合(パイ

ロット調査時点。改変予定)

⑥-2-2-1

医療者調査

がん患者・家族が、自らが望む場所

で過ごせたと感じられる

がん患者が望んだ場所で過ごせたと

回答した遺族の割合

⑥-3-2-1

遺族調査

⑥-1-6

緩和ケアチームの看護師は、主治医

及び看護師、公認心理師等と協働

し、適切な支援を実施する

様式4
⑥-1-6-1

現況報告

がん患者の生活上の重要な問題へ

の医療者の認識が高まる

がん患者の生活上の問題を職種間

で共有している医療者の割合(パイ

ロット調査時点。改変予定)

⑥-2-3-1

医療者調査

がん患者が自らが望む医療が受けら

れたと感じる

亡くなった場所で受けた医療は、全

般的に満足と回答した遺族の割合

⑥-3-2-2

遺族調査

難治性の疼痛などを速やかに緩和ケ

アチームにつなぐ風土がある。すべて

の診療従事者が、がん患者からの苦

痛表明があった際の対応ルートを周

知する体制

様式4
⑥-1-7-1

現況報告
ACPを知っている医療者が増える

ACPについて説明できる医療者の割

合

⑥-2-3-2

医療者調査

がん患者とその家族が理解しやすく、

緩和ケアに関する情報や診療方針

の説明を行なう

様式4

変更提案: ⑥-1-8-1(対応を明確

化し自施設内で周知すること),2(患

者や家族に診療方針を提示するこ

と)を分けて収集する

⑥-1-7-2

現況報告

地域で治療可能な施設の認識、適

材配置の共通認識ができる

緩和医療を実施している施設を知っ

ている医療者の割合(パイロット調査

時点。改変予定)

⑥-2-3-3

医療者調査

⑥-1-8

緩和ケアの提供体制について緩和

ケアチームへ情報を集約するため

に、がん治療を行う病棟や外来部

門には、緩和ケアチームと各部署を

つなぐ役割を担うリンクナースなどを

配置することが望ましい

がん治療を行う病棟や外来部門に

緩和ケアチームとのリンクナースなどを

配置する

様式4
⑥-1-8-1

現況報告

⑥-1-9

診断や治療方針の変更時には、ラ

イフステージ、就学・就労、経済状

況、家族との関係性等、がん患者と

その家族にとって重要な問題につい

て、患者の希望を踏まえて配慮や支

援ができるよう努める

様式4

別紙11：相談支援センターで相談

内容ごとの件数

⑥-1-9-1

現況報告

⑥-1-10

患者や家族に対し、必要に応じて、

アドバンス・ケア・プランニングを含め

た意思決定支援を提供できる体制

を整備している

様式4
⑥-1-10-1

現況報告

⑥-1-11

定期的に病棟ラウンド及びカンファ

レンスを行い、依頼を受けていない

がん患者も含めて苦痛の把握に努

めるとともに、適切な症状緩和につ

いて協議し、必要に応じて主体的に

助言や指導等を行っている

緩和ケアチームで依頼を受けていな

いがん患者も含めた苦痛の把握、協

議、助⾔・指導をする

様式4

追加提案：1か月あたりの開催回

数

⑥-1-11-1

現況報告

⑥-1-12

緩和ケアチーム専従の看護師は、

苦痛の把握の支援や専門的緩和ケ

アの提供に関する調整等、外来・病

棟の看護業務を支援・強化する

緩和チーム専従看護師は施設内の

看護業務を支援・強化する
様式4

⑥-1-12-1

現況報告

⑥-1-13

全てのがん患者に対して苦痛の把

握と適切な対応がなされるよう緩和

ケアに係る診療や相談支援、患者

からのＰＲＯ（患者報告アウトカ

ム）、医療用麻薬の処方量など、

院内の緩和ケアに係る情報を把握

し、検討・改善する場を設置してい

る。それを踏まえて自施設において

組織的な改善策を講じる等、緩和

ケアの提供体制の改善に努める

全てのがん患者に対して苦痛の把握

と適切な対応をするための情報把

握、検討・改善の場を設ける

様式4
⑥-1-13-1

現況報告

⑥-1-14

がん看護に関する専門資格を有す

る看護師等による定期的ながん患

者カ

ウンセリングを行う（都道府県拠

点）

様式4

別紙21：メンバー

⑥-1-14-1

現況報告

⑥-1-15

看護カンファレンスを週１回程度開

催し、患者とその家族の苦痛に関す

る情報を外来や病棟看護師等と共

有する（都道府県拠点）

様式4
⑥-1-15-1

現況報告

⑥-1-16

緊急緩和ケア病床を確保し、かかり

つけ患者や連携協力リストを作成し

た在宅療養支援診療所等からの紹

介患者を対象として、緊急入院体

制を整備する（都道府県拠点）

様式4

別紙7：緊急緩和ケア病床への受

け入れ患者数

⑥-1-16-1

現況報告

⑥-1-17

地域の病院や在宅療養支援診療

所、ホスピス・緩和ケア病棟等の診

療従事者と協働して、緩和ケアにお

ける連携協力に関するカンファレンス

を月１回程度定期的に開催する

（都道府県拠点）

様式4

別紙7：地域のカンファレンスに参加

した年間回数

⑥-1-17-1

現況報告

⑥-1-18

緩和ケアセンターの構成員が参加

するカンファレンスを週１回以上の

頻度で開催し、緩和ケアセンターの

業務に関する情報共有や検討を行

う（都道府県拠点）

様式4
⑥-1-18-1

現況報告

⑥-1-19

緩和ケアセンターは、都道府県と協

力する等により、都道府県内の各

拠点病院等が、緩和ケア提供体制

の質的な向上や、地域単位の緩和

ケアに関する取組について検討でき

るように、支援を行っている（都道

府県拠点）

様式4
⑥-1-19-1

現況報告

自殺リスクに対して自施設内の診療

従事者全体で取り組む体制を構築

していること

様式4
⑥-1-20-1

現況報告

⑥-3-3

がん患者の自殺がなくなる
がん患者の自殺数が減少する がん患者の自殺数

⑥-3-3-1

革新的自殺研

究推進プログラ

ム

自殺リスク対応のフローを構築してい

ること
様式4

⑥-1-20-2

現況報告

自殺リスクに対して自施設内の診療

従事者全体で共通認識を持つこと

様式4

別紙14：自殺リスクに関する研修の

実施有無

⑥-1-20-3

現況報告

自施設に精神科、心療内科等があ

る、もしくは地域の関係機関等との

連携体制を確保していること

様式4
⑥-1-20-4

現況報告

自施設のがん患者に限らず、他施設

の患者の受け入れ態勢整備
様式4

⑥-1-21-1

現況報告

緊急入院の受け入れ体制整備
別紙7：緊急緩和ケア病床数、入

院患者数

⑥-1-21-2

現況報告

⑥-1-22

緩和ケア外来等への患者紹介につ

いて、地域の医療機関に対して広

報等を行っている

緩和ケア外来等へのがん患者紹介

について、地域の医療機関に対して

広報

様式4
⑥-1-22-1

現況報告

⑥-1-23

かかりつけ医等の協力・連携を得

て、主治医及び看護師が緩和ケア

チームと共に、退院後の居宅におけ

る緩和ケアに関する療養上必要な

説明及び指導を行う

かかりつけ医との協力・連携による居

宅における療養指導（自宅退院後

に在宅医が困り事を相談することが

できる）

様式4
⑥-1-23-1

現況報告

⑥-1-24

難治性疼痛に対する神経ブロック

等について、自施設における麻酔科

医等との連携等の対応方針を定め

ている。また、自施設で実施が困難

なために、外部の医療機関と連携し

て実施する場合には、その詳細な連

携体制を確認しておく。さらに、ホー

ムページ等で、神経ブロック等の自

施設における実施状況や連携医療

機関名等、その実施体制について

分かりやすく公表している

難治性疼痛に対する神経ブロック等

につなげる体制ができている

様式4

別紙7：神経ブロックを受ける患者

数

⑥-1-24-1

現況報告

⑥-1-25

連携する地域の医療施設における

がん診療に携わる医師に対して、緩

和ケアに関する研修の受講勧奨を

行う

地域の緩和ケアの質向上 様式4
⑥-1-25-1

現況報告

⑥-1-26

緩和ケアチームに、専任の身体症

状の緩和に携わる専門的な知識及

び

技能を有する常勤の医師を１人以

上配置する

様式4：人数
⑥-1-26-1

現況報告

身体的・精神的な疲労を感じるがん

専門相談員の割合(パイロット調査

時点。改変予定)

⑥-2-4-1

医療者調査

⑥-1-27

上記当該医師については、専従で

あることが望ましい。また、当該医

師は緩和ケアに関する専門資格を

有する者であることが望ましい

様式4：人数
⑥-1-27-1

現況報告

業務にやりがいを感じるがん専門相

談員の割合(パイロット調査時点。改

変予定)

⑥-2-4-2

医療者調査

⑥-1-28

緩和ケアチームに、精神症状の緩

和に携わる専門的な知識及び技能

を

有する常勤の医師を１人以上配置

する。なお、当該医師については、

専任であることが望ましい

様式4：人数
⑥-1-28-1

現況報告

職場はキャリア支援をしていると実感

できる

職場はキャリア支援をしていると思う

医療者の割合(パイロット調査時点。

改変予定)

⑥-2-4-3

医療者調査

⑥-1-29

緩和ケアチームに、専従の緩和ケア

に携わる専門的な知識及び技能を

有する常勤の看護師を１人以上配

置する

様式4：人数
⑥-1-29-1

現況報告

⑥-1-30

当該看護師はがん看護又は緩和ケ

アに関する専門資格を有する者

様式4：人数
⑥-1-30-1

現況報告

⑥-1-31

緩和ケアチームに、緩和ケアに携わ

る専門的な知識及び技能を有する

薬剤師及び相談支援に携わる専門

的な知識及び技能を有する者をそ

れぞれ１人以上配置する

様式4：人数
⑥-1-31-1

現況報告

⑥-1-32

上記当該薬剤師は緩和薬物療法

に関する専門資格を有する者である

ことが望ましい (他部署との兼任

可)

様式4：人数
⑥-1-32-1

現況報告

⑥-1-33

上記当該相談支援に携わる者は社

会福祉士等であることが望ましい

(他部署との兼任可)

様式4：人数
⑥-1-33-1

現況報告

⑥-1-34

緩和ケアチームに協力する、公認心

理師等の医療心理に携わる専門的

な知識及び技能を有する者を１人

以上配置することが望ましい

様式4：人数
⑥-1-34-1

現況報告

⑥-1-35

「がん等の診療に携わる医師等に対

する緩和ケア研修会の開催指針」

（平成29年12月１日付け健発

1201第２号厚生労働省健康局

長通知の別添）に準拠し、当該が

ん医療圏においてがん診療に携わる

医師を対象とした緩和ケアに関する

研修を、都道府県と協議の上、開

催する

医師に対する緩和ケア研修会の開

催

様式4：自施設の長、および自施

設に所属する臨床研修医及び１年

以上自施設に所属するがん診療に

携わる医師・歯科医師の研修受講

率

⑥-1-35-1

現況報告

⑥-1-36

自施設において、緩和ケアに必要な

人材の確保や育成に積極的に取り

組む(重複分野：手術療法、薬物

療法、放射線療法、相談支援、そ

の他)

様式4

新規提案: 医師以外のがん診療に

携わす診療従事者の緩和ケア研修

会受講率

⑥-1-36-1

現況報告

⑥-1-37

診療の質を高めるために必要な、各

種学会が認定する資格等の取得に

ついても積極的に支援する(重複分

野：手術療法、薬物療法、放射線

療法、その他)

様式4（全般事項）：専門資格

取得人数

⑥-1-37-1

現況報告

⑥-1-38

病院長は、自施設においてがん医

療に携わる専門的な知識及び技能

を有する医師等の専門性及び活動

実績等を定期的に評価し、当該医

師等がその専門性を十分に発揮で

きる体制を整備する(重複分野：

手術療法、薬物療法、放射線療

法、その他)

様式4
⑥-1-38-1

現況報告

⑥-1-39

緩和ケアセンターの機能を統括する

医師を緩和ケアセンター長として１

人配置すること。なお、当該医師に

ついては、常勤であり、かつ、院内

において管理的立場の医師である

（都道府県拠点）

様式4

別紙21

⑥-1-39-1

現況報告

⑥-1-40

緊急緩和ケア病床を担当する専門

的な知識及び技能を有する常勤の

医師を１人以上配置する。緩和ケ

アチームの医師との兼任を可とす

る。当該医師については、夜間休日

等も必要時には主治医や当直担当

医と連絡を取ることができる体制を

整備する（都道府県拠点）

様式4

別紙21

⑥-1-40-1

現況報告

⑥-1-41

緩和ケアセンターの機能を管理・調

整する、専従のジェネラルマネー

ジャーを配置する。ジェネラルマネー

ジャー、常勤であり、かつ院内にお

いて管理的立場にある看護師であ

る。なお、当該看護師はがん看護に

関する専門資格を有する者であるこ

とが望ましい（都道府県拠点）

様式4

別紙21

⑥-1-41-1

現況報告

⑥-1-42

上記に規定するジェネラルマネー

ジャーとは別に、専従かつ常勤の看

護師を２人以上配置すること。な

お、当該看護師はがん看護に関す

る専門資格を有する者であること。

また、当該看護師は緩和ケアチーム

の看護師との兼任を可とする（都

道府県拠点）

様式4

別紙21

⑥-1-42-1

現況報告

⑥-1-43

緩和ケアセンターの業務に協力する

薬剤師を配置する。なお、当該薬

剤師はがん薬物療法に関する専門

資格を有する者であることが望まし

い。また、当該薬剤師は緩和ケア

チームの薬剤師との兼任を可とする

（都道府県拠点）

様式4

別紙21

⑥-1-43-1

現況報告

⑥-1-44

専任の緩和ケアセンターにおける相

談支援業務に携わる者を１人以上

配置する。また、当該者については

がん相談支援センターの相談支援

に携わる者との兼任および、がん相

談支援センター内にて当該業務に

従事することを可とする（都道府県

拠点）

様式4

別紙21

⑥-1-44-1

現況報告

⑥-1-45

ジェネラルマネージャーを中心に、歯

科医師や医療心理に携わる者、理

学療法士、管理栄養士、歯科衛生

士等の診療従事者が連携する

（都道府県拠点）

様式4

別紙21

⑥-1-45-1

現況報告

緩和ケアセンターの人員配置

施設における人材育成支援

都道府県拠点

での体制

人員関連

医師の適正配置

看護師の適正配置

その他の職種の適正配置

自殺リスク

⑥-1-20

がん患者の自殺リスクに対し、院内

で共通したフローを使用し、対応方

法や関係機関との連携について明

確にしておくこと。また関係職種に情

報共有を行う体制を構築しているこ

と。自施設に精神科、心療内科等

がない場合は、地域の医療機関と

連携体制を確保している

現場が疲弊しておらず、医療者がモ

チベーションをもって業務にあたること

ができる（医療者のやりがい）

診療体制

整備

⑥-3-2

【終末期のがん患者について】がん患

者とその家族が、充分な意思決定

支援の元で、過ごし方を決定できる

自施設内における緩和ケアチームの

位置づけを明確にする

緩和ケアチームによる診療従事者の

知識・スキルの底上げをする

当該都道府県における緩和ケア提

供体制の中心として、緩和ケアチー

ム、緩和ケア外来、緩和ケア病棟等

を有機的に統合する緩和ケアセン

ターを整備し、当該緩和ケアセンター

を組織上明確に位置づける。緩和ケ

アセンターは、緩和ケアチームが主体

となって活動を行い、専門的緩和ケ

アを提供する自施設内拠点組織とす

る

相談支援センターや看護外来などと

の連携も含め、意思決定支援の体

制の整備

⑥-2-1

がん患者とその家族が緩和ケアを利

用できる

⑥-2-4

仕事にやりがい・満足感を感じている

医療者の割合が高い

⑥-1-21

自施設のがん患者に限らず、他施

設でがん診療を受けている、または

受けていた患者についても受入れを

行っている

地域連携

⑥-2-3

医療者が自施設や地域で、安全か

つ適切に提供できる緩和ケアについ

て理解できる

自施設内の

連携体制

⑥-1-7

緩和ケアチームへがん患者の診療

を依頼する手順等、評価された苦

痛に対する対応を明確化し、院内

の全ての診療従事者に周知するとと

もに、患者とその家族に緩和ケアに

関する診療方針を提示する

⑥-3-1

苦痛のあるがん患者が適切な緩和

ケアによって最大限、苦痛が軽減さ

れている
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7 希少がん 

 

 

 
 

 

 

８ 難治がん 

 

 

 

 

 

  

がん施策 内容 アウトプット指標 データソース 中間アウトカム 内容 指標 データソース 分野別アウトカム 内容 指標 データソース

⑦-1-1

専門的な知識及び技能を有する医

師とその他の専門を異にする医師等

による、希少がんに関して臓

器横断的にがん患者の診断及び治

療方針等を意見交換・共有・検討・

確認等するためのカンファレンス

（重複分野：手術療法、薬物療

法、放射線療法、難治がん）

エビデンスの少ない希少がんについ

て、治療方針策定に際して多職種

によるカンファレンスにおける議論

様式４

別紙4：「希少がん」の記載があるも

の

⑦-1-1-1

現況報告

医療者が希少がんを受け入れている

病院を把握している

パイロット調査項目なし

（新規提案：がん情報サービスで、

各施設で診断ができるがん種が公開

されていることを知っているか）

⑦-2-1-1

医療者調査

初診から治療開始までの期間（希

少がんに限る）

⑦-3-1-1

QI研究

⑦-1-2

地域の実状に応じて、以下のアから

ケを参考に医療機関間の連携が必

要な医療等について、都道府県内

の各拠点病院等及び他のがん診

療を担う医療機関における役割分

担を整理・明確化し、その内容を関

係者間で共有するとともに広く周知

する

オ 分野別に希少がん・難治がんの

対応を行う体制

（重複分野：都道府県協議会、

難治がん、ライフステージ）

協議会において希少がんの診療、連

携体制、診療実績について協議・情

報共有する。希少がんにおいては、

「技術的に」診療可能かどうかだけで

はなく、集約化の観点を踏まえて自

施設で診療すべきか検討

様式４

別紙4：「希少がん」の記載があるも

の

⑦-1-2-1

現況報告
病理コンサルテーションの利用

項目なし

（新規提案：診断に難渋する症例

は病理コンサルテーションの利用をし

ている）

⑦-2-1-2

現況報告

「初診から診断までの期間までが1か

月未満」（希少がんに限る）

「確定診断から治療開始までが1ヶ

月未満」と回答した患者の割合（希

少がんに限る）

⑦-3-1-2

患者体験調査

⑦-1-3

自施設で対応できるがんについて、

提供可能な診療内容を病院ホーム

ページ等でわかりやすく広報する

（重複分野：情報提供）

がん種、治療方法ごとに正しく現状

を現況報告に反映している
別紙２

⑦-1-3-1

現況報告

がん患者が病院選択に困らない/こ

の病院でよかったのかと心配にならな

い

症状や検診結果に対し初めて病院・

診療所を受診したときから、最初の

治療を受けるまでの間の受診した施

設の数の平均（希少がんに限る）

⑦-2-2-1

患者体験調査

不適切治療がなくなる（診断前、診

断後とも）

初回治療でガイドラインがある疾患は

ガイドライン通りに治療がされている

⑦-3-1-3

QI研究

医療者が希少がん治療のできる病

院を把握している

パイロット調査項目なし

（新規提案：がん情報サービスで、

各施設で治療ができるがん種が公開

されていることを知っているか）

⑦-2-2-2

医療者調査

⑦-1-4

希少がんに関して、専門家による適

切な集学的治療が提供されるよ

う、他の拠点病院等及び地域の医

療機関との連携及び情報提供がで

きる体制を整備する

専門医と地域の診療医が連携する 様式4
⑦-1-4-1

現況報告

⑦-2-3

がん患者が受診先に困らない（医

師が紹介先に困らない）

がん患者ががん相談センター等で相

談ができる

「相談支援センターを利用したことが

ある」と回答した患者の割合（希少

がんに限る）

⑦-2-3-1

患者体験調査

⑦-3-2

患者が希少がん診療に対して満足

する

患者が希少がん診療について満足し

ている治療を受けられている

「あなたを担当した医師は、あなたの

がんについて十分な知識や経験を

持っていた」と回答した患者の割合

（希少がんに限る）

⑦-3-2-1

患者体験調査

⑦-1-5

希少がんの患者の診断・治療に関

しては、積極的に都道府県協議会

における役割分担の整理を活用し、

対応可能な施設への紹介やコンサ

ルテーションで対応する

希少がんについて、対応可能な施設

への紹介が出来ている
様式4

⑦-1-5-1

現況報告

⑦-2-4

がん診療連携協議会で取り決めた

がん種については、地域内での集約

化が進む

希少がんの情報提供・相談支援ネッ

トワークの参加や利用
参加状況や利用状況

⑦-2-4-1

厚労科研川井

班データ

円滑に治療が始まる（治療開始前

受診施設が減り、初診から治療開

始までの期間が短縮する）

地域連携

診療提供体制

⑦-2-1

適切な希少がんの診断ができる

⑦-2-2

適切な治療オプションが提供できる

⑦-3-1

希少がん患者が適切な治療を受け

られる

がん施策 内容 アウトプット指標 データソース 中間アウトカム 内容 指標 データソース 分野別アウトカム 内容 指標 データソース

⑧-1-1

難治がんの患者の診断・治療に関

しては、積極的に都道府県協議会

における役割分担の整理を活用し、

対応可能な施設への紹介やコンサ

ルテーションで対応する

難治がんの診療体制を情報公開す

る
別紙2

⑧-1-1-1

現況報告

⑧-2-1

医療者が適切な治療の選択肢を提

示できる

医療者が難治がんについて患者に情

報提供ができていると感じる

治療開始前に難治がんの患者に、

治療の選択肢、具体的な予後、完

治が難しいことについて説明をしてい

ると感じる医療者の割合(パイロット

調査時点。改変予定)

⑧-2-1-1

医療者調査

⑧-3-1

患者が受診先に困らない（医師が

紹介先に困らない）

患者が病院選択に困らない/この病

院でよかったのかと心配にならない

症状や検診結果に対し初めて病院・

診療所を受診したときから、最初の

治療を受けるまでの間の受診した施

設の数の平均

⑦-3-1-1

患者体験調査

⑧-1-2

専門的な知識及び技能を有する医

師とその他の専門を異にする医師等

による、骨転移・原発不明がん・希

少がんなどに関して臓器横断的にが

ん患者の診断及び治療方針等を

意見交換・共有・検討・確認等する

ためのカンファレンス（重複分野：

手術療法、薬物療法、放射線療

法、希少がん）

難治がんに対する多職種多科でのカ

ンファレンスの実施体制

様式4

別紙4
⑧-1-2-1

現況報告

⑧-1-3

地域の実状に応じて、以下のアから

ケを参考に医療機関間の連携が必

要な医療等について、都道府県内

の各拠点病院等及び他のがん診

療を担う医療機関における役割分

担を整理・明確化し、その内容を関

係者間で共有するとともに広く周知

する

オ 分野別に希少がん・難治がんの

対応を行う体制（重複分野：都

道府県協議会、希少がん、ライフス

テージ）

地域の医療関係との連携が取れて

いるか確認する。難治がんでは臨床

試験・治験等も重要であり、その情

報を踏まえて診療先を提示する必要

がある。

別紙3
⑧-1-3-1

現況報告

臨床試験を行っている施設への受診

を患者が希望することができる

第3回調査では項目なし (追加提

案:「臨床試験を希望した際に担当

医が説明や紹介をしてくれた」と回答

した患者の割合)

⑧-3-2-1

患者体験調査

臨床試験を行っていることを公開して

いる

別紙2

別紙17：臨床試験の実施状況を

公開している

⑧-3-2-2

現況報告

⑧-1-4

専門家による適切な集学的治療が

提供されるよう、他の拠点病院等

及び地域の医療機関との連携及び

情報提供ができる体制を整備する

専門医と地域の診療医が連携する 様式4 ⑧-1-4-1

現況報告

⑧-1-5

難治がんの患者の診断・治療に関

しては、積極的に都道府県協議会

における役割分担の整理を活用し、

対応可能な施設への紹介やコンサ

ルテーションで対応する

難治がん患者の対応可能な施設へ

の紹介やコンサルテーションが出来る
様式4 ⑧-1-5-1

現況報告

地域連携

診療体制

⑧-3-2

臨床試験を希望した患者が臨床試

験に入れる
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９ ライフステージに応じたがん対策（診断前〜サバイバーシップ） 

 

 
  

がん施策 内容 アウトプット指標 データソース 中間アウトカム 内容 指標 データソース 分野別アウトカム 内容 指標 データソース

⑨-1-1

小児がん患者で長期フォローアップ

中の患者については、小児がん拠

点病院や連携する医療機関と情報

を共有する体制を整備する

長期フォローアップ中の小児がん患者

の情報を地域の施設と共有する体

制の整備

様式4
⑨-1-1-1

現況報告

小児がんサバイバーがその特性に応

じた相談や、病院選択が出来る

小児がん拠点病院・連携病院が診

療している小児がんサバイバーの成

人患者数(測定困難。今後検討)

⑨-2-1-1

小児がんサバイバーが、適切にフォ

ローアップされる（二次発がんの早期

発見も含め）

未定 ⑨-3-1-1

⑨-1-2

地域の実状に応じて、以下のアから

ケを参考に医療機関間の連携が必

要な医療等について、都道府県内

の各拠点病院等及び他のがん診

療を担う医療機関における役割分

担を整理・明確化し、その内容を関

係者間で共有する

カ　小児がんの長期フォローアップを

行う体制（重複分野：都道府県

協議会、希少がん、難治がん、ライ

フステージ）

長期フォローアップ体制に関して都道

府県協議会で議論する
別紙28

⑨-1-2-1

現況報告

医療者が、小児がんサバイバーをフォ

ローする医療機関を適切に紹介でき

る

地域で、成人した、小児がん患者を

定期フォローする施設を知っている医

療者の割合(パイロット調査時点。改

変予定)

⑨-2-1-2

医療者調査

小児がんサバイバーやその家族が適

切な医療や支援を受けられると感じ

る

未定 ⑨-3-1-2

⑨-1-3

多職種からなるＡＹＡ世代支援

チームを設置することが望ましい

AYA世代のがん患者を拾い上げる

仕組みを整備し、全てのAYA世代の

がん患者にサポートに関する情報提

供を行う

様式4：支援チーム設置有無、

「AYA世代がんサポート研修会」を

受けた診療従事者の人数

別紙10:AYA支援チーム構成員の

職種

⑨-1-3-1

現況報告

⑨-2-2

自施設内でAYA世代のがん患者の

情報が共有され、多職種間で連携

して支援できている

AYA世代のがん患者が来院している

ことを把握し、施設内で共有する

項目なし

新規提案：AYA世代の患者を把

握する仕組みがある施設の割合

(AYA支援チームがなくてもよい)

⑨-2-2-1

現況報告

AYA世代のがん診療に関する評価

が向上する

今回のがんの診断・治療全般につい

て総合的に評価した点数

(AYA世代に限定)

⑨-3-2-1

患者体験調査

⑨-1-4

地域の実状に応じて、以下のアから

ケを参考に医療機関間の連携が必

要な医療等について、都道府県内

の各拠点病院等及び他のがん診

療を担う医療機関における役割分

担を整理・明確化し、その内容を関

係者間で共有する

キ

ＡＹＡ世代のがんの支援体制

（重複分野：都道府県協議会、

希少がん、難治がん、ライフステー

ジ）

都道府県内でAYAネットワークのよう

な形で、地域内の医療関係者や行

政との連携が取れている

別紙10：AYA世代の支援有無

/AYA世代の支援で連携する施設

名

別紙28

⑨-1-4-1

現況報告

AYA世代のがん患者が適切な支援

を受けられると感じる

項目なし

(追加提案：「ライフイベントや環境

等に応じたに支援を受けられた」と回

答したAYA世代の患者の有無)

⑨-3-2-2

患者体験調査

⑨-1-5

各地域のがん・生殖医療ネットワー

クに加入し、｢小児・ＡＹＡ世代の

がん患者等の妊孕性温存療法研

究促進事業」へ参画するとともに、

対象となりうる患者や家族には必ず

治療開始前に情報提供する

生殖医療を提供できる体制を連携も

含めて整備する
様式4

⑨-1-5-1

現況報告

「最初のがん治療が開始される前

に、医師から生殖機能（妊孕性）

への影響について説明があった」と回

答した患者の割合

⑨-2-3-1

患者体験調査

⑨-3-3

生殖医療の対象となりうるがん患者

が、その選択に応じた適切な医療提

供を受けられる

妊孕性温存の説明を受け、希望に

応じて実施する

「最初のがん治療が開始される前

に、生殖機能の温存（妊孕性温

存）について、説明が必要」と回答

した患者のうち、「がん治療の開始に

際し、実際に生殖機能の温存（妊

孕性温存）のために、精子や卵子

等の保存や、治療方法の変更（薬

の変更を含む）を行った」と回答した

患者の割合

⑨-3-3-1

患者体験調査

⑨-1-6

患者の希望を確認するとともに、が

ん治療を行う診療科が中心となっ

て、院内または地域の生殖医療に

関する診療科とともに、妊孕性温存

療法及びがん治療後の生殖補助

医療に関する情報提供及び意思決

定支援を行う体制を整備する

自施設で対応できなくとも、地域の

医療施設を紹介できる体制が整備

される

様式4
⑨-1-6-1

現況報告

「最初のがん治療が開始される前

に、医師から生殖機能（妊孕性）

への影響について説明」があったと回

答した患者のうち、「生殖機能の温

存のための具体的な方法に関する説

明があった」と回答した患者の割合

⑨-2-3-2

患者体験調査

⑨-1-7

自施設において、がん・生殖医療に

関する意思決定支援を行うことがで

きる診療従事者の配置・育成に努

める

専門的な知識を持つ人材の育成、

配置に務める

様式4（全般事項）：認定がん・

生殖医療ナビゲーターの数、がん・生

殖医療専門心理士の数

別紙10：育成に関する取り組み状

況

⑨-1-7-1

現況報告

医療者が生殖医療の対象となりうる

がん患者に必要な対応を理解してい

る割合

治療開始前にがん治療が妊孕性に

影響が及ぶことを患者に説明してい

る医療者の割合（パイロット調査時

点。改変予定）

⑨-2-3-3

医療者調査

⑨-1-8

小児がん、ＡＹＡ世代のがん患者

への治療及び支援（妊孕性温存

療法を含む）やがんゲノム医療につ

いても、自施設で提供できる場合や

連携して実施する場合はその旨を

広報する（重複分野：情報提

供）

小児がん、AYA世代のがん患者へ

の治療及び支援を行っていることを公

開する

様式4
⑨-1-8-1

現況報告

妊孕性温存についての情報提供を

行う体制を整備する
別紙10：妊孕性温存に関する支

援内容

⑨-1-9-1

現況報告

就学・復学を支援する体制を整備す

る(就学支援のためのマニュアル整備

等)

別紙10：就学支援内容
⑨-1-9-2

現況報告

⑨-2-4

アピアランスケアに関する相談が増え

る

がん患者が外見の変化に関する悩

みを医療者に相談できる

「がん治療による外見の変化に関す

る悩みを医療スタッフに相談ができ

た」と回答した患者の割合

⑨-2-4-1

患者体験調査

⑨-3-4

外見の変化に起因するがん患者の

苦痛が軽減する

外見の変化に起因する苦痛が軽減

する

第3回項目なし

（新規提案：「外見の変化に起因

する苦痛が軽減した」と回答した患

者の割合）

⑨-3-4-1

患者体験調査

別紙10：就業支援内容

追加提案：両立支援コーディネー

ター研修受講者数

⑨-1-9-3

現況報告

⑨-2-5

がんに罹患しても就労継続可能であ

るということが認知される

がん罹患後に仕事を辞めずに治療

継続ができる旨を医療者が患者に十

分に説明する

休職・休業した人のうち、復職したと

回答した患者の割合

退職・廃業した人のうち、再就職・副

業したと回答した患者の割合

（希望者のうち、就労を実際に継続

した割合は要検討）

⑨-2-5-1

患者体験調査

⑨-3-5

希望しない退職が減る/希望した就

職率が増える

退職後、就職を希望しているが無職

であるがん患者が減少する

がん診断後退職・廃業し、再就職・

復業の希望はあるが調査時点では

無職と回答した患者の割合

⑨-3-5-1

患者体験調査

項目なし

（新規提案：療養・就労両立支援

指導料算定件数）

⑨-1-9-4

QI研究

⑨-2-6

現在の就学が維持できる

院内学級もしくはオンラインでの受講

等、現在の学習状況が継続できる

環境の整備

教育支援について医療者から話が

あったと回答した患者の割合

がん治療のために退学・休学したと

回答した患者の割合

⑨-2-6-1

小児患者体験

調査

⑨-3-6

希望者の進学がかなう
希望者の進学率の向上

第1回小児調査では項目なし

（新規提案：未定）

⑨-3-6-1

小児患者体験

調査

⑨-1-10

がん治療に伴う外見の変化につい

て、がん患者及びその家族に対する

説明やアピアランスケアに関する情

報提供・相談に応じられる体制を整

備している

診療従事者が、アピアランスケアにつ

いて、がん患者やその家族等かが正

しい知識を身につけられるよう、診療

従事者を対象とした研修等に参加す

る

相談支援センターや、その他でアピア

ランスの相談窓口がある

様式4

別紙10：アピアランスケアに関する

支援内容

追加提案：アピアランスについての相

談数

⑨-1-10-1

現況報告

⑨-1-11

高齢者のがんに関して、併存症の

治療との両立が図れるよう、関係す

る診療科と連携する体制を確保す

る

併存症の治療との両立が図れるよ

う、関係する診療科およびかかりつけ

医と連携する体制を確保する

様式4：カンファレンス数(Ⅱ2(1)①

ウⅳ)(※高齢者対象かどうかは不

明)

別紙4：上記カンファレンス詳細(高

齢者に関するものの抽出)

⑨-1-11-1

現況報告

医療者が高齢がん患者に対して求

められる対応の必要性を認識する

（併存疾患への対応や療養生活で

のサポートなど）

高齢がん患者に対して高齢者機能

評価を行っている医療者の割合 (パ

イロット調査時点。改変予定)

⑨-2-7-1

医療者調査

⑨-3-7

高齢がん患者とその家族が治療方

針等に関して意思決定できる

高齢がん患者やその家族が意思決

定できたと感じる

第3回調査では項目なし

（新規提案：治療方針等に関する

意思決定に際し、医療者から支援を

受けたと感じた高齢患者の割合)

⑨-3-7-1

患者体験調査

別紙10：高齢者機能評価方法
⑨-1-12-1

現況報告

医療者が高齢がん患者に対して適

切な治療方針を選択できる

高齢者機能評価のスクリーニング後

に治療方針に関する検討の場が存

在する施設の割合（パイロット調査

時点。改変予定)

⑨-2-7-2

医療者調査

⑨-3-8

高齢がん患者の治療において併存

疾患も含めた対応ができる

高齢がん患者とその家族が、医療者

から併存疾患も含めた対応をされた

と感じられる

測定困難。今後検討 ⑨-3-8-1

項目なし

（新規提案：総合機能評価加算

算定件数）

⑨-1-12-2

QI研究

医療者が治療のみならず看護や介

護ケアの重要性も認識する（機能

評価の結果が医療関係者間で共有

されている）

「あなたのことに関して治療に関係す

る医療スタッフ間で情報が共有されて

いた」と回答した患者の割合

(高齢者に限定)

⑨-2-7-3

患者体験調査

⑨-3-9

障がいを持つがん患者とその家族が

治療方針等に関して適切に意思決

定できる

障がいを持つがん患者やその家族が

意思決定できたと感じる

第3回では項目なし

（新規提案：「治療方針等に関す

る意思決定に際し、医療者から支援

を受けた」と回答した患者の割合[障

害者手帳保持情報を収集し、限

定]）

⑨-3-9-1

患者体験調査

⑨-1-13

高齢のがん患者や障害を持つがん

患者について、患者や家族の意思

決定支援の体制を整え、地域の医

療機関との連携等を図り総合的に

支援する

高齢者や障がい者の意思決定支援

を行う行政機関、介護福祉領域の

支援機関（介護支援専門員や相

談支援専門員等）ががん診療連携

協議会等に参画し、情報共有や支

援体制について協議を行っている

もしくは、高齢者や障がい者の意思

決定支援を行う行政機関、介護福

祉領域の支援機関（介護支援専

門員や相談支援専門員等）の協

議体にがん診療連携協議会等が参

画し、情報共有や支援体制について

協議を行っている

様式4
⑨-1-13-1

現況報告

⑨-2-8

障がいを持つがん患者とその家族

が、障がい特性に応じた情報提供を

受け、治療内容と「生活の質」への

影響について十分な説明を受け、適

切な決定が出来る

医療者が障がいを持つがん患者に対

して求められる対応の必要性を認識

する

（障がい特性への配慮や療養生活

でのサポートなど）

障害をもつがん患者に対する情報提

供や療養生活支援をしている医療

者の割合(パイロット調査時点。改変

予定)

⑨-2-8-1

医療者調査

⑨-1-14

介護施設に入居する高齢者ががん

と診断された場合に、介護施設等と

治療・緩和ケア・看取り等において

連携する体制を整備する

介護施設等の代表者ががん診療連

携協議会に参画し、情報共有や支

援体制について協議を行っている

もしくは、介護施設等の協議体に、

がん診療連携協議会が参画し、情

報共有や支援体制について協議を

行っている

様式4
⑨-1-14-1

現況報告

⑨-2-7

高齢がん患者とその家族が、治療内

容と併存疾患、「生活の質」への影

響について十分な説明を受け、適切

な決定が出来る

⑨-2-3

生殖医療の対象となりうるがん患者

が、適切な治療選択ができる

⑨-1-12

意思決定能力を含む機能評価を

行い、各種ガイドラインに沿って、個

別の状況を踏まえた対応をしている

75歳以上の高齢がん患者に対して

治療方針決定前に意思決定支援

の必要性を含む機能評価を実施す

る

治療方針決定に際しては、高齢がん

患者のこれまでの生活状況の把握や

「生活の質」の維持にも留意する

高齢者、

障がい者

就学、就労、

アピアランスケア

⑨-3-1

小児がんサバイバーが適切な医療や

支援を受けられる

⑨-2-1

小児がんサバイバーが長期フォロー

アップや晩期合併症への対応を行な

う医療機関の選択に困らない

AYA

患者支援

生殖医療の対象となりうるがん患者

が、適切な治療選択ができる

⑨-1-9

就学、就労、妊孕性の温存、アピア

ランスケア等に関する状況や本人の

希望についても確認し、自施設もし

くは連携施設のがん相談支援セン

ターで対応できる体制を整備する

（重複分野：相談支援）
就労継続についての情報提供を行う

体制を整備する(産業医やハローワー

ク等就労支援に必要な診療体制を

整備する)

小児

⑨-3-2

AYA世代のがん患者が適切な医療

や支援を受けられる

生殖医療
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10 相談支援 

 

 
 

 
  

がん施策 内容 アウトプット指標 データソース 中間アウトカム 内容 指標 データソース 分野別アウトカム 内容 指標 データソース

⑩-1-1

相談支援を行う機能を有する部門

（以下「がん相談支援センター」と

いう）を設置

がん相談支援センターが設置され、

相談対応がされている

様式4

別紙1１：相談内容と件数

⑩-1-1-1

現況報告

がん拠点病院でがん治療を受ける全

てのがん患者、家族が、相談を希望

するときに対応してもらえる

がん相談支援センターの自施設内

利用者のうち、相談したいと思ったと

きに相談支援センターを利用できたと

回答する利用者の割合

⑩-2-1-1

がん相談支援

センター利用者

調査

安心して治療を受けたり、療養生活

を送ったりできるようになったと回答す

る利用者の割合

⑩-3-1-1

相談支援セン

ター利用者調

査

⑩-1-2

がん患者や家族等が持つ医療や療

養等の課題に関して、病院を挙げて

全人的な相談支援を行う

定期的な院内教育の中で、がん患

者や家族等が抱えやすい医療・療養

等の課題、がん相談支援センターの

役割・特性等を紹介している

苦痛や課題を抱えているがん患者・

家族をスクリーニングし、必要に応じ

て適切な部門・専門職につなげる体

制が整備されている

様式4
⑩-1-2-1

現況報告

がん拠点病院以外でがん治療を受

ける全てのがん患者、家族が、相談

を希望するときに対応してもらえる

がん相談支援センターの他施設利

用者のうち、相談したいと思ったときに

相談支援センターを利用できたと回

答する利用者の割合

⑩-2-1-2

がん相談支援

センター利用者

調査

がん相談支援センターを利用したこと

がある患者のうち、「利用して役に

立った」と回答した患者の割合

⑩-3-1-2

患者体験調査

⑩-1-3

必要に応じてオンラインでの相談を

受け付けるなど、情報通信技術等

も活用する

がん相談や患者サロン等の利用者

が、オンラインでもアクセスできるよう、

オンライン環境の整備に取り組んでい

る

様式4

別紙12：電話相談、FAX相談、

電子メール相談、Web会議ツールを

活用した遠隔相談の実施有無

⑩-1-3-1

現況報告

がん相談支援センターで提供される

情報や支援についての質の管理が

十分なされており、がん患者や家族

等は質の高い相談支援を受けられる

がん相談支援センターの相談員が患

者の課題に適切に対応できた割合

(がん相談記入シートの改定提案:

9.相談者からの反応 に新規項目の

追加(相談者の訴えの背景にある

ニーズを理解した,診療ガイドライン等

の根拠を示しつつ説明をおこなった,

相談者の次の行動化を引き出せた)

⑩-2-1-3

がん相談記入

シート

⑩-3-2

相談が必要なとき相談できたと感じる

相談が必要な時に、しかるべき窓口

につながり、相談することができる

第3回項目なし

（新規提案：困ったとき、必要なと

きに相談できたと回答した患者の割

合 )

⑩-3-2-1

患者体験調査

⑩-1-4

コミュニケーションに配慮が必要な

者や、日本語を母国語としていない

者等への配慮を適切に実施できる

体制を確保する

障がい者や外国人に対応できる体

制を整備している

様式4：体制有無、情報取得や意

思疎通に配慮が必要なものに対する

マニュアルの作成(参考)

⑩-1-4-1

現況報告

⑩-1-5

がん相談支援センターの業務内容

について、相談者からフィードバック

を得る体制を整備する

相談支援センター利用者を対象とし

たアンケートを行っている

様式4

別紙13：フィードバックを得る体制

(追加提案：相談支援センター利用

者調査の実施有無)

⑩-1-5-1

現況報告

利用者アンケート等の内容精査と分

析がされ、自施設内へフィードバックさ

れる仕組みがある。さらに、対応・対

策を検討できる場、方針を決定でき

る場がある（相談員/職員保護の観

点も含めて）

様式4
⑩-1-6-1

現況報告

相談対応を行う中で解決されていな

い課題を、施設内・地域内の議論の

場に提供・提案できる

様式4

変更提案：フィードバックの内容を自

施設で活用する仕組みがあること(⑩

-1-6-1)と、都道府県協議会で報

告し他施設と情報共有すること(⑩-

1-6-2)を分けて収集する

⑩-1-6-2

現況報告

⑩-1-7

患者からの相談に対し、必要に応じ

て速やかに院内の診療従事者が対

応できるよう、病院長もしくはそれに

準じる者が統括するなど、がん相談

支援センターと院内の診療従事者

が協働する体制を整備する

相談員をバックアップするための多職

種連携・協働体制がある
様式4

⑩-1-7-1

現況報告

⑩-1-8

就学、就労、妊孕性の温存、アピア

ランスケア等に関する状況や本人の

希望についても確認し、自施設もし

くは連携施設のがん相談支援セン

ターで対応できる体制を整備する

（重複分野：ライフステージ）

就学、就労、妊孕性の温存、アピア

ランスケア等に関して相談できる体制

が整備されている

様式4
⑩-1-8-1

現況報告

相談対応に利用できる医療機関や

診療状況等の客観的なデータがある

項目なし

（新規提案：相談対応に利用でき

る医療機関データの有無）

⑩-1-9-1

現況報告

相談対応時に活用する情報や、配

架する図書・小冊子などについて、が

ん相談支援センター内で定期的に

検討する機会を持つ（内容を精査

する）

項目なし

（新規提案：相談対応に活用する

情報や情報源を評価する場(ガイドラ

イン等、引用している情報源の信用

度や、更新状況の確認ができる評価

表)の有無）

⑩-1-9-2

現況報告

がん相談支援センター内での定期的

な相談対応モニタリングを通じて、課

題共有と解決策の検討を行っている

項目なし

（新規提案：がん相談対応評価

表を用いた事例検討の件数）

⑩-1-9-3

現況報告

⑩-1-10

相談支援業務として、都道府県内

の医療機関で実施されるがんに関

する臨床試験について情報提供に

努める (都道府県拠点)

都道府県内の医療機関で実施され

ている臨床試験について情報を集約

し、公開できるようにしている

様式4
⑩-1-10-1

現況報告

⑩-1-11

外来初診時から治療開始までを目

処に、がん患者及びその家族が必

ず一度はがん相談支援センターを

訪問必ずしも具体的な相談を伴わ

ない、場所等の確認も含む）する

ことができる体制を整備することが

望ましい

別紙11：相談件数

別紙13：訪問誘導の取り組み内

容

⑩-1-11-1

現況報告

がん患者や家族等が、がん相談支

援センターの特性、利用方法を知っ

ている

「がん相談支援センターを知ってい

る」と回答した患者の割合

⑩-2-2-1

患者体験調査

⑩-1-12

外来初診時から治療開始までを目

途に、がん患者及びその家族が必

ず一度はがん相談支援センターを

訪問（必ずしも具体的な相談を伴

わない、場所等の確認も含む）す

ることができる体制を整備する(都

道府県拠点)

別紙11：相談件数

別紙13：訪問誘導の取り組み内

容

⑩-1-12-1

現況報告

一般市民が、がん相談支援センター

の特性、利用方法を知っている

「あなたは、がんと診断された場合、

がんの治療法や病院に関する情報に

ついて、どこで入手しようと思います

か」に「がん相談支援センター」と回

答した人の割合

（令和5年）

⑩-2-2-2

世論調査

⑩-1-13

がん相談支援センターを初めて訪れ

た者の数を把握し、認知度の継続

的な改善に努める

がん相談支援センター新規訪問者

の把握、認知度の改善

様式4

別紙11：新規相談件数

⑩-1-13-1

現況報告

拠点病院の医療者が、がん相談支

援センターの特性、利用方法を知っ

ており、必要と考えられるタイミングで

がん患者や家族等に案内している

がん相談支援センターの特性、利用

方法が分かる医療者の割合(パイ

ロット調査時点。改変予定)

⑩-2-2-3

医療者調査

⑩-1-14

治療に備えた事前の面談や準備の

フローに組み込む等、診療の経過の

中で患者が必要とするときに確実に

利用できるよう繰り返し案内を行う

相談支援センターの周知や利用を診

療の流れの中に組み込み、実効性

のある体制を整える

様式4
⑩-1-14-1

現況報告

⑩-1-15

院内の見やすい場所にがん相談支

援センターについて分かりやすく掲示

する

様式4
⑩-1-15-1

現況報告

⑩-1-16

地域の住民や医療・在宅・介護福

祉等の関係機関に対し、がん相談

支援センターに関する広報を行う

様式4
⑩-1-16-1

現況報告

⑩-1-17

自施設に通院していない者からの

相談にも対応する

様式4

別紙11：自施設以外からの相談

件数・割合

⑩-1-17-1

現況報告

⑩-1-18

国立がん研究センターによるがん相

談支援センター相談員基礎研修

（１）〜（３）を修了した専従及

び専任の相談支援に携わる者をそ

れぞれ１人ずつ配置する。なお、当

該相談支援に携わる者のうち１名

は、社会福祉士であることが望まし

い

様式4：がん相談支援センター基礎

研修を修了した専従・専任の相談

支援に携わる者、及び社会福祉士

の人数

別紙13：相談支援センター体制

⑩-1-18-1

現況報告

身体的・精神的な疲労を感じるがん

専門相談員の割合(パイロット調査

時点。改変予定)

⑩-2-3-1

医療者調査

⑩-1-19

がん相談支援センターに国立がん

研究センターによるがん相談支援セ

ンタ

ー相談員基礎研修（１）〜

（３）を修了した専従の相談支援

に携わる者を２人以上配置すること

が望ましい。また、相談支援に携わ

る者のうち、少なくとも１人は国立

がん研究センターによる相談員指

導者研修を修了している(都道府

県拠点)

様式4：相談員指導者研修を修了

した人数

別紙13：相談支援センター体制

⑩-1-19-1

現況報告

業務にやりがいを感じるがん専門相

談員の割合(パイロット調査時点。改

変予定)

⑩-2-3-2

医療者調査

⑩-1-20

相談支援に携わる者は、対応の質

の向上のために、がん相談支援セン

ター

相談員研修等により定期的な知識

の更新に努める

様式4

別紙13：がん相談支援センター相

談員継続研修受講者数

⑩-1-20-1

現況報告

職場はキャリア支援をしていると実感

できる

職場はキャリア支援をしていると思う

がん専門相談員の割合(パイロット調

査時点。改変予定)

⑩-2-3-3

医療者調査

⑩-1-21

がん相談支援センターの相談支援

に携わる者は、当該都道府県にあ

る都道府県拠点病院が実施する相

談支援に携わる者を対象とした研

修を受講する

様式4

別紙13：がん相談支援センター相

談員基礎研修修了者数

⑩-1-21-1

現況報告

⑩-1-22

当該都道府県の拠点病院等の相

談支援に携わる者に対する継続的

かつ系統的な研修を行う (都道府

県拠点)

様式4

追加提案：相談支援に携わる者に

対する研修開催回数

⑩-1-22-1

現況報告

⑩-1-23

自施設において、診療体制その他

要件に関連する取組のために必要

な人材の確保や育成に積極的に取

り組む（重複分野：手術療法、薬

物療法、放射線療法、緩和ケア、そ

の他）

様式4
⑩-1-23-1

現況報告

⑩-1-24

病院長は、自施設においてがん医

療に携わる専門的な知識及び技能

を有する医師等の専門性及び活動

実績等を定期的に評価し、当該医

師等がその専門性を十分に発揮で

きる体制を整備する（重複分野：

手術療法、薬物療法、放射線療

法、緩和ケア、その他）

様式4
⑩-1-24-1

現況報告

⑩-1-25

院内及び地域の診療従事者の協

力を得て、院内外のがん患者及び

その家族並びに地域の住民及び医

療機関等からの相談等に対応する

体制を整備する

相談員は、都道府県協議会や相談

支援部会で検討された役割分担・

連携方法を十分把握し、自施設で

対応困難な相談があった場合には、

適切な施設につなぐことができる

様式4
⑩-1-25-2

現況報告

医療者が地域で適切に提供できる

相談支援について理解し、活用・連

携している

地域で提供できる相談支援を理解

している医療者の割合 (パイロット調

査時点。改変予定)

⑩-2-4-1

医療者調査

⑩-1-26

緩和ケアセンターとの連携を図り、

がん患者とその家族に対して、緩和

ケアに関する高次の相談支援を提

供する体制を確保する(都道府県

拠点)

がん相談支援センターと緩和ケアセン

ターとの連携体制がある
様式4

⑩-1-26-1

現況報告

行政、地域の医療機関、がん患者

団体など関係者との話し合い、計画

立案が行われている

項目なし

(がん関連情報をまとめたWebサイト

や冊子を作成し更新している。その

作成に行政、地域の医療機関、が

ん患者団体など関係者が関わってい

る)

⑩-2-4-2

都道府県協議

会Webサイト

⑩-1-27

相談支援に関し十分な経験を有す

るがん患者団体との連携協力体制

の構築に積極的に取り組む

ピアサポートや地域の資源と連携す

る体制を整えている

様式4

別紙14：がん患者団体との連携協

力体制

⑩-1-27-1

現況報告

⑩-1-28

がん患者及びその家族が心の悩み

や体験等を語り合うための患者サロ

ン

等の場を設ける。その際には、一定

の研修を受けたピア・サポーターを

活用する、もしくは十分な経験を持

つ患者団体等と連携して実施する

よう努める。なお、オンライン環境で

も開催できることが望ましい

ピアサポーターやがん患者団体と連

携して、ピアサポートの場を設けてい

る

様式4

別紙14：患者サロン等の開催状況

⑩-1-28-1

現況報告

連携

⑩-2-4

医療者が、自施設や地域で適切に

提供できる相談支援について理解

し、必要なときに活用・連携している

⑩-1-6

フィードバックの内容を自施設の相

談

支援の質の向上のために活用する

とともに、都道府県協議会で報告

し、他施設とも情報共有する

病院管理者は、相談員の継続的な

学習を業務の一環とみなし、研修参

加や認定資格取得を促している

がん相談支援センターの専従・専任

相談員の適切な配置

人員配置

人材育成

周知

⑩-1-9

相談対応の質管理、質保証のため

の取り組みを行っている

施設で専従の相談員が安定的に確

保され、知識や技術が継承される仕

組みがある（相談部門のマニュア

ル、相談員のキャリアラダーや育成計

画、能力を評価する仕組みの作成

など）

社会的人材リソースの活用（基本

計画より）

病院管理者は、以下の情報ががん

患者・家族・市民・施設内の診療従

事者・地域関係機関に伝わるよう、

明示・周知している

・自施設のがん患者以外の相談者

にも対応していること

・相談は無料であること

・匿名での相談も可能であること

・本人の同意のないところで、相談内

容が第三者（担当医含む）に伝わ

ることがないこと

・整備指針に関するQ&Aで「相談支

援センターの業務」として示されてい

る相談内容に対応していること

⑩-2-2

がん相談支援センターの特性、利用

方法が広く認知され、必要なときにア

クセスできる

がん患者及びその家族が必ず一度

はがん相談支援センターを訪問する

がん相談支援センターで、医療や療

養に関する課題などに適切に対応し

てもらえることにより、不安・疑問が解

消し、納得・安心して治療や療養で

きる

⑩-3-1

がん相談支援センターに相談した結

果、がん患者や家族等が、医療や

療養に関する不安・疑問を解消する

ことができる

⑩-2-1

がん患者や家族等が、がん相談支

援センターで、質の高い相談支援を

受けることができる

相談支援

体制

現場が疲弊しておらず、医療者がモ

チベーションをもって業務にあたること

ができる（医療者のやりがい）
⑩-2-3

仕事にやりがい・満足感を感じている

医療者の割合が高い
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がん施策 内容 アウトプット指標 データソース 中間アウトカム 内容 指標 データソース 分野別アウトカム 内容 指標 データソース

⑪-1-1

自施設で対応できるがんについて、

提供可能な診療内容を病院ホーム

ページ等でわかりやすく広報する

県内で統一されたフォーマットを用い

て情報公開するなど、がん患者が医

療機関や療養先選択に利用しやす

い形で情報を公開している

様式4
⑪-1-1-1

現況報告

⑪-2-1

がん患者や家族等が、必要とする時

に正しい情報を入手できる

全てのがん患者が、診断後、必要な

基礎知識情報に行きつき、必要なと

きに活用できる

「治療スケジュールの見通しに関する

情報を得られた」と回答した患者の

割合

⑪-2-1-1

患者体験調査

⑪-3-1

がん患者や家族等が、適切な医療

機関を選択できる

がん治療を受ける病院や療養先の

選択時に、確かな情報に基づき、適

切な医療機関を選択できる

第3回項目なし

(追加提案: 医療を受けた施設が適

切であったと感じる患者の割合　①-

3-1-2と同様)

⑪-3-1-1

患者体験調査

⑪-1-2

希少がん、小児がん、ＡＹＡ世代

のがん患者への治療及び支援（妊

孕性温存療法を含む）やがんゲノ

ム医療についても、自施設で提供

できる場合や連携して実施する場

合はその旨を広報する（重複分

野：ライフステージ）

小児がん患者やAYA世代、希少が

ん患者など特性に対応した情報提

供ができる体制を整備する

様式4
⑪-1-2-1

現況報告

⑪-3-2

がん患者や家族等が、確かな情報を

もとに適切な意思決定をできる

がんに関する確かな情報をもとに、医

療者とがん患者や家族等が治療選

択について共に考え、意思決定を行

うことができる

第3回項目なし

(追加提案:よい治療・療養生活を

選択できたと感じる患者の割合）

⑪-3-2-1

患者体験調査

⑪-1-3

集学的治療等の内容や治療前後

の生活における注意点等に関して、

冊

子や視聴覚教材等を用いてがん患

者及びその家族が自主的に確認で

きる環境を整備する。また、その冊

子や視聴覚教材等はオンラインでも

確認できることが望ましい

相談支援センターで、教材がある 様式4
⑪-1-3-1

現況報告

⑪-1-4

患者に対して治験も含めた医薬品

等の臨床研究、先進医療、患者申

出療養等に関する適切な情報提供

を行うとともに、必要に応じて適切な

医療機関に紹介する

ゲノム医療や臨床研究、先進医療

などの情報については、自施設での

実施状況、連携体制などについて最

新の情報を公開する

様式4

別紙17：臨床試験・治験の問い合

わせ窓口

⑪-1-4-1

現況報告

⑪-1-5

参加中の治験についてその対象で

あるがんの種類及び薬剤名等を広

報する

治験に関する情報公開をしている。

またがん患者の求めに応じて紹介も

している

様式4
⑪-1-5-1

現況報告

⑪-1-6

大規模災害や感染症の流行などに

より自院の診療状況に変化が生じ

た場合には、速やかに情報公開をす

るよう努める

様式4
⑪-1-6-1

現況報告

⑪-1-7

当該がん医療圏内のがん診療に関

する情報について、病院ホームペー

ジ等でわかりやすく広報する

自施設で実施できる医療機能、相

談機能に関して、ホームページ等で

がん患者にわかりやすく情報を公表し

ている

様式4
⑪-1-7-1

現況報告

⑪-2-2

都道府県や医療機関が連携し、正

しい情報提供ができる

医療者が、地域（＋広域）で、が

んに関する適切な情報が提供できる

ところを知っている

自施設に、他の施設の同職種の医

療者と定期的に情報交換をする場

(カンファレンス等)があると回答した医

療者の割合 (パイロット調査時点。

改変予定)

都道府県内の施設での専門的治療

実施状況に関する情報の入手方法

を知っている医療者の割合 (パイロッ

ト調査時点。改変予定)

他施設の特徴を把握する医療者の

割合 (パイロット調査時点。改変予

定)

⑪-2-2-1

医療者調査

自施設に不足する医療機能、相談

機能について、どのように多機関と連

携しているか、がん患者にわかりやす

く公表している

拠点病院が連携できる在宅医療等

を担う者・機関の情報が集約化さ

れ、公開される

地域に対して、緩和ケア研修等/が

ん対策の普及啓発のための活動を

実施している

様式4
⑪-1-9-1

現況報告

自施設のWEBサイト上で「がん情報

サービス」へのリンクを掲載している

項目なし

（新規提案：自施設のWEBサイト

への「がん情報サービス」へのリンクの

掲載）

⑪-1-9-2

現況報告

「患者必携がんになったら手に取るガ

イド」や「がんの冊子」（国立がん研

究センター作成）を活用している

項目なし

（新規提案：「患者必携がんになっ

たら手に取るガイド」や「がんの冊子」

の活用）

⑪-1-9-3

現況報告

⑪-1-10

がん教育について、当該がん医療

圏における学校や職域より依頼が

あった

際には、外部講師として診療従事

者を派遣し、がんに関する正しい知

識の

拠点病院として、がん教育のための

講師派遣等の体制を整備している
様式4

⑪-1-10-1

現況報告

⑪-2-3

就学年齢の市民にがん教育が実施

される

義務教育課程でがん教育を受ける

項目なし

(新規提案：当該医療圏の小・中・

高等学校からの依頼により、外部講

師を派遣した回数)

⑪-2-3-1

現況報告

がんと診断された場合、がんの治療

法や病院に関する情報を「病院の医

療者、相談窓口」「がん相談支援セ

ンター」「がん情報サービス」から入手

しようと思う割合（令和5年　世論

調査 問6）

⑪-3-3-1

世論調査

⑪-1-11

がん教育の実施に当たっては、児童

生徒が当事者である場合や、身近

にがん患者を持つ場合等があること

を踏まえ、対象者へ十分な配慮を

行う

がん教育の実施に当たり、対象者へ

十分な配慮を行っている
様式4

⑪-1-11-1

現況報告

⑪-2-4

成人の市民ががんに関する知識を得

る機会がある

地域・職域でがん教育を受ける
様式4：地域を対象に開催されたが

んのセミナーの開催回数

⑪-2-4-1

現況報告

インターネットなどで入手できるがんの

治療法の中には、十分な科学的根

拠がなく、注意を要するものが「あると

思う」「ある程度あると思う」割合

（令和5年 世論調査 問8）

⑪-3-3-2

世論調査

がんの予防・がん検診について理解

している

がん検診を2年以内に受診したとす

る人の割合（令和5年 世論調査

問3）

⑪-3-3-3

世論調査

体制整備

⑪-3-3

一般市民が、正しい（適切な/確か

な）がん情報を入手できるところや、

がんと診断されたときに知っておくと良

いことを理解している

様式4

(詳細は収集なし)
地域連携

正しい・適切な情報か、誤った情報

か気づける（医療機関、療養先選

択時に判断できる、選ばない）

がん教育

⑪-1-9

地域を対象として、緩和ケアやがん

教育、患者向け・一般向けのガイド

ラ

インの活用法等に関する普及啓発

に努める

⑪-1-8

特に、我が国に多いがんの中で、自

施設で対応しない診療内容につい

ての連携先や集学的治療等が終

了した後のフォローアップについて地

域で連携する医療機関等の情報提

供を行う

⑪-1-8-1

現況報告
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12 その他 

 

  

がん施策 内容 アウトプット指標 データソース 中間アウトカム 内容 指標 データソース 分野別アウトカム 内容 指標 データソース

研修会を実施する 様式4：開催回数
⑫-1-1-1

現況報告
現状の課題を⾔い合える風土がある

自施設で課題を⾔い合えている風

土があると感じている医療者の割合

(パイロット調査時点。改変予定)

⑫-2-1-1

医療者調査

がん患者が医療機関のどの医療者

に聞いても必要な資源や支援に繋が

ることができる

第3回項目なし

(新規提案：治療や療養について、

かかっている病院だけでなく、地域の

療養や生活に関することを質問してよ

いことを知っている患者の割合)

⑫-3-1-1

患者体験調査

がん診療に携わる全ての診療従事

者が受講
様式4

⑫-1-1-2

現況報告

がん医療にかかわる医療者が、拠点

病院とは何かを理解している

拠点病院とは何かについて理解して

いる医療者の割合(パイロット調査時

点。改変予定)

⑫-2-1-2

医療者調査

臨床試験を行っている施設への受診

を患者が希望することができる

第3回項目なし (追加提案:「臨床

試験を希望した際に担当医が説明

や紹介をしてくれた」と回答した患者

の割合)

⑫-3-1-2

患者体験調査

具体例

・がん診療連携拠点病院の役割

・現況報告書の内容

・自施設の専門的機能・リソース

（専門外来・チームの種類と連絡方

法、医師以外による紹介の可能

性）

・がん相談支援センターの理念・役

割・業務の紹介

様式4：研修の代表的内容
⑫-1-1-3

現況報告

⑫-1-2

院内の看護師を対象として、がん看

護に関する総合的な研修を定期的

に実施する

看護師にがん看護の研修の実施
様式4：開催回数、研修の代表的

内容

⑫-1-2-1

現況報告

⑫-1-3

他の診療従事者についても、各々

の専門に応じた研修を定期的に実

施するまたは、他の施設等で実施さ

れている研修に参加させる

医師・看護師以外の診療従事者が

研修に参加する
様式4

⑫-1-3-1

現況報告

⑫-1-4

医科歯科連携による口腔健康管理

を推進するために、歯科医師等を対

象とするがん患者の口腔健康管理

等の研修の実施に協力する

歯科医師等を対象とするがん患者の

口腔健康管理等の研修の実施
様式4

⑫-1-4-1

現況報告

身体的・精神的な疲労を感じるがん

専門相談員の割合(パイロット調査

時点。改変予定)

⑫-2-2-1

医療者調査

⑫-1-5

病院長は、自施設においてがん医

療に携わる専門的な知識及び技能

を有する医師等の専門性及び活動

実績等を定期的に評価し、当該医

師等がその専門性を十分に発揮で

きる体制を整備する（重複分野：

手術療法、放射線療法、薬物療

法、緩和ケア、相談支援、その他）

がん専門職が自己研鑽の機会を得

られている

専門職が専門性を発揮できる体制

がある

様式4
⑫-1-5-1

現況報告

業務にやりがいを感じるがん専門相

談員の割合(パイロット調査時点。改

変予定)

⑫-2-2-2

医療者調査

人材確保・育成に積極的に取り組

む
様式4

⑫-1-6-1

現況報告

職場はキャリア支援をしていると実感

できる

職場はキャリア支援をしていると思う

医療者の割合(パイロット調査時点。

改変予定)

⑫-2-3-3

医療者調査

職員の専門資格の取得を支援する
様式4（全般事項）：専門資格

取得数

⑫-1-6-2

現況報告

⑫-1-7

広告可能な資格を有する者のがん

診療への配置状況について積極的

に公表する（重複分野：手術療

法、放射線療法、薬物療法、緩和

ケア）

広告可能な資格を有する者のがん

診療への配置状況の公表
様式4

⑫-1-7-1

現況報告

データ集計（診療実績、地域連携

に関する実績や活動状況の他、がん

患者の療養生活の質）をしている

様式4
⑫-1-8-1

現況報告
別紙18: QI研究への参加

⑫-2-3-1

現況報告

集計したデータを自施設内で共有し

組織的な改善策を協議する場があ

る

様式4

(変更提案:⑫-1-5-1(データ集計を

すること),2(組織的な改善策を協議

する場がある)を分けて収集する)

⑫-1-8-2

現況報告

QI研究未実施理由入力への参加

率(公開指標のみ)

⑫-2-3-2

QI研究

⑫-1-9

Quality Indicator を利用する

な

どして、ＰＤＣＡサイクルが確保で

きるよう工夫をする

ＰＤＣＡサイクルの確保 様式4
⑫-1-9-1

現況報告

相談支援センターや他のがん患者支

援窓口で上げられる課題を分析し

て、活動に役立てている

項目なし

(追加提案:施設内で、定期的な患

者満足度調査等の実施状況と協議

の場がある)

⑫-2-3-3

現況報告

都道府県協議会で、都道府県内の

各連携拠点病院における対応可

能・不可能ながん種をリアルタイムに

把握、情報共有でき、連携、活用で

きる

項目なし

(協議会議事録[公開されるように

なったら]より集計：ベンチマークやQI

についての議論の場がある)

⑫-2-3-4

都道府県協議

会Webサイト

⑫-1-10

がん登録等の推進に関する法律

（平成25年法律第111号）第

44条第１項の規定に基づき定めら

れた、院内がん登録の実施に係る

指針（平成27年厚生労働省告示

第470号）に即して院内がん登録

を実施する

院内がん登録の実施 様式4
⑫-1-10-1

現況報告

⑫-1-11

国立がん研究センターが実施する

研修で中級認定者の認定を受けて

いる、専従の院内がん登録の実務

を担う者を１人以上配置する

院内がん登録実務者の配置

様式4：専従の院内がん登録の実

務を担う中級認定者の人数

別紙16：院内がん登録部門の体

制

⑫-1-11-1

現況報告

⑫-1-12

毎年、最新の登録情報や予後を含

めた情報を国立がん研究センターに

提供する

最新の院内がん登録の提出 様式4
⑫-1-12-1

現況報告

⑫-1-13

院内がん登録を活用することによ

り、都道府県の実施するがん対策

等に必要な情報を提供する

都道府県の実施するがん対策等へ

の情報提供
様式4

⑫-1-13-1

現況報告

⑫-1-14

医療機関としてのＢＣＰを策定す

ることが望ましい

医療機関としてのBCPを策定する 様式4
⑫-1-14-1

現況報告

⑫-3-2

がん患者が、災害等の非常事態時

でもがん診療を受けられる

地域の他施設や行政・自治体と

BCPを共有し、日ごろから災害時等

の連携を確認する

BCPをWebサイトで公開している

⑫-3-2-1

拠点病院

Webサイト

BCPについて地域で議論をする 別紙28

がんに関する内容が盛り込まれた

BCPを策定する(自施設で難しい場

合は、地域内のグループ等でも可と

する）

項目なし

(追加提案：BCPにがんに関する内

容が明記されている)

⑫-1-16

医療法等に基づく医療安全にかか

る適切な体制を確保する

医療安全管理体制の確保
別紙4

別紙20：医療安全管理部門詳細

⑫-1-16-1

現況報告

⑫-1-17

日本医療機能評価機構の審査等

の第三者による評価を受けている

第三者評価の実施
別紙4

別紙20：活用した第三者評価

⑫-1-17-1

現況報告

ネット環境

整備

⑫-1-18

患者とその家族が利用可能なイン

ターネット環境を整備することが望

ましい

インターネット環境やセキュリティーな

どのインフラ整備

別紙4

別紙9：インターネット環境詳細

⑫-1-18-1

現況報告

⑫-1-19

治験を含む医薬品等の臨床研究を

行う場合は、臨床研究コーディネー

ター（ＣＲＣ）を配置する

治験を含む医薬品等の臨床研究を

行う場合の体制整備

様式4：治験を含む臨床研究の実

施、CRCの配置有無・人数

⑫-1-19-1

現況報告

⑫-1-20

治験を除く医薬品等の臨床研究を

行う場合は、臨床研究法に則った

体制を整備する。実施内容の広報

等に努める

治験を除く医薬品等の臨床研究を

行う場合の体制整備、広報

様式4：治験を除く臨床研究の実

施、臨床研究法に則った体制整

備、実施内容の広報

⑫-1-20-1

現況報告

政策的公衆衛生的に必要性の高い

調査研究への協力
様式4

⑫-1-21-1

現況報告

研究窓口の登録 様式4
⑫-1-21-2

現況報告

⑫-1-21

政策的公衆衛生的に必要性の高

い調査研究に協力する。また、これ

ら

の研究の協力依頼に対応する窓口

の連絡先を国立がん研究センター

に登録する

臨床研究

及び

調査研究

自施設のがん診療の課題を分析し

ている

（QIの未実施理由などを検討して

いる）

⑫-2-3

施設の活動を検証して、改善してい

くコンセンサスができる

現場が疲弊しておらず、医療者がモ

チベーションをもって業務にあたること

ができる（医療者のやりがい）⑫-2-2

仕事にやりがい・満足感を感じている

医療者の割合が高い

⑫-1-8

自施設の診療機能や診療実績、地

域連携に関する実績や活動状況の

他、がん患者の療養生活の質につ

いて把握・評価し、課題認識を院内

の関係者で共有した上で、組織的

な改善策を講じる

院内がん

登録

病院長

の役割

⑫-3-1

がん患者が拠点病院における取組を

知っている

安全管理

BCP

⑫-1-15

感染症のまん延や災害等の状況に

おいても必要ながん医療を提供す

る体制を確保するため、当該都道

府県や各がん医療圏におけるＢＣ

Ｐに

ついて議論を行う(重複分野：都

道府県拠点の役割)

⑫-1-15-1

現況報告（都

道府県拠点の

み）

⑫-2-1

がん診療連携拠点病院等としての

使命や役割が理解されている

医療の質

⑫-1-1

自施設の診療従事者等に、がん対

策の目的や意義、がん患者やその

家族が利用できる制度や関係機関

との連携体制、自施設で提供して

いる診療・患者支援の体制について

学ぶ機会を年１回以上確保してい

る。なお、自施設のがん診療に携わ

る全ての診療従事者が受講してい

ることが望ましい

⑫-1-6

自施設において、診療体制その他

要件に関連する取組のために必要

な人材の確保や育成に積極的に取

り組む。特に、診療の質を高めるた

めに必要な、各種学会が認定する

資格等の取得についても積極的に

支援する（重複分野：手術療法、

放射線療法、薬物療法、緩和ケ

ア）
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別添４ 

厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

 

がん診療連携拠点病院のロジックモデル作成に関する研究 

 

研究分担者  東 尚弘    東京大学大学院医学系研究科公衆衛生学分野   教授 

       若尾 文彦 国立がん研究センターがん対策情報センター本部  副本部長 

       高山 智子 静岡社会健康医学大学院大学社会医学研究科   教授 

       津端 由佳里 島根大学医学部附属病院呼吸器・化学療法内科  講師 

        栗本 景介 名古屋大学大学院医学系研究科消化器外科学   助教 

研究協力者  山元 遥子 国立がん研究センター医療政策部    研究員 

       力武 諒子 東京大学医学系研究科公衆衛生学分野    助教 

            市瀬 雄一 東京大学医学系研究科公衆衛生学分野    大学院生 

            石井 太祐 国立がん研究センター医療政策部    研究員 

            竹上 未紗 東京大学医学系研究科公衆衛生学分野    講師 

           松本 陽子 愛媛がんサポートおれんじの会    理事長  

           八巻 知香子 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部 室長         

           齋藤 弓子 国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部 研究員  

           小郷 祐子  国立がん研究センターがん対策研究所がん情報提供部 研修専門職  

 

 

研究要旨 

研究要旨 

本研究今年度は、ここまでに作成したロジックモデル暫定版を基に、前年度までに行っ

た全国のがん診療連携拠点病院を対象としたアンケート調査および一部施設へのインタビ

ューを踏まえて現場の意見を反映したモデルの改訂と完成を行った。アンケートでは、各

指標の実行可能性や妥当性、測定困難な項目への指摘、新たな指標案など多様な意見が寄

せられ、施策ごとに表現や構成の見直しを行った。施策は12分野に分類され、それぞれに

中間アウトカム、分野別アウトカム、最終アウトカムを設定した。完成したロジックモデ

ルは、拠点病院の活動評価や今後の改善に資するものであり、継続的な運用と現場との対

話を通じて、より実効性のある評価指標の確立が期待される。 

 

  

A．研究目的 

我が国におけるがん医療の均てん化は、がん診

療連携拠点病院（以下、拠点病院）を指定し、そ

の指定要件に基づく体制整備を通じて推進されて

きた。指定要件は、主に専門職の配置やチーム医

療の体制、専門的医療機器の設置など「構造」に

関する要素に重点が置かれており、また一部には

「過程」に関する要件も含まれるが、内容が抽象

的であることや、その実施状況を客観的に検証す

ることの難しさが課題となっている。 

さらに、「過程」に関する要件に詳細な記述を

加えることで、要件の意義や目的がかえって不明

瞭になるケースも見られ、報告内容も煩雑化する

傾向がある。こうした背景から、指定要件の各項

目が実際にがん医療の質向上に資するものかを検

証する冷静な評価が求められている。 

本研究は全体として適切な評価指標の設定を目

標としており、１年目で評価指標の設定手法に関

する検討を行い、2年目はロジックモデルの暫定

版作成を行い、3年目は 3年間で行った拠点病院

へのアンケート調査やインタビューを踏まえてロ

ジックモデルを改訂、完成させた。この過程にお

いては、現場の実情や意見を可能な限り反映する

ことを重視し、拠点病院の全体的な活動評価とあ

わせて、各施設間での比較（ベンチマーキング）

も可能とする評価指標の構築を目指した。これに

より、指標の妥当性を高めるとともに、がん医療

の質の向上に資する実効性の高い枠組みの構築を

目指した。 

 

B．研究方法 

前年度に続き、ロジックモデルの作成を進め

た。2年までに作成されたロジックモデル暫定版

について、前年度に行った全国の拠点病院を対象

としたアンケート調査の結果より、現場の実情に

即した意見や提案をまとめた。アンケートには、
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全国 456施設中 134施設から回答があり、回収率

は 29.4％であった。調査では、各評価指標に対す

る現場の実行可能性や妥当性、さらにどのような

活動を測定すれば現場の努力を適切に反映できる

かについて具体的な提案が寄せられた。中には、

測定が困難な指標に関する指摘や、新たな観点に

基づく評価項目の提案も見られ、現場の実践に即

した有用な意見が多数得られた。また、ロジック

モデル内の用語や表現に対する改善要望もあり、

それらを反映する形で文言の見直しを行った。さ

らに、別途実施した医療者調査のパイロット結果

を踏まえ、評価項目の再整理と改訂も行い、より

現場で活用可能なロジックモデルの構築を目指し

た。 

（倫理面への配慮） 

本研究は、倫理的配慮を要する研究には該当しな

い。 

 

C．研究結果 

 完成したロジックモデルは別紙 1（総括研究報

告書：資料５）に示す。本モデルでは、拠点病院

整備指針に含まれる各施策を体系的に整理し、最

終アウトカムとして「がんの死亡率の改善」「が

んの生存率の向上」および「すべてのがん患者と

その家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の維

持・向上」を設定した。項目化された各施策が達

成された時に期待できる中間アウトカム、さらに

それを達成されたときに期待できる分野別アウト

カムを作成し、それが最終アウトカムの達成を期

待できるようにした。以下の 12の分類に分け

た。 

① 都道府県協議会の役割：運営体制、地域との

連携、人材育成、国との連携 

② 集学的治療および標準治療：診療体制、支持

療法、多職種連携/チーム医療、セカンドオピ

ニオン 

③ 手術療法：診療体制、人員関連 

④ 放射線療法：診療体制、人員関連 

⑤ 薬物療法：診療体制、人員関連（免疫チェッ

クポイント阻害薬を含む） 

⑥ 緩和ケア：診療体制、院内連携、地域連携、

自殺予防対策 

⑦ 希少がん：診療体制、地域連携 

⑧ 難治がん：診療体制、地域連携 

⑨ ライフステージに応じたがん対策：小児がん

長期フォローアップ、AYA世代がん患者の支

援、生殖医療、就学・就労・アピアランスケ

ア、高齢者・障がい者がん患者の診療 

⑩ 相談支援：相談支援体制、院内連携、地域連

携、周知活動、人員関連 

⑪ 情報提供：体制整備、地域連携、がん教育 

⑫ その他：医療の質、BCP、安全管理、ネット環

境整備、院内がん登録、臨床研究・調査研究 

 

施策の各項目で抽象的な表現については、具体的

な内容に落とし込み、具体的に言語化（指定要件

の各項目が意味すること、目指していることの見

える化）をし、測定するべき評価指標（アウトプ

ット指標）を策定した。中間アウトカムや分野別

アウトカムについても、それぞれ言語化した内容

の設定と、アウトプット指標を設定した。また、

アウトプット指標として、患者体験調査、QI研究

など現時点で公表されているデータについては、

別紙 2にまとめた。 

 

D．考察 

 ロジックモデルは、各施策の目標を可視化し論

理的なアウトカム、目標を関係各者で共有するた

めに有用なツールとされている。本研究では、全

国の拠点病院からのアンケートやインタビューを

通じて、ロジックモデルに関する意見を集約し、

現場の視点を反映させたモデルの構築に取り組ん

だ。今後は作成したロジックモデルを拠点病院の

医療者にさらに周知し、実際の医療現場での運用

を通じて、指標の有効性や測定可能性について検

証を進める必要がある。ロジックモデルは、一時

点での評価にとどまらず、継続的に測定・評価す

ることで、各施策がどのようにアウトカムに貢献

しているかを検証できる。これにより、ロジック

の妥当性を確認し、改善に結びつけるとともに、

拠点病院側の意識向上も期待できる。したがっ

て、今後も現場からのフィードバックを基にした

ロジックモデルの改訂作業を継続的に行う必要が

ある。 

 

E．結論 

 本研究により、拠点病院整備指針に対応したロ

ジックモデルを完成させた。今後はこのモデルを

活用し、実際の評価・検証を通じて、より精緻で

実効性のある評価指標の確立を図っていく必要が

ある。 

 

F．健康危険情報 

  特になし 

 

G．研究発表 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む） 

 1.特許取得 
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なし 

 

 2.実用新案登録 

なし 

 

 3.その他 
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別紙 1  総括研究報告書：資料５に掲載 

 

 

別紙 2   （拡大してご覧ください） 

 

※参考値に記載の数値は、公開値（患者体験調査は第3回、QIは2021年診断）のみである

アウトカム 内容 指標 データソース 参考値 再掲

①都道府県協議会の役割

①-2-3

がん患者が地域で受けられる医

療に関する情報収集が可能にな

る

がん患者の実感として病院選びに

困らない

症状や検診結果に対し初めて

病院・診療所を受診したときか

ら、最初の治療を受けるまでの

間の受診した施設の数

(新規提案：地域の病院の情

報を知ることができ、病院選び

にに選びに困らなかったと感じた

患者の割合)

①-2-3-1

患者体験調査

問13(初診から治療開始までに受診した施設

数の平均):平均1.6施設

①-3-1

各都道府県において、適切な医

療機関・医療にがん患者がたどり

着く。また、必要に応じて都道府

県外への受診が可能になる

がん患者がどこに居住していても

医療アクセスに関する不利を過剰

に感じなくなる

第3回項目なし

（新規提案：医療へのアクセ

スが原因で受けたい治療を諦

めたことがある患者の割合）

①-3-1-1

患者体験調査

①-3-1

各都道府県において、適切な医

療機関・医療にがん患者がたどり

着く。また、必要に応じて都道府

県外への受診が可能になる

がん治療を受ける病院や療養先

の選択時に、確かな情報に基づ

き、適切な医療機関を選択できる

今回のがんの診断・治療全般

について総合的に評価した点

数

（新規提案: 医療を受けた施

設が適切であったと感じる患者

の割合）

①-3-1-2

患者体験調査

問31(がんの診断・治療全般に関する総合的

な評価の平均点(0～10点)):平均8.2点

①-3-1

各都道府県において、適切な医

療機関・医療にがん患者がたどり

着く。また、必要に応じて都道府

県外への受診が可能になる

患者がよりよい治療、療養生活を

選択できる

第3回項目なし

（新規提案:よい治療・療養

生活を選択できたと感じる患

者の割合）

①-3-1-3

患者体験調査

①-3-1

各都道府県において、適切な医

療機関・医療にがん患者がたどり

着く。また、必要に応じて都道府

県外への受診が可能になる

自施設だけではなく、地域全体で

質の高いがん医療を永続する

QI研究未実施理由入力への

参加率

(症例報告書より)

①-3-1-4

QI研究

2021年診断症例：195/649(施設)≒

30.0%

(最終アウトカム)全てのがん患者

及びその家族の苦痛の軽減並び

に療養生活の質の維持向上

「現在自分らしい日常生活を

送れている」と回答した患者の

割合

患者体験調査
問59(現在自分らしい日常生活を送れていると

感じる人（本人回答のみ）):79.0%

②集学的治療および標準治療

②-2-2

標準医療を検証して、医療を改

善していくコンセンサスができる

Quality　Indicatorの利用
未実施理由の入力有無（継

続QIのみ）

②-2-2-1

QI研究

2021年診断症例：195/649(施設)≒

30.0%
（再掲）

治療の説明時に起こりうる副作用

について分かりやすく説明している

「治療による副作用などに関し

て見通しを持てた」と回答した

患者の割合

②-2-8-1

患者体験調査

問23-2(治療による副作用などに関して見通し

を持てた人):75.5%

支持療法に対して医療者が速や

かに対応する

「医療スタッフはつらい症状に速

やかに対応してくれた」と回答し

た患者の割合

②-2-8-2

患者体験調査

問23-3(医療スタッフはつらい症状にすみやかに

対応してくれたと思う人):90.2%

②-2-10

がん患者が、支持療法に関して

どこに相談すればいいかわかる

担当医や医療者に相談できる

「がん治療を担当した医師は

相談しやすかった」と回答した

患者の割合

②-2-10-1

患者体験調査

問23-5(がん治療を担当した医師が相談しや

すかったと思う人):88.4%

第3回調査では項目なし

追加提案：「セカンドオピニオ

ンについて、担当医と話ができ

ることをあらかじめ知っていた」と

回答した患者の割合

②-2-11-2

患者体験調査

「セカンドオピニオンについて担

当医から説明があった」と回答

した患者の割合

②-2-11-3

患者体験調査

問24(担当医からセカンドオピニオンについて話

があった人):31.7%

標準治療が行われる

集学的治療のQI（既存QI）

b35(70歳以下の乳房温存

術後の放射線療法)

b38(乳房切除後・再発ハイリ

スク(T3以上N0を除く、または

4個以上リンパ節転移)への放

射線療法)

c32(pStageIIIの大腸癌への

術後化学療法(8週以内))

st19(術後補助化学療法での

レジメン選択)

lg13(Ⅲ期非小細胞肺癌に

対する同時化学放射線療法)

lg14(ⅡB・ⅢＡ期非小細胞

肺癌に対する術後薬物療法)

lg24(限局型小細胞肺癌に

対する同時化学放射線療法)

lg28(I-II期非小細胞肺癌に

対する外科切除あるいは放射

線療法)

②-3-1-1

QI研究

2021年診断症例 (公開値のみ)

b35(70歳以下の乳房温存術後の放射線療

法):75.1%

b38(乳房切除後・再発ハイリスク(T3以上N0

を除く、または4個以上リンパ節転移)への放射

線療法):43.4%

c32(pStageIIIの大腸癌への術後化学療法

(8週以内)):53.3%

がん患者が適切な治療法を選択

できる

がんの診断・治療全般について

総合的評価（０−１０）

	

②-3-1-2

患者体験調査

問31(がんの診断・治療全般に関する総合的

な評価の平均点(0～10点)):8.2点
（再掲）

集学的治療／標準治療が円滑

に開始できる
診断から治療開始までの日数

②-3-1-3

QI研究

②-2-11

全てのがん患者が、セカンドオピニ

オンを利用できることを理解してい

る

がん患者からセカンドオピニオンの

希望を伝えるのに心理的障壁が

ない

②-3-1

がん患者が状態に応じた適切な

治療を受けられる（標準治療

等）

②-2-8

医療者が、がん患者が副作用等

を訴えたときに、対応することがで

きる
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がん患者が必要時にいろいろな職

種の人へ相談できる

「がん治療を担当した医師以

外で相談しやすい医療スタッフ

がいた」と回答した患者の割合

「病気のことや療養生活に関し

て誰かに相談することができた」

と回答した患者の割合

②-3-2-1

患者体験調査

問23-6(がん治療を担当した医師以外にも相

談しやすい医療スタッフがいたと思う

人):58.4%

問28(病気のことや療養生活について誰かに相

談できた人):60.6%

がん患者とともに考えながら、治療

方針が検討できる

「医療スタッフは、あなた（患者

さん）の⾔葉に⽿を傾け、理

解しようとしてくれた」と回答した

患者の割合

②-3-2-2

患者体験調査

問23-4(医療スタッフが⽿を傾け理解しようとし

てくれていたと思う人):90.3%

②-3-3

チーム医療による活動が医療に

反映されたことをがん患者が認識

する

がん患者が安心して、治療や関

連するサポートを受けられる

「あなた（患者さん）のことに

関して治療に関係する医療ス

タッフ間で情報が共有されてい

た」と回答した患者の割合

②-3-3-1

患者体験調査

問23-7(治療に関係する医療スタッフ間で患者

に関する情報共有がなされていたと思う

人):80.1%

適切なタイミングで、適切な療養

場所（自宅・介護施設等）を選

択できる

第3回調査では項目なし

追加提案：「自分が望むタイミ

ングで自分の望む療養場所が

選べた」と回答した患者の割合

②-3-4-1

患者体験調査

がん患者が受診先（フォロー、緩

和ケア）を「希望通り選択できた」

と思える

第3回調査では項目なし

追加提案：「希望通りの転院

先の受診が出来た」と回答した

割合（第2回にはあり）

②-3-4-2

患者体験調査

②-3-5

リハ介入後にADL維持ができる

治療後も治療前のADLが維持で

きる

入院前後のBarthel Index

の変化

②-3-5-1

QI研究

ガイドラインが推奨する支持療法

が提供されているかどうか

既存QI

o1(嘔吐高リスクの抗がん剤へ

の３剤による予防的制吐剤)

o2(外来麻薬開始時の緩下

剤処方)

②-3-7-1

QI研究

2021年診断症例 (公開値のみ)

o1(嘔吐高リスクの抗がん剤への３剤による予

防的制吐剤):92.4%

o2(外来麻薬開始時の緩下剤処方):56.1%

チームで対応し、その時のベストを

つくしているとがん患者が感じられ

る

「治療に関係する医療スタッフ

間で患者に関する情報共有が

なされていた」と回答した患者

の割合

②-3-7-2

患者体験調査

問23-7(治療に関係する医療スタッフ間で患者

に関する情報共有がなされていたと思う

人):80.1%

（再掲）

②-3-8

がん患者が必要時にセカンドオピ

ニオンを利用できている

希望するがん患者が、適切なセカ

ンドオピニオンを利用できること

実際にセカンドオピニオンを受け

た患者の割合

追加提案：セカンドオピニオン

を希望した患者の割合

②-3-8-1

患者体験調査

問26(実際にセカンドオピニオンを受けた

人):14.3%

(最終アウトカム)全てのがん患者

及びその家族の苦痛の軽減並び

に療養生活の質の維持向上

「現在自分らしい日常生活を

送れている」と回答した患者の

割合

患者体験調査
問59(現在自分らしい日常生活を送れていると

感じる人（本人回答のみ）):79.0%
（再掲）

③手術療法 

③-2-1

適切な手術適応や術式が選択

できている

標準治療の実施率

手術に関するQI（既存QI）

st9x(cStageⅡ・Ⅲ　幽門側

胃切除での腹腔鏡手術)

st10x(cStageⅠ　胃全摘で

の腹腔鏡手術)

lg29(II期非小細胞肺癌に対

する肺葉以上の切除)

③-2-1-1

QI研究

がん患者の術後疼痛が少ない

「医療スタッフはつらい症状にす

みやかに対応してくれた」と回答

した患者の割合（手術を受け

た患者に限定）

③-2-2-1

患者体験調査

問23-3(医療スタッフはつらい症状にすみやかに

対応してくれたと思う人):90.２%（注：手術

を受けた患者に限定されていない）

がん患者が短期で退院できている

入院期間

st6x:内視鏡治療在院日数

（既存QI）

③-2-2-2

QI研究

予防的抗生剤の適正使用
予防的抗生物質継続日数

（術翌日までに中止）

③-2-2-4

QI研究

③-2-3

がん患者は、手術の必要性、周

術期のリスクについて適切な説明

を受け、不必要な不安を抱かな

い

「治療スケジュールの見通しに

関する情報を得られた」と回答

した患者の割合（手術を受け

た患者に限定）

③-2-3-1

患者体験調査

問23-1(治療スケジュールの見通しに関する情

報を得ることができた人):91.５%（注：手術

を受けた患者に限定されていない）

③-2-5

術中病理に基づく適正な術式の

確保

適切な迅速病理診断が行われる

ov17x(70歳未満の境界悪

性腫瘍に対する術中迅速病

理診断)（既存QI）

③-2-5-1

QI研究

②-3-7

がん患者が適切な支持療法を

受けられる

②-3-2

がん患者が、治療のプロセス全体

に関して、医療者と共に考えなが

ら治療方針等について決定する

ことができる

②-3-4

がん患者が望む場所での療養が

継続できる

③-2-2

適切な周術期管理ができている
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診断から手術までの期間が適切

である

初回治療が手術である患者

の、診断～手術までの日数

③-3-1-1

QI研究

がん患者が手術を理解して納得

して受ける

今回のがんの診断・治療全般

について総合的に評価した点

数（手術を受けた患者に限

定）

③-3-1-2

患者体験調査

問31(がんの診断・治療全般に関する総合的

な評価の平均点(0～10点)):8.2点（注：

手術を受けた患者に限定されていない）

（再掲）

③-3-2

がん患者が安全な手術を受けら

れる

術後合併症が最小限に抑えられ

る、術後合併症による死亡をなく

す

術後死亡率、手術関連死亡

率、1ヶ月以内の再手術率、

再入院率

③-3-2-1

QI研究

④放射線療法

④-2-1

適切な放射線適応について検討

できている

標準治療の実施率

放射線のQI（既存QI）

b35(70歳以下の乳房温存

術後の放射線療法)

b38(乳房切除後・再発ハイリ

スク(T3以上N0を除く、または

4個以上リンパ節転移)への放

射線療法)

lg13(Ⅲ期非小細胞肺癌に

対する同時化学放射線療法)

lg16(Ⅱ-Ⅲ期非小細胞肺癌

に対する放射線療法)

lg17(Ⅰ期非小細胞癌に対す

る定位放射線治療)

lg24(限局型小細胞肺癌に

対する同時化学放射線療法)

lg27(限局型小細胞肺癌に

対する加速過分割照射法)

lg28(I-II期非小細胞肺癌に

対する外科切除あるいは放射

線療法)

④-2-1-1

QI研究

2021年診断症例 (公開値のみ)

b35(70歳以下の乳房温存術後の放射線療

法):75.1%

b38(乳房切除後・再発ハイリスク(T3以上N0

を除く、または4個以上リンパ節転移)への放射

線療法):43.4%

（再掲）

がん患者が放射線治療に伴う合

併症を把握している

「治療による副作用などに関し

て見通しを持てた」と回答した

患者の割合（放射線療法を

受けた患者に限定）

④-2-2-1

患者体験調査

問23-2(治療による副作用などに関して見通し

を持てた人):75.5%（注：放射線療法を受

けた患者に限定していない）

（再掲）

がん患者が気軽に相談できる窓

口を把握している。（がん患者が

放射線治療をについて相談できる

医療機関や部署を知っており、適

切な情報を入手できること）

第3回調査では項目なし

追加提案：「治療による副作

用などに関する説明を受けた」

と回答した患者の割合

④-2-2-2

患者体験調査

がん患者が放射線治療を理解し

て納得して受ける

今回のがんの診断・治療全般

について総合的に評価した点

数（放射線療法を受けた患

者に限定）

③-3-1-1

患者体験調査

問31(がんの診断・治療全般に関する総合的

な評価の平均点(0～10点)):8.2点（注：

放射線を受けた患者に限定されていない）

（再掲）

必要時、放射線治療が円滑に開

始できる

初回治療として放射線療法を

実施した患者の診断から照射

開始までの日数

④-3-1-2

QI研究

(最終アウトカム)全てのがん患者

及びその家族の苦痛の軽減並び

に療養生活の質の維持向上

「現在自分らしい日常生活を

送れている」と回答した患者の

割合

患者体験調査
問59(現在自分らしい日常生活を送れていると

感じる人（本人回答のみ）:79.0%
（再掲）

⑤薬物療法

⑤-2-1

適切な薬物療法の適応について

検討できている

治療適応について検討し、それが

なされているか

st19(術後補助化学療法での

レジメン選択)

lg14(ⅡB・ⅢＡ期非小細胞

肺癌に対する術後薬物療法)

lg22(小細胞肺癌に対する多

剤併用薬物療法)

lg23(小細胞肺癌に対するシ

スプラチン併用薬物療法のコー

ス数)

lg25(限局型小細胞肺癌に

対する薬物療法の標準レジメ

ン)

lg30(悪性胸膜中皮腫に対す

る薬物療法の標準レジメン)

（既存QI）

⑤-2-1-1

QI研究

⑤-2-2

適切な薬物療法中の管理がで

きる

がん患者が薬物療法の副作用や

合併症等について相談できる場が

明示されている

「治療による副作用などに関し

て見通しを持てた」と回答した

患者の割合（薬物療法を受

けた患者に限定）

⑤-2-2-1

患者体験調査

問23-2(治療による副作用などに関して見通し

を持てた人):75.5%（注：薬物療法を受け

た患者に限定していない）

（再掲）

適応のあるがん患者には漏れなく

最適な薬物療法が行われている

lg15(肺癌死亡1ヶ月以内の

全身治療)（既存QI）

⑤-3-1-1

QI研究

必要時、薬物療法が円滑に開始

できる

初回治療として薬物療法を実

施した患者の診断～薬物療

法開始までの日数

⑤-3-1-2

QI研究

⑤-3-2

がん患者が安全な薬物療法を

受けられる

重篤な有害事象の発生率を抑え

られている

有害事象Grade5（死亡）

の発生率

⑤-3-2-1

QI研究

③-3-1

がん患者が適切な手術療法を

受けられる

④-2-2

適切な放射線治療中の管理が

できている

④-3-1

がん患者が適切な放射線療法

が受けられる

⑤-3-1

がん患者が適切な薬物療法を

受けられる
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⑤-3-3

治療によるがん患者の負担が軽

減される

がん患者が感じる治療への負担

が軽減される

「がんやがんに伴う痛みがない」

と回答した患者の割合

「がんやがん治療に伴う痛み、

吐き気、息苦しさ、だるさ、しび

れ、かゆみなど、何らかのからだ

の苦痛がない」と回答した患者

の割合

（薬物療法を受けた患者に限

定）

⑤-3-3-1

患者体験調査

問60(がんや治療に伴う痛みを感じる人（本

人回答のみ）):22.0%　(注：本指標と反対

の意味を示す指標)

問61(がんやがん治療に伴うからだの苦痛を感

じる人（本人回答のみ）):34.0%　(注：本

指標と反対の意味を示す指標)

（注：薬物療法を受けた患者に限定していな

い）

(最終アウトカム)全てのがん患者

及びその家族の苦痛の軽減並び

に療養生活の質の維持向上

「現在自分らしい日常生活を

送れている」と回答した患者の

割合

患者体験調査
問59(現在自分らしい日常生活を送れていると

感じる人（本人回答のみ）):79.0%
（再掲）

⑥緩和ケア

がん患者が必要な時に診療科や

緩和ケア外来、連携している医療

機関を受診できる

第3回調査では項目なし

（追加提案:「つらい症状があ

る時に、医療機関で対応して

もらえた」と回答した患者の割

合)

⑥-2-1-1

患者体験調査

がん患者が症状にすみやかに対

応してもらえたと感じることができる

「医療スタッフはつらい症状にす

みやかに対応してくれた」と回答

した患者の割合

⑥-2-1-2

患者体験調査

問23-3(医療スタッフはつらい症状にすみやかに

対応してくれたと思う人):90.２%
（再掲）

がん患者の身体的な苦痛が緩和

されている

「がんやがんに伴う痛みがない」

と回答した患者の割合

「がんやがん治療に伴う痛み、

吐き気、息苦しさ、だるさ、しび

れ、かゆみなど、何らかのからだ

の苦痛がない」と回答した患者

の割合

（変更提案:「医療者と目標

共有した程度にがんやがん治

療に伴う痛み、吐き気、息苦し

さ、だすさ、しびれ、かゆみな

ど、何らかのからだの苦痛がおさ

まっている」）

⑥-3-1-1

患者体験調査

問60(がんや治療に伴う痛みを感じる人（本

人回答のみ）):22.0%　(注：本指標との反

対の意味を示す指標)

問61(がんやがん治療に伴うからだの苦痛を感

じる人（本人回答のみ）):34.0%　(注：本

指標と反対の意味を示す指標)

（注：薬物療法を受けた患者に限定していな

い）

（再掲）

がん患者の精神心理的な苦痛が

緩和されている

「がんやがん治療に伴い、気持

ちがつらくない」と回答した患者

の割合

⑥-3-1-2

患者体験調査

問62(がんやがん治療に伴い気持ちがつらいと

感じる人（本人回答のみ）):26.2%　(注：

本指標と反対の意味を示す指標)

がん患者の社会的問題への適切

な対応が出来ている

第3回調査では項目なし (追

加提案:「社会的な困りごと

（経済面、仕事、家族関係

など）を医療者や、連携してい

る専門職に相談したい時に相

談できた」と回答した患者の割

合)

⑥-3-1-3

患者体験調査

がん患者の日常生活への支障が

少ない

「がんやがん治療に伴う、からだ

の苦痛や気持ちの辛さにより、

日常生活を送る上で困ってい

ることがない」と回答した患者の

割合

⑥-3-1-4

患者体験調査

問63(がんやがん治療に伴う身体の苦痛や気

持ちのつらさにより、日常生活を送る上で困って

いることがある人（本人回答のみ）):24.3%

(注：本指標と反対の意味を示す指標)

(最終アウトカム)全てのがん患者

及びその家族の苦痛の軽減並び

に療養生活の質の維持向上

「現在自分らしい日常生活を

送れている」と回答した患者の

割合

患者体験調査
問59(現在自分らしい日常生活を送れていると

感じる人（本人回答のみ）):79.0%
（再掲）

⑦希少がん

⑦-2-2

適切な治療オプションが提供でき

る。

がん患者が病院選択に困らない/

この病院でよかったのかと心配にな

らない

症状や検診結果に対し初めて

病院・診療所を受診したときか

ら、最初の治療を受けるまでの

間の受診した施設の数の平均

（希少がんに限る）

⑦-2-2-1

患者体験調査

問13(初診から治療開始までに受診した施設

数の平均):平均1.9施設 (希少がん患者)

（問は再掲だが、結果

は希少がん患者のも

の）

⑦-2-3

がん患者が受診先に困らない

（医師が紹介先に困らない）

がん患者ががん相談センター等で

相談ができる

「相談支援センターを利用した

ことがある」と回答した患者の割

合（希少がんに限る）

⑦-2-3-1

患者体験調査

問46(がん相談支援センターを利用した人（が

ん相談支援センターを知っている人の

み）):21.0% (希少がん患者)

初診から治療開始までの期間

（希少がんに限る）

⑦-3-1-1

QI研究

「初診から診断までの期間まで

が1か月未満」

「確定診断から治療開始まで

が1ヶ月未満」と回答した患者

の割合（希少がんに限る）

⑦-3-1-2

患者体験調査

問11(初診から確定診断までが1ヶ月未満の人

):61.4%（希少がん患者）

問12(確定診断から治療開始までが1ヶ月未

満の人):62.4% (希少がん患者)

（問は再掲だが、結果

は希少がん患者のも

の）

不適切治療がなくなる（診断

前、診断後とも）

初回治療でガイドラインがある

疾患はガイドライン通りに治療

がされている

⑦-3-1-3

QI研究

⑦-3-2

患者が希少がん診療に対して満

足する

患者が希少がん診療について満

足している治療を受けられている

「あなたを担当した医師は、あ

なたのがんについて十分な知識

や経験を持っていた」と回答し

た患者の割合（希少がんに限

る）

⑦-3-2-1

患者体験調査

問27(担当医が患者のがんについて十分な知

識と経験を持っていると思う人):85.3% (希少

がん患者)

(最終アウトカム)全てのがん患者

及びその家族の苦痛の軽減並び

に療養生活の質の維持向上

「現在自分らしい日常生活を

送れている」と回答した患者の

割合（希少がんに限る）

患者体験調査

問59(現在自分らしい日常生活を送れていると

感じる人（本人回答のみ）):75.5% (希少

がん患者)

（問は再掲だが、結果

は希少がん患者のも

の）

⑧難治がん

⑧-3-1

患者が受診先に困らない（医師

が紹介先に困らない）

患者が病院選択に困らない/この

病院でよかったのかと心配にならな

い

症状や検診結果に対し初めて

病院・診療所を受診したときか

ら、最初の治療を受けるまでの

間の受診した施設の数の平均

⑦-3-1-1

患者体験調査

問13(初診から治療開始までに受診した施設

数の平均):平均1.６施設
（再掲）

⑥-2-1

がん患者とその家族が緩和ケアを

利用できる

⑥-3-1

苦痛のあるがん患者が適切な緩

和ケアによって最大限、苦痛が軽

減されている

⑦-3-1

希少がん患者が適切な治療を

受けられる

円滑に治療が始まる（治療開始

前受診施設が減り、初診から治

療開始までの期間が短縮する）
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⑧-3-2

臨床試験を希望した患者が臨

床試験に入れる

臨床試験を行っている施設への

受診を患者が希望することができ

る

第3回調査では項目なし (追

加提案:「臨床試験を希望した

際に担当医が説明や紹介をし

てくれた」と回答した患者の割

合)

⑧-3-2-1

患者体験調査

（最終アウトカム）（難治がん

を含む）がん患者及びその家族

の苦痛の軽減並びに療養生活

の質の維持向上

「現在自分らしい日常生活を

送れている」と回答した患者の

割合

患者体験調査
問59(現在自分らしい日常生活を送れていると

感じる人（本人回答のみ）):79.0%
（再掲）

⑨ライフステージに応じたがん対策 

⑨-1-9

就学、就労、妊孕性の温存、ア

ピアランスケア等に関する状況や

本人の希望についても確認し、

自施設もしくは連携施設のがん

相談支援センターで対応できる

体制を整備する。（重複分

野：相談支援）

就労継続についての情報提供を

行う体制を整備する(産業医やハ

ローワーク等就労支援に必要な

診療体制を整備する)

項目なし

（新規提案：療養・就労両

立支援指導料算定件数）

⑨-1-9-4

QI研究

「最初のがん治療が開始される

前に、医師から生殖機能（妊

孕性）への影響について説明

があった」と回答した患者の割

合

⑨-2-3-1

患者体験調査

問16(治療開始前に、妊よう性への影響に関

して医師から説明があった人（40歳未

満)):71.5%

「最初のがん治療が開始される

前に、医師から生殖機能（妊

孕性）への影響について説

明」があったと回答した患者のう

ち、「生殖機能の温存のための

具体的な方法に関する説明が

あった」と回答した患者の割合

⑨-2-3-2

患者体験調査

問17(生殖機能の温存のための具体的な方法

を説明された人（40歳未満、問16で妊よう性

に影響があるという説明を受けたと回答した人の

み）):67.5%

⑨-2-4

アピアランスケアに関する相談が

増える

がん患者が外見の変化に関する

悩みを医療者に相談できる

「がん治療による外見の変化に

関する悩みを医療スタッフに相

談ができた」と回答した患者の

割合

⑨-2-4-1

患者体験調査

問30(外見の変化に関する悩みを医療スタッフ

に相談できた人):25.8%

⑨-2-5

がんに罹患しても就労継続可能

であるということが認知される

がん罹患後に仕事を辞めずに治

療継続ができる旨を医療者が患

者に十分に説明する

休職・休業した人のうち、復職

したと回答した患者の割合

退職・廃業した人のうち、再就

職・復業したと回答した患者の

割合

（希望者のうち、就労を実際

に継続した割合は要検討）

⑨-2-5-1

患者体験調査

問41-2②(がん診断後に休職・休業はしたが、

退職・廃業はしなかったと回答した人のうち(少

なくとも⼀度は)復職した人):92.2%

問41-3②((がん診断後に退職・廃業をしたと

回答した人のうち再就職・復業した人：

18.3%(再就職・復業の希望はない人は

51.3%)

⑨-2-7

高齢がん患者とその家族が、治

療内容と併存疾患、「生活の

質」への影響について十分な説

明を受け、適切な決定が出来る

医療者が治療のみならず看護や

介護ケアの重要性も認識する

（機能評価の結果が医療関係

者間で共有されている）

「あなたのことに関して治療に関

係する医療スタッフ間で情報が

共有されていた」と回答した患

者の割合

(高齢者に限定)

⑨-2-7-3

患者体験調査

問23-7(治療に関係する医療スタッフ間で患者

に関する情報共有がなされていたと思う

人):80.1%（注：高齢者に限定されていな

い）

（再掲）

AYA世代のがん診療に関する評

価が向上する

今回のがんの診断・治療全般

について総合的に評価した点

数

(AYA世代に限定)

⑨-3-2-1

患者体験調査

問31(がんの診断・治療全般に関する総合的

な評価の平均点(0～10点)):平均8.2点 (若

年がん患者)

（問は再掲だが、結果

は若年がん患者のも

の）

AYA世代のがん患者が適切な支

援を受けられると感じる

項目なし

(追加提案：「ライフイベントや

環境等に応じたに支援を受け

られた」と回答したAYA世代の

患者の有無)

⑨-3-2-2

患者体験調査

⑨-3-3

生殖医療の対象となりうるがん患

者が、その選択に応じた適切な

医療提供を受けられる。

妊孕性温存の説明を受け、希望

に応じて実施する

「最初のがん治療が開始される

前に、生殖機能の温存（妊

孕性温存）について、説明が

必要」と回答した患者のうち、

「がん治療の開始に際し、実際

に生殖機能の温存（妊孕性

温存）のために、精子や卵子

等の保存や、治療方法の変更

（薬の変更を含む）を行った」

と回答した患者の割合

⑨-3-3-1

患者体験調査

問19:実際に妊よう性温存を行った人（40歳

未満）:11.9%　(注：指標と完全には⼀致

しない)

⑨-3-4

外見の変化に起因するがん患者

の苦痛が軽減する

外見の変化に起因する苦痛が軽

減する

第3回項目なし

（新規提案：「外見の変化に

起因する苦痛が軽減した」と回

答した患者の割合）

⑨-3-4-1

患者体験調査

⑨-3-5

希望しない退職が減る/希望した

就職率が増える

退職後、就職を希望しているが無

職であるがん患者が減少する

がん診断後退職・廃業し、再

就職・復業の希望はあるが調

査時点では無職と回答した患

者の割合

⑨-3-5-1

患者体験調査

問41-3②(がん診断後に退職・廃業をしたと回

答した人のうち再就職・復業の希望はあるが現

時点では無職の人)：19.0%

（問は再掲だが、

結果の項目は新規

掲載）

項目なし

（新規提案：総合機能評価

加算算定件数）

⑨-1-12

意思決定能力を含む機能評価

を行い、各種ガイドラインに沿っ

て、個別の状況を踏まえた対応

をしている

75歳以上の高齢がん患者に対し

て治療方針決定前に意思決定

支援の必要性を含む機能評価を

実施する

治療方針決定に際しては、高齢

がん患者のこれまでの生活状況の

把握や「生活の質」の維持にも留

意する

⑨-1-12-2

QI研究

⑨-2-3

生殖医療の対象となりうるがん患

者が、適切な治療選択ができる

生殖医療の対象となりうるがん患

者が、適切な治療選択ができる

⑨-3-2

AYA世代のがん患者が適切な

医療や支援を受けられる
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⑨-3-7

高齢がん患者とその家族が治療

方針等に関して意思決定できる

高齢がん患者やその家族が意思

決定できたと感じる

第3回調査では項目なし

（新規提案：治療方針等に

関する意思決定に際し、医療

者から支援を受けたと感じた高

齢患者の割合)

⑨-3-7-1

患者体験調査

⑨-3-9

障がいを持つがん患者とその家族

が治療方針等に関して適切に意

思決定できる

障がいを持つがん患者やその家族

が意思決定できたと感じる

第3回では項目なし

（新規提案：「治療方針等

に関する意思決定に際し、医

療者から支援を受けた」と回答

した患者の割合[障害者手帳

保持情報を収集し、限定]）

⑨-3-9-1

患者体験調査

(最終アウトカム)全てのがん患者

及びその家族の苦痛の軽減並び

に療養生活の質の維持向上

「現在自分らしい日常生活を

送れている」と回答した患者の

割合

患者体験調査
問59(現在自分らしい日常生活を送れていると

感じる人（本人回答のみ）):79.0%
（再掲）

⑩相談支援

⑩-2-2

がん相談支援センターの特性、

利用方法が広く認知され、必要

なときにアクセスできる

がん患者や家族等が、がん相談

支援センターの特性、利用方法を

知っている

「がん相談支援センターを知っ

ている」と回答した患者の割合

⑩-2-2-1

患者体験調査

問45(がん相談支援センターを知っている

人):55.1%

⑩-3-1

がん相談支援センターに相談した

結果、がん患者や家族等が、医

療や療養に関する不安・疑問を

解消することができる

がん相談支援センターで、医療や

療養に関する課題などに適切に

対応してもらえることにより、不安・

疑問が解消し、納得・安心して治

療や療養できる

がん相談支援センターを利用し

たことがある患者のうち、「利用

して役に立った」と回答した患

者の割合

⑩-3-1-2

患者体験調査

問47(がん相談支援センターが役立った人（が

ん相談支援センターを知っている、かつ、利用し

た人のみ）):72.4%

⑩-3-2

相談が必要なとき相談できたと

感じる

相談が必要な時に、しかるべき窓

口につながり、相談することができ

る

第3回項目なし

（新規提案：困ったとき、必

要なときに相談できたと回答し

た患者の割合 )

⑩-3-2-1

患者体験調査

(最終アウトカム)全てのがん患者

及びその家族の苦痛の軽減並び

に療養生活の質の維持向上

「現在自分らしい日常生活を

送れている」と回答した患者の

割合

患者体験調査
問59(現在自分らしい日常生活を送れていると

感じる人（本人回答のみ）:79.0%
（再掲）

⑪情報提供

⑪-2-1

がん患者や家族等が、必要とす

る時に正しい情報を入手できる

全てのがん患者が、診断後、必

要な基礎知識情報に行きつき、

必要なときに活用できる

「治療スケジュールの見通しに

関する情報を得られた」と回答

した患者の割合

⑪-2-1-1

患者体験調査

問15(治療決定までに医療スタッフから治療に

関する情報を得られた人):88.5%

⑪-3-1

がん患者や家族等が、適切な医

療機関を選択できる

がん治療を受ける病院や療養先

の選択時に、確かな情報に基づ

き、適切な医療機関を選択できる

第3回項目なし

(追加提案: 医療を受けた施

設が適切であったと感じる患者

の割合　①-3-1-2と同様)

⑪-3-1-1

患者体験調査

⑪-3-2

がん患者や家族等が、確かな情

報をもとに適切な意思決定をで

きる

がんに関する確かな情報をもとに、

医療者とがん患者や家族等が治

療選択について共に考え、意思

決定を行うことができる。

第3回項目なし

(追加提案:よい治療・療養生

活を選択できたと感じる患者の

割合）

⑪-3-2-1

患者体験調査

(最終アウトカム)全てのがん患者

及びその家族の苦痛の軽減並び

に療養生活の質の維持向上

「現在自分らしい日常生活を

送れている」と回答した患者の

割合

患者体験調査
問59(現在自分らしい日常生活を送れていると

感じる人（本人回答のみ）):79.0%
（再掲）

⑫その他

⑫-2-3

施設の活動を検証して、改善し

ていくコンセンサスができる

自施設のがん診療の課題を分析

している

（QIの未実施理由などを検討し

ている）

QI研究未実施理由入力への

参加率(公開指標のみ)

⑫-2-3-2

QI研究

2021年診断症例：195/649(施設)≒

30.0%
（再掲）

がん患者が医療機関のどの医療

者に聞いても必要な資源や支援

に繋がることができる

第3回項目なし

(新規提案：治療や療養につ

いて、かかっている病院だけで

なく、地域の療養や生活に関

することを質問してよいことを

知っている患者の割合)

⑫-3-1-1

患者体験調査

臨床試験を行っている施設への

受診を患者が希望することができ

る

第3回項目なし (追加提案:

「臨床試験を希望した際に担

当医が説明や紹介をしてくれ

た」と回答した患者の割合)

⑫-3-1-2

患者体験調査

(最終アウトカム)全てのがん患者

及びその家族の苦痛の軽減並び

に療養生活の質の維持向上

「現在自分らしい日常生活を

送れている」と回答した患者の

割合

患者体験調査
問59(現在自分らしい日常生活を送れていると

感じる人（本人回答のみ）):79.0%
（再掲）

⑫-3-1

がん患者が拠点病院における取

組を知っている
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がん診療連携拠点病院のがん診療実態を反映する医療者調査に関する研究 
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研究要旨 

この研究班で開発中のがん診療連携拠点病院における診療実態を評価する指標の中には、

医療者に実態を調査する必要がある項目も含まれる。この研究では、5施設の拠点病院に

勤務する医療従事者を対象とした医療者調査のパイロット調査（以下、アンケート）を実

施し、アンケートおよびインタビューを通じて調査票や方法の改善点を明らかにした。ア

ンケート結果の解析およびインタビューから、患者に対する調査の裏付けとしての医療者

調査は意味をなさないこと、医療者調査では個人の経験や認識を中心に聴取する形式が適

していること、また体制の有無に関する設問は施設代表者への調査が望ましいことが示唆

された。これらの知見をもとに、全国調査に向けた調査票の改訂および方法の改善を進め

ていく計画である。 

 

  

A．研究目的 

本研究班は、がん診療連携拠点病院等（以下、

拠点病院）におけるがん診療の実態を継続的に把

握・評価できる適切な評価指標の開発・選定を通

じて、次期の「がん診療連携拠点病院等の整備に

関する指針」(以下、整備指針)策定やがん対策推

進基本計画の推進に寄与することを目的としてい

る。その評価指標の中には、医療者に実態を調査

する必要がある項目も含まれる。これまでに、国

内のがん診療に関わる全医療者を対象とした大規

模調査はなく、医療者調査に関する知見はまだ明

らかになっていない状況である 。 

そこで今回は、拠点病院の医療従事者を対象と

して整備指針等をもとにがん診療に関する実態を

調査する医療者調査を、全国調査に先駆け、パイ

ロット調査（以下、アンケート）として実施する

こととした。医療者調査で測定可能な指標、困難

な指標を明らかにし、またアンケートをふまえた

インタビューを実施することで、全国調査に向け

て調査方法や内容を改善する知見を得ることを目

的とした。 

 

B．研究方法 

(1) アンケート対象者 

今回の調査は、5施設の拠点病院に勤務する医

療従事者を対象とし、匿名回答のインターネット

調査として実施した。調査対象者は、「がん患者

に直接対応する有資格の医療従事者」とした。主

な対象職種は医師、歯科医師、歯科衛生士、薬剤

師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士、診療放射線技師、臨床検査技

師、臨床工学技士、管理栄養士、社会福祉士、精

神保健福祉士、公認心理師、臨床心理士とした。

予め主な対象職種を施設に伝達のうえ、その職種

を含む職員に広くアンケート Webサイトのリンク

を配布してもらい、主な対象職種には含まれない

職種の職員も含めてアンケートに回答してもらっ

た。また、回答率算出のため、施設から主な対象

職種の在籍人数を聴取した。 

(2) アンケート内容 

調査票は、整備指針等をもとに医療者に実態を

調査すべき項目を抽出し、属性、がん診療に関す

る設問、また拠点病院の認知度を調査する設問を

全 37問で構成した。全問回答必須とし、一部の

設問では対象とする職種を限定した。 

アンケートと併せ、アンケートの方法や内容の

改善に向けて感想や意見を伺うためのインタビュ

ーを実施した。こちらは、アンケートの最後にイ
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ンタビュー参加可否を伺い、参加可能と回答いた

だいた方を対象とした。  

アンケートおよびインタビューの実施期間は

2024年 10月～12月だった。 

(3) 解析方法 

解析には Stata18.0 (Stata-Corp, College 

Station, TX, USA)を使用した。 

 

（倫理面への配慮） 

調査案内及び Webアンケート画面に掲載した説

明文書を読んだうえで、研究内容を理解し、研究

参加に同意した者を調査対象者とした。本調査

は、東京大学医学系研究科・医学部倫理委員会の

承認を得て実施した(2024年 8月 8日)。 

 

C．研究結果 

 5施設全体で 1,267名から回答を得た。主な対

象職種の回答率は 23.5%(1,107/4,709名)だっ

た。なお、回答率計算の際は職種を「その他」と

回答した人は除外した。解析対象者は、アンケー

トに回答した人うち、「この 1年間で業務上がん

患者の対応をしたこと」があると回答した 953名

だった。解析対象者の職種ごとの人数を表 1に示

す。インタビューは表 2に示す通り 19名に実施

した。各問の回答詳細は別紙（総括研究報告書：

資料３）に掲載した。 

 

D．考察 

 今回の調査は、パイロット調査という位置づけ

で実施しており、全国調査に向けて調査票や調査

方法に関する知見を得ることが目的である。アン

ケート結果の解析、および協力者に対するインタ

ビュー内容から、医療者調査として留意するべき

点が分かった。 

まず、患者に対する調査で分かることを、医療

者の目線からも調査することは意味をなさない。

例えば、「施設全体で患者はどの程度説明を受け

ているか」という問は、「自分はどの程度説明し

ているか」や「自分が見聞きしている現場で医師

はどの程度説明しているか」などと読み替えて回

答してしまう。患者に対する調査で「説明を受け

たか」という問を設定したとして、それを医療者

側から裏付けるような調査をすることは難しい。 

このように質問文を読み替えて回答するため、

施設全体の状況を回答させる問は医療者調査に適

さない。管理職に対するインタビューにおいて、

施設全体の状況を問う設問について自身の診療科

のことを想定していた、活動実態を聴取する問に

ついて回答に推測を含まざるを得ないという点が

指摘された。施設全体について把握することは管

理職であっても困難であり、医療者調査では自身

の経験・考えを聴取する形式が適している。 

最後に、施設の体制の有無に関する設問は医療

者調査で個人に聴取する方法は適しておらず、現

況報告等、施設代表者に向けて聴取する方が良

い。但し、体制に対する評価や活動実態、認知度

を聴取したい場合には医療者調査は有用である。 

以上から、拠点病院の評価指標として、医療者

調査を用いるべきもの、困難なものがわかった。

全国調査に向けて、調査方法や調査票を改善して

いく必要がある。 

 

E．結論 

 5施設の拠点病院に対してがん診療の実態を調

査する医療者調査を実施した。今回の調査結果を

ふまえて、拠点病院の評価指標のデータソースと

して医療者調査を用いるものを適切に判断してい

く。また、班員や各分野の専門家に意見聴取をし

ながら調査票を改訂し、全国調査を展開してい

く。 

 

F．健康危険情報 

  特になし 

 

G．研究発表 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む） 

 1.特許取得 

なし 

 

 2.実用新案登録 

なし 

 

 3.その他 
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表 1 解析対象者の職種内訳 

職種 人数 割合 

医師 179 18.8% 

歯科医師 8 0.8% 

歯科衛生士 1 0.1% 

薬剤師 54 5.7% 

看護師 521 54.7% 

准看護師 0 0.0% 

理学療法士 31 3.3% 

作業療法士 11 1.2% 

言語聴覚士 11 1.2% 

診療放射線技師 43 4.5% 

臨床検査技師 23 2.4% 

臨床工学技士 11 1.2% 

管理栄養士 17 1.8% 

社会福祉士 16 1.7% 

精神保健福祉士 0 0.0% 

公認心理師 4 0.4% 

臨床心理士 

（公認心理師以外） 

0 0.0% 

その他 23 2.4% 

 

 

表 2 インタビューを実施した職種ごとの人数 

職種 人数 

医師 7 

薬剤師 2 

看護師 5 

理学療法士 1 

社会福祉士 2 

公認心理師 1 

その他 1 

 

 

 

別紙 総括研究報告書 資料３に掲載 
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厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進総合研究事業） 

（分担研究報告書） 

 

医療者調査実施における院内体制等の検討 

 

研究分担者 前田 英武 高知大学 医学部附属病院・医療ソーシャルワーカー 

 

研究要旨 

研究要旨 

本研究は、がん診療連携拠点病院等（拠点病院）に関するがん診療の実態を継続的に把

握・評価できる適切な評価指標の開発・選定を通じて、「がん診療提供体制のあり方に関す

る検討会」にエビデンスを提出し、次期整備指針の策定や「がん対策推進基本計画（基本

計画）」の推進に寄与することを目的としている。 

本年度は、医療者調査のパイロット調査に自施設も参加し、その実施に際しての拠点病

院側の課題や、負担軽減の視点での検討を行なった。また、ロジックモデルや医療者調査

の項目に関して、がん相談支援、地域医療連携の観点から検討を行なった。 

 

A．研究目的 
ロジックモデルを用いた拠点病院のがん診療の
質向上に役立つ客観的な評価指標の策定を目指
し、医療者調査のパイロット調査を行なった。
自身の所属機関もパイロット調査に協力したが、
その実施を行なう事務部門の取り組みについて
組織内でモニタリングを行なった。また、医療
者調査の設問設定や、ロジックモデル修正につ
いて、がん相談支援、地域医療連携の観点から
検討を行なった。 

 

B．研究方法 

本研究班が作成したロジックモデルによる評

価のために必要と判断された医療者調査は、拠

点病院で従事する医療者にとって、拠点病院の

取り組みについて個人として調査されるとい

う初めての経験となった。業務上の負担感や、

個人の責を問われるのではないかと言った不

安が聴取される可能性も視野に、自施設での調

査の経過を観察するとともに、調査に関する時

組織内の問い合わせ窓口となることで、調査を

実施した事務職員や調査対象者からの声の収

集を行なった。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究における情報の分析・調査については、

原則として匿名化したデータを扱うため、個人

情報保護上は特に問題は発生しないと考える。 

 

C．研究結果 

令和5年までに実施した全国の拠点病院、がん

診療連携協議会へのインタビュー調査にて、が

ん患者のみを支援するがんセンター等では連

携部門や相談支援部門が、がん拠点病院の活動

にコミットし、調査等を行なった場合にもそれ

らの部門の活動や成果が現況報告等に反映し

やすいが、総合病院において非がん患者にも関

わる連携部門、相談支援部門においては、現況

報告について全く把握しておらず、関与できて

いないと話す機関も存在し、がん患者への支援

の実態が網羅されていない可能性が示唆され

た。また、インタビュー調査では、がん拠点病

院の事務局としての機能に、しかるべき役職の

専任者を配置できている機関、多様な業務の一

部としてなんとか取り組んでいる機関など、格

差があることが示唆された。そうした知見を参

考としつつ、自施設で実施された医療者調査の

取り組みを検討した。自施設は大学病院として

がん患者、非がん患者の割合が概ね同程度の診

療を行なっている医療機関である。そのため、

本院ががんの拠点病院であることについて教

職員に対し研修等にて周知はしているものの、

拠点病院の役割や責務への理解が十分とは言

い難い状況と考えられる。そこで、医療者調査

に際しては、全職員への協力周知の際に、改め

て自組織ががん拠点病院であることの周知か

ら開始することとなった。また、がんに関する

報告等は毎年の現況報告でも実施されている

ため、本調査を取り扱う事務部門はすみやかに

決まったが、全職員に調査を行なうための事務

決済や手順の決定には多少の混乱が生じた。調

査開始以降は、全体周知の他に、回答率の悪い

職種の部門長への個別の依頼などを数回重ね

た結果、最終の回答率は15.3％であった。事後

の聞き取りにおいて、本アンケートはがん患者

に接することのある全ての医療職員を対象と

していたが、実際にはがん患者に接することが

あっても、その関わりの程度が低いと感じた職

員は積極的な回答には至っていなかったこと

が分かった。また、研究班でも配慮必要な事項

として意識されている拠点病院側の「負担感」

について、この調査が今後も継続される可能性

に対しての懸念と言った声は聞こえてきてい



78 

 

た。今後の医療者調査実施にあたっては、現況

報告のように拠点病院の承認維持には必須の

調査であると言った縛りに加えて、指定要件で

求められている「自施設の診療従事者等に、が

ん対策の目的や意義、がん患者やその家族が利

用できる制度や関係機関との連携体制、自施設

で提供している診療・患者支援の体制について

学ぶ機会」といった場面において、ロジックモ

デルによる拠点病院の評価の必要性や、医療者

調査の意味合いなどについても学ぶと言った

取り組みが必要ではないかと考える。 

 

D．考察 

医療者調査やロジックモデルに各機関に取り

組んでもらう上で、その意義に関する教育等

を各拠点病院が実施出来る資材の準備や、そ

の最初の受け皿となるがん拠点病院の事務部

門が組織に対して働きかける際の手順書や資

材の提供や言った視点が必要ではないかと考

える。 

 

E．結論 

  本研究が実行力のあるものになっていく上で

の、拠点病院側の受け入れやすさについて引

き続き検討を行なっていく。 

 

F．健康危険情報 

  特になし 

 

G．研究発表 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

１．論文発表 なし 

２．学会発表 なし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む） 

 1.特許取得 なし 

 2.実用新案登録 なし 

 3.その他
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2025年   4月  1日 
 
 厚生労働大臣    殿 

                                                                                             
                              機関名   国立病院機構九州がんセンター  
 
                     所属研究機関長 職 名   院長                          
                                                                                      
                             氏 名  森田 勝         
 

   次の職員の（令和）６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に 

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                        

２．研究課題名  がん診療連携拠点病院等におけるがん診療の実態把握に係る適切な評価指標の確立に 

資する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名） 名誉院長                   

    （氏名・フリガナ） 藤 也寸志・トウ ヤスシ             

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2025年   3月  31日 
 
 厚生労働大臣    殿 

                                                                                             
                               機関名  国立がん研究センター          
 
                      所属研究機関長 職 名   理事長                      
   
                              氏 名  中釜 斉         
 

   次の職員の（令和）６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に 

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                        

２．研究課題名  がん診療連携拠点病院等におけるがん診療の実態把握に係る適切な評価指標の確立に 

資する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名） がん対策情報センター本部・副本部長               

    （氏名・フリガナ）  若尾  文彦・ワカオ  フミヒコ                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ☑ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2025年  3月 26日 
 
 厚生労働大臣    殿 

                                                                                             
                               機関名    国立大学法人東京大学     
 
                      所属研究機関長 職 名    学長 
                                                                                      
                              氏 名  藤井 輝夫         
 

   次の職員の（令和）６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に 

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                        

２．研究課題名  がん診療連携拠点病院等におけるがん診療の実態把握に係る適切な評価指標の確立に 

資する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院医学系研究科 公衆衛生学分野 ・ 教授             

    （氏名・フリガナ） 東 尚弘 (ヒガシ タカヒロ)               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 東京大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2025年4月30日 
 
 厚生労働大臣    殿 

                                                                                             
                         機関名 公立大学法人静岡社会健康医学大学院大学   
 
                所属研究機関長 職 名  理事長                                  
                                                                              

                 氏 名 宮地 良樹          
 

   次の職員の（令和）６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に 

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                        

２．研究課題名  がん診療連携拠点病院等におけるがん診療の実態把握に係る適切な評価指標の確立に 

資する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）   社会健康医学研究科・教授                               

    （氏名・フリガナ）   高山智子・タカヤマトモコ                               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和７年４月１日 
厚生労働大臣   殿 

                                                                                             
                   
                              機関名 高知大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  受田 浩之         
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                            

２．研究課題名  がん診療連携拠点病院等におけるがん診療の実態把握に係る適切な評価指標の確立に資

する研究                                     

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部附属病院・医療ソーシャルワーカー             

    （氏名・フリガナ） 前田 英武 ・ マエダ ヒデタケ                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2025年 3月 21日 
 
 厚生労働大臣    殿 

                                                                                             
                               機関名   国立大学法人 琉球大学       
 
                      所属研究機関長 職 名   学長        
                                                                                      
                              氏 名  西田 睦           
 

   次の職員の（令和）６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に 

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                        

２．研究課題名  がん診療連携拠点病院等におけるがん診療の実態把握に係る適切な評価指標の確立に 

資する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）  病院・特命准教授                      

    （氏名・フリガナ）  増田 昌人・マスダ マサト                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2025年  1月 31日 
 
 厚生労働大臣    殿 

                                                                                             
                               機関名    国立大学法人島根大学  
 
                      所属研究機関長 職 名    学長 
                                                                                      
                              氏 名  大谷 浩          
 

   次の職員の（令和）６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に 

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                        

２．研究課題名  がん診療連携拠点病院等におけるがん診療の実態把握に係る適切な評価指標の確立に 

資する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部附属病院 呼吸器・化学療法内科・講師      

    （氏名・フリガナ） 津端 由佳里・ツバタ ユカリ               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2025年  4月 10日 
 
 厚生労働大臣    殿 

                                                                                             
                               機関名   国立大学法人東海国立大学機構 
 
                      所属研究機関長 職 名    機構長 
                                                                                      
                              氏 名  松尾 清一         
 

   次の職員の（令和）６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に 

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                        

２．研究課題名  がん診療連携拠点病院等におけるがん診療の実態把握に係る適切な評価指標の確立に 

資する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名） 岐阜大学大学院医学系研究科・教授           

    （氏名・フリガナ） 津端 由佳里・ツバタ ユカリ               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2025年   4月  1日 
 
 厚生労働大臣    殿 

                                                                                             
                               機関名   新潟県立看護大学 
 
 
                      所属研究機関長 職 名   学長 
                                                                                      
                              氏 名  神田 清子      
 

   次の職員の（令和）６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に 

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                        

２．研究課題名  がん診療連携拠点病院等におけるがん診療の実態把握に係る適切な評価指標の確立に 

資する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）成人看護学領域 講師 横川 史穂子                

    （氏名・フリガナ）セイジンカンゴガクリョウイキ コウシ ヨコカワ シホコ       

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



令和7年   4月 30日 
 
 厚生労働大臣    殿 

                                                                                             
                               機関名  国立大学法人東海国立大学機構  
 
                      所属研究機関長 職 名  名古屋大学医学部附属病院長    
                                                                                      
                              氏 名  丸山 彰一        
 

   次の職員の（令和）６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に 

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  がん対策推進総合研究事業                        

２．研究課題名  がん診療連携拠点病院等におけるがん診療の実態把握に係る適切な評価指標の確立に 

資する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）  名古屋大学医学部附属病院・病院助教                    

    （氏名・フリガナ）  栗本 景介 ・ クリモト ケイスケ                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること 


